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2.2 臨界事故への対処（要旨）

1



1 

1. 事故の特徴

核燃料物質を内包する設備においては，技術的に見て想定されるいかな

る場合でも臨界を防止するため，形状，寸法，溶液中の核燃料物質濃度等

の適切な核的制限値をもって核的制限値を超えないよう管理することで未

臨界を維持するよう設計している。 

 核的制限値に係る管理が機能せず，核燃料物質が含まれる溶液において

臨界事故が発生した場合，臨界に達した直後に短時間の出力上昇を何回か

繰り返しながら核分裂反応が継続する。 

 その過程において核分裂反応により核分裂生成物が生成され，希ガス，

よう素等の気体状の放射性物質が気相に移行する。また，核分裂反応のエ

ネルギ放出による溶液の急激な温度上昇，及び溶液の放射線分解による水

素発生で気泡が生じるため，気泡が液面に到達して飛沫の発生によりエア

ロゾル状の放射性物質が気相に移行する。

さらに，放射線分解により発生する水素（以下，「放射線分解水素」と

いう。）は，臨界継続中は通常より多量であり，溶液を取り扱う貯槽等内

の水素濃度が高くなると水素爆発が発生するおそれがある。水素爆発が発

生すると，水素爆発での圧力変動による飛沫が発生することにより放射性

エアロゾルが気相に移行するため，臨界継続中に水素爆発が同時に発生す

ると臨界事故が単独で発生したときよりも気相に移行する放射性物質量が

増加する。 

臨界事故は，２建屋で６機器２貯槽で発生する。 
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2. 事故の特徴を踏まえた対策と考え方

臨界事故が発生した場合，拡大防止対策として速やかに未臨界に移行し，

それを維持するため可溶性中性子吸収材を臨界事故の発生した貯槽等に自

動で供給する。また，臨界事故が発生した貯槽等への更なる核燃料物質の

供給を防止するため，固体状又は液体状の核燃料物質の移送を停止する。 

 さらに，臨界事故に伴い発生するおそれのある水素爆発を防止し気相に

移行する放射性物質の量を抑制するため，水素掃気を実施し貯槽等内の水

素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％に至ることを防止する。 

 また，気相中に移行した放射性物質の大気中への放出を防止するため，

臨界事故発生後，速やかに，臨界事故が発生した貯槽等が接続されるせん

断処理・溶解廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類

廃ガス処理系（プルトニウム系）（以下，「廃ガス処理設備」という。）の

流路を遮断するとともに気相中に移行した放射性物質を貯留設備の貯留タ

ンクに導き放射性物質を貯留タンクへ閉じ込める。

また，貯留タンクが所定の圧力に達した場合，排気経路を廃ガス処理設

備に切り替え，廃ガス処理設備から主排気筒を介して放出する。 
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3. 具体的対策 

  臨界検知用放射線検出器により臨界事故の発生を検知した場合，重大事

故時可溶性中性子吸収材供給槽から自動で貯槽等に可溶性中性子吸収材を

重力流で供給する。 

  臨界検知用放射線検出器により臨界事故の発生を検知した場合，中央制

御室における緊急停止機能操作によって速やかに固体状又は液体状の核燃

料物質の移送を停止する。 

  また，安全圧縮空気系の水素掃気用の圧縮空気及び一般圧縮空気系の計

測制御用の圧縮空気による水素掃気に加え，一般圧縮空気系の空気取出口

と貯槽等に接続する配管（溶解設備，精製建屋一時貯留処理設備又は計測

制御設備の配管）を可搬型建屋内ホースにより接続し，一般圧縮空気系か

ら空気を貯槽等に供給し水素掃気を実施する。 

  臨界検知用放射線検出器により臨界事故の発生を検知した場合，貯留タ

ンクに放射性物質を導出するため，貯留設備の隔離弁を自動開放するとと

もに貯留設備の空気圧縮機を自動で起動し貯留タンクに放射性物質を導く。

同時に，廃ガス処理設備の流路を遮断するため，隔離弁を閉止する。精製

建屋にあっては隔離弁の閉止に加え，排風機を自動で停止する。 

  上記の導出操作は，貯留タンクの圧力が所定の圧力（0.7ＭＰａ）に達

するまで継続し，所定の圧力に達した場合には，排気経路を廃ガス処理設

備に切り替える。 

  この操作は中央制御室からの操作で，廃ガス処理設備の隔離弁を開放す

るとともに廃ガス処理設備の排風機を起動する。この際，貯留タンクには

逆止弁が設けられているため，貯留タンクから廃ガス処理設備への放射性

物質の逆流はない。その後，中央制御室からの操作で貯留設備の隔離弁を

閉止する。 
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  これらの操作により，排気を廃ガス処理設備から主排気筒を介して放出

する。 

  このため，臨界検知用放射線検出器，緊急停止系，緊急停止操作スイッ

チ，重大事故時可溶性中性子吸収材供給槽，空気圧縮機，貯留タンク，配

管，可搬型ホース，弁，圧力計，流量計，放射線モニタ，サーベイメータ

等を重大事故等対処設備として新たに整備する。また，廃ガス処理設備，

安全圧縮空気系，一般圧縮空気系，監視制御盤，安全系監視制御盤，排気

筒モニタ，電気設備，溶解設備，精製建屋一時貯留処理設備，建屋換気設

備，主排気筒，一般冷却水系，低レベル廃液処理設備を常設重大事故等対

処設備に位置づける。 
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4. 有効性評価

4.1 代表事例 

 臨界事故の発生を想定する貯槽等に対し，有効性評価の各項目において

最も厳しい結果を与える貯槽等を代表として選定する。 

4.2 代表事例の選定理由 

 未臨界に移行すること及び未臨界が維持されることの確認においては，

未臨界に移行するために必要な可溶性中性子吸収材の量を最も多く要する

機器である前処理建屋のエンド ピース酸洗浄槽を代表とする。 

 水素濃度の確認においては，水素濃度が最も高くなる機器である前処理

建屋のエンド ピース酸洗浄槽を代表とする。 

 放射性物質の放出量の確認においては，プルトニウムの濃度が最も高く，

気相部の容積が大きいため貯槽に残留する割合が大きくなり，放出量に対

する影響が大きくなる貯槽である精製建屋の第７一時貯留処理槽を代表と

して選定する。 

4.3 有効性評価の考え方 

 拡大防止対策に係る有効性については，未臨界に移行すること及び未臨

界が維持されることを確認するため，可溶性中性子吸収材の供給後の貯槽

等における実効増倍率を評価する。また，臨界時における水素爆発のおそ

れがないことを確認するため，貯槽等の水素濃度を評価する。この評価で

は発生した水素は気相に移行するとし，貯槽等の気相中の雰囲気が水素掃

気として供給される空気と混合され，貯槽等から排気系に移行するとして

評価する。 

放射性物質の放出量評価として，拡大防止対策の実施状況を踏まえ，貯
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槽等から気相へ移行する放射性物質の量，放出経路における低減割合，貯

留タンクへの放射性物質の導出を考慮し，事態の収束までに大気中へ放出

する放射性物質量をセシウム 137 換算として評価する。その際，セシウム

137 換算の放出量については，長期的な被ばく影響を評価する観点から算

出していることから，地表沈着の考えられない希ガス及び主排気筒から大

気中への放出量の大部分が半減期の短いよう素については換算の対象とし

ない。 

 臨界事故時の核燃料物質を有する体系のうち，実効増倍率の評価におい

ては，三次元の体系を取り扱うことができ，評価済みの核データライブラ

リを用いたモンテカルロ法による臨界評価計算が行え，臨界実験等により

検証されているＪＡＣＳコードシステムを用いる。ＪＡＣＳコードシステ

ムで用いる核データライブラリは，ＥＮＤＦ／Ｂ－Ⅳである。なお，非均

質体系の臨界計算においては実効増倍率の計算に先立って体系の均質化を

行う。 

 水素濃度の評価については水素発生量，機器の気相部容積等を用いた簡

便な計算で実施する。 

4.4 事故の条件 

内部事象により臨界事象が発生することを想定する。 

 事故の起因と関連性のない安全機能を有する施設についてはその安全機

能の喪失を想定しない。 

臨界事故時の核分裂反応の規模については，過去に発生した臨界事故の

規模を踏まえ，臨界状態を継続させた場合の全核分裂数を 1×10２０ｆｉｓ

ｓｉｏｎｓと設定した上で，臨界に達した直後の短時間の出力上昇時の核

分裂数を 1×10１８ｆｉｓｓｉｏｎｓ，臨界状態を継続している期間におけ
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る核分裂率を 1×10１５ｆｉｓｓｉｏｎｓ／秒に設定する。 

4.5 機器の条件 

前処理建屋のエンド ピース酸洗浄槽に供給する可溶性中性子吸収材は，

硝酸ガドリニウム，１Ｌあたりガドリニウム 150ｇを含む溶液とし，未臨

界に移行するために十分な量として 28Ｌとする。これにより，前処理建

屋のエンド ピース酸洗浄槽に供給されるガドリニウム量は 4,200ｇとな

る。また，可溶性中性子吸収材は，臨界検知用放射線検出器により，臨界

検知後 10 分で自動で前処理建屋のエンド ピース酸洗浄槽に供給を完了す

る。 

 臨界事故時に気相に移行した放射性物質は，臨界検知用放射線検出器に

より臨界事故の発生を検知し，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃

ガス処理系（プルトニウム系）の隔離弁を自動で閉止するとともに排風機

を自動で停止することで流路を遮断し，空気圧縮機の自動起動によって臨

界検知後１分で貯留タンク（容量約 11ｍ３）への導出を開始し，貯留タン

クが所定の圧力へ達するまで継続し，その後精製建屋塔槽類廃ガス処理設

備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）に切り替える。 

 切替えの操作に想定よりも時間を要した場合には，廃ガス処理設備の系

統内の圧力が上昇し，水封部からセルに放射性物質が導出される。 

 水素掃気の流量については，平常運転時に前処理建屋のエンド ピース

酸洗浄槽に供給されている一般圧縮空気系の計測制御用の圧縮空気による

水素掃気は事故後も継続されるとして，0.2ｍ３／ｈとし，臨界検知後に

一般圧縮空気系の空気取出口と溶解設備の配管又は計測制御設備の配管を，

可搬型建屋内ホースにより接続し，一般圧縮空気系から供給する空気の流

量は６ｍ３／ｈとする。 

貯槽に内包する核燃料物質及び放射性物質の組成，濃度，崩壊熱密度は
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設計上定める条件より厳しい条件の設定及び重大事故の想定箇所の特定で

考慮した条件を設定することとし，具体的には，実効増倍率の評価におい

ては，前処理建屋のエンド ピース酸洗浄槽への燃料せん断片の過装荷が

発生したとして，燃料集合体１体に相当する核燃料物質（質量約 550ｋ

ｇ・ＵＯ２）が装荷されるとし，水素濃度の評価においては，前処理建屋

のエンド ピース酸洗浄槽内の溶液の崩壊熱密度が平常運転時の崩壊熱密

度よりも上昇し，溶解液と同様となっていることを想定して崩壊熱密度

（1,500Ｗ／ｍ３）を設定する。 

放射性物質の放出量評価においては，精製建屋の第３一時貯留処理槽

から精製建屋の第７一時貯留処理槽へ誤移送が発生したとして，精製建屋

の第３一時貯留処理槽の平常運転時の最大値とする。 

  また，核燃料物質の組成については臨界評価結果と放出量評価結果が厳

しくなる組成を設定する。 

 

4.6 操作の条件 

  緊急停止系を用いた操作は，中央制御室からの操作で，臨界検知後１分

で完了できる。 

  前処理建屋のエンド ピース酸洗浄槽への一般圧縮空気系からの水素掃

気用空気の供給は，現場での操作で，臨界検知後 40 分で開始し，事態の

収束まで継続する。 

  貯留タンクの圧力が所定の圧力に達した後に実施する廃ガス処理設備へ

の切替え操作は，中央制御室からの操作で，圧力が所定の圧力に達したこ

とを起点として，中央制御室からの操作により８分で完了できる。 

 

4.7 放出量評価の条件 
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 気相への移行割合については，核分裂で生成する核種のうち希ガスは

100％，ヨウ素は 25％，ルテニウムは溶液中の保有量の 0.1％とし，その

他の放射性物質については核分裂反応の熱エネルギによる蒸発量に相当す

る溶液中の保有量の 0.05％と設定する。 

 また蒸発量の算出においては核分裂により発生する熱エネルギがすべて

溶液の蒸発に使用されるとする。 

 臨界事故において気相中に移行した放射性物質は貯留タンクに閉じ込め

られるが，25％が貯槽に残留し，廃ガス処理設備への切替えに伴い廃ガス

処理設備により放射性物質を低減したうえで主排気筒から放出するとする。 

 その際の放出経路における低減割合については，廃ガス処理設備の高性

能粒子フィルタの２段による除染係数を 10４，放出経路構造物への沈着に

よる除染係数を 10 とする。 

 放射性物質の放出量のセシウム 137 換算係数についてはＩＡＥＡ－ＴＥ

ＣＤＯＣ1162 に示される地表沈着した放射性物質からのガンマ線による

外部被ばく等にかかる実効線量への換算係数を用いて，セシウム 137 と着

目核種との比から算出する。ただし，プルトニウム等の一部の核種につい

ては，これに加え化学形態による影響の違いによる補正する係数を乗じる。 

4.8 判断基準 

 臨界事故の拡大防止対策の有効性評価の判断基準については，可溶性中

性子吸収材供給後，供給後における貯槽の実効増倍率が 0.95 を下回るこ

と。 

 また，臨界事故時に貯槽の水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％未満に維持

できること。 

放出量評価は，臨界事故発生から事態の収束までの大気中への放射性物
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質の放出量がセシウム 137 換算で 100ＴＢｑを下回るものであって，かつ

実行可能な限り低いこと。 
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5. 有効性評価の結果

5.1 拡大防止対策 

 臨界事故発生時には可溶性中性子吸収材の自動供給及び緊急停止系によ

る核燃料物質の移送の停止により，臨界事故発生後 10 分以内に未臨界に

移行するために必要な可溶性中性子吸収材を供給でき，前処理建屋のエン

ド ピース酸洗浄槽において実効増倍率が 0.94 であるため未臨界に移行で

き，それを維持できる。 

 臨界事故の発生により貯槽内の水素濃度は上昇するが，平常運転時に前

処理建屋のエンド ピース酸洗浄槽に供給されている一般圧縮空気系の計

測制御用の圧縮空気による水素掃気により，前処理建屋のエンド ピース

酸洗浄槽においてドライ換算７ｖｏｌ％未満となり８％に至らない。臨界

検知後 40 分の時点から実施する可搬型建屋内ホースを用いた一般圧縮空

気系からの水素掃気用空気の供給により，事態の収束時点において可燃濃

度下限値未満の状態に移行する。 

 放出量評価においては，臨界事故の発生を検知してから貯留タンク内の

圧力が規定の圧力である 0.7ＭＰａに達するまでの期間においては，大気

中への放射性物質の放出は生じない。貯留タンクの圧力が規定の圧力に達

した後，排気経路を貯留タンクへの経路から廃ガス処理設備に切り替える

ことで，貯槽に残留した放射性物質が放出され，精製建屋の第７一時貯留

処理槽において約８×10－７ＴＢｑとなる。 

5.2 不確かさの影響評価 

5.2.1 解析コードの不確かさの影響 

 ＪＡＣＳコードシステムは臨界実験データの実効増倍率について，核デ

ータライブラリ等に起因して評価結果にばらつきを有する傾向にあること
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から，未臨界に移行したことの判断基準については，評価結果にばらつき

があることを踏まえ，体系の実効増倍率 0.95 以下としている。 

 このため，体系の実効増倍率 0.95 以下に必要な可溶性中性子吸収材が

供給された体系は十分に未臨界な状態であり，解析コードの不確かさが未

臨界に移行したことの判断に与える影響はない。 

 また，実効増倍率を起点としている操作はないことから解析コードにお

ける特有の傾向が運転員等の操作に直に与える影響はない。 

5.2.2 事象，事故条件及び機器条件の不確かさの影響 

 臨界事故時に想定している全核分裂数のうち，臨界状態を継続している

期間における核分裂数については，過去の臨界実験の知見から不確かさと

して，一桁増加するおそれがあるとしている。 

 この結果として，沸騰が継続することにより水と核燃料物質の減速比が

変化した場合においても可溶性中性子吸収材の供給により実効増倍率が

0.95 を下回ることを解析により確認しているため，未臨界への移行につ

いて，判断基準を満足することに変わりはない。また，それにより放出量

も増加するおそれがあるが，判断基準を満足することに変わりはない。 

 臨界事故時における核分裂数については，供給完了までの時間に保守性

を見込んでいること及び未臨界移行後の実効増倍率を 0.95 以下と評価し

ていることから，評価時間より早期に未臨界状態に移行できると考えられ，

核分裂数が少なくなることで気相に移行する放射性物質や水素発生量が減

少し，大気中への放射性物質の放出量や貯槽の水素濃度が低下することか

ら判断基準を満足することに変わりはない。 

 事態の収束までの大気中への放射性物質の放出量（セシウム 137 換算）

については，臨界事故により影響を受ける割合や放出経路における放射性
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物質の除染係数に不確かさがある。 

  非安全側な影響として，廃ガス処理設備から貯留タンクへの系統の切替

えが機能しない場合や，臨界事故により発生した水蒸気量が貯留設備の容

量を上回ることで，貯留タンクへの貯留ができない場合には，セルに放射

性物質が移行することで，経路上の除染係数が２桁程度低下する可能性が

ある。 

また，仮に移行した放射性物質に揮発性のルテニウムが含まれていた

場合には，経路上の除染係数が期待できず，１桁未満の増加となる可能性

がある。一方，安全側な影響として，溶液の沸騰量が想定よりも小さい場

合や，放出量評価に用いた核種組成や放出経路上での除染係数を評価が厳

しくなるよう設定しており，放出量が小さくなることも想定される。 

  このように不確かさを有するものの，これらを考慮した場合でも判断基

準を満足することに変わりはない。 

 

5.2.3 操作条件の不確かさの影響 

一般圧縮空気系の空気取出口と溶解設備の配管又は計測制御設備の配

管を，可搬型建屋内ホースにより接続し，一般圧縮空気系から空気を供給

する操作が想定よりも時間を要した場合においても，一般圧縮空気系の計

測制御用の圧縮空気による水素掃気により，前処理建屋のエンド ピース

酸洗浄槽内の水素濃度はドライ換算８ｖｏｌ％未満を維持できることから，

判断基準を満足することに変わりはない。 

  排気経路の廃ガス処理設備への切替えの操作については，切替えの操作

が想定よりも時間を要した場合においても，貯留タンクと廃ガス処理設備

との間に設置する逆止弁により，貯留タンク内の放射性物質が廃ガス処理

設備に移行することは無い。また，切替えの操作に想定よりも時間を要し
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た場合には，貯留タンク内の圧力が空気圧縮機の吐出圧に達することで，

貯留タンクへの放射性物質の導出が困難となり，廃ガス処理設備の水封部

からセルに放射性物質が導出される可能性はあるが，それらの放射性物質

は建屋換気設備の高性能粒子フィルタにより除去されることから，判断基

準を満足することに変わりはない。 
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6. 同時発生及び連鎖

6.1 同時発生 

 臨界事故に係る選定の結果として，臨界事故は内部事象を起因として発

生するものであり，複数の貯槽等で同時に臨界事故が発生することはない。 

6.2 連鎖 

 臨界事故が発生する貯槽等が有する安全機能は水素掃気に係る安全機能

であるが，水素掃気に係る安全機能を有する機器の材質は，ステンレス鋼

であり，事象，事故条件及び機器条件の不確かさを考慮しても，沸騰が生

じた場合の温度は100℃を超える程度であり，これらの安全機能を有する

機器が損傷することはない。 

 また，沸騰が生じた場合に発生する水蒸気により，貯槽等内の圧力が上

昇することも考えられるが，貯留設備への放射性物質の導出により，圧力

が過度に上昇することは無いため，貯槽等が損傷することはなく，他の重

大事故等が連鎖して発生することはない。 

 さらに，臨界事故が発生した場合，臨界事故により発生する放射線及び

放射性希ガス等からの放射線に晒されるが，水素掃気に係る安全機能を有

する機器の材質は，ステンレス鋼であり，これらの安全機能を有する機器

が損傷することはない。 

(１) 冷却機能の喪失による蒸発乾固への連鎖

臨界事故が発生する貯槽等において講じられている冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固に係る安全機能はない。 

(２) 水素爆発への連鎖
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臨界事故が発生する貯槽等において講じられている水素爆発に係る

安全機能は，安全圧縮空気系による水素掃気機能であるが，想定され

る温度，圧力，その他のパラメータ変動を考慮しても安全圧縮空気系

による水素掃気機能が喪失することはない。 

臨界事故発生時には，臨界事故に伴って生成する放射線分解水素に

より貯槽等の水素発生量が増加するが，臨界事故の有効性評価におい

て示したとおり，貯槽等内の水素濃度はドライ換算８ｖｏｌ％未満を

維持できる。 

(３) 有機溶媒等による火災または爆発への連鎖

臨界事故が発生する貯槽等において有機溶媒を取り扱うことはない

ため，有機溶媒等による火災及びＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応へ

の連鎖はない。 

(４) 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷への連鎖

臨界事故が発生する貯槽等は，使用済み燃料貯蔵槽が設置される建

屋とは異なる建屋に設置されているため，使用済燃料貯蔵槽における

燃料損傷が連鎖して発生することはない。
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7. 必要な要員及び資源

臨界事故対策に必要な要員及び燃料等については臨界事故の対処に水源

を要する対策はなく，また，電気設備以外の電源の使用は必要ないことか

ら，軽油等の燃料の消費はない。 

 臨界事故に対する拡大防止対策に必要な要員は，９名であり，これに対

し実施組織要員は 12 名であり対応可能である。 
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6. 臨界事故への対処 

 (１) 臨界事故の特徴 

核燃料物質を内包する設備（以下，6.では「貯槽等」という。）にお

いては，技術的に見て想定されるいかなる場合でも臨界を防止するため，

形状，寸法，溶液中の核燃料物質濃度等の適切な核的制限値をもって核

的制限値を超えないよう管理することで未臨界を維持するよう設計し

ている。 

核的制限値に係る管理が機能せず，核燃料物質が含まれる溶液におい

て臨界事故が発生した場合，臨界に達した直後に短時間の出力上昇を何

回か繰り返しながら核分裂反応が継続する。 

その過程において，ウラン及びプルトニウムの核分裂の連鎖反応によ

って新たに核分裂生成物が生成し，このうち放射性希ガス及び放射性よ

う素が気相中に移行する。臨界事故により生成する放射性希ガス及び放

射性よう素については，高性能粒子フィルタによる除去に期待できず，

大気中への放出量は核分裂数に比例して増加する。なお，放射性希ガス

及び放射性よう素の大部分は短半減期の核種である。 

また，核分裂により放出される熱エネルギによって溶液の温度が上昇

し，水蒸気が発生すること，及び臨界に伴う放射線による分解等により

水素が発生することで，気泡が液面に到達して飛沫が発生し，エアロゾ

ル状の放射性物質が気相に移行する。 

さらに，放射線分解により発生する水素（以下，6.では「放射線分解

水素」という。）は，臨界継続中は通常より多量であり，溶液を取り扱

う貯槽等内の水素濃度が高くなると水素爆発が発生するおそれがある。

水素爆発が発生すると，水素爆発での圧力変動による飛沫の発生により

放射性エアロゾルが気相に移行するため，臨界継続中に水素爆発が同時
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に発生すると臨界事故が単独で発生したときよりも気相に移行する放

射性物質量が増加する。 

仮に臨界事故への対処を行わないとした場合には，核分裂が継続する

ことで溶液の更なる温度上昇又は沸騰が生じる。沸騰が継続した場合，

溶液中の水分量が減少することで体系が減速不足となり，事象の進展に

伴って，新たな対処を講じずとも未臨界に移行する可能性も考えられる

が，それを考慮せず，臨界事故の核分裂数を，過去に発生した臨界事故，

溶液状の核燃料物質による臨界事故を模擬した過渡臨界実験及び国内

外の核燃料施設の安全評価で想定している臨界事故規模を踏まえ 1020ｆ

ｉｓｓｉｏｎｓとした場合には，貯槽等において溶液が乾燥・固化に至

る可能性があり，その場合，ルテニウム，セシウムその他の放射性物質

の揮発が発生する可能性が生じ，大気中への放射性物質の放出量が増大

する。 

臨界事故は，２建屋６機器２貯槽において発生を想定する。 

【補足説明資料 6-1】 
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(２) 臨界事故への対処の基本方針

臨界事故への対処として，再処理施設の位置，構造及び設備の基準に

関する規則の第二十八条及び第三十四条に規定される要求を満足する

臨界事故の拡大防止対策を整備する。 

臨界事故が発生した場合には，(１)臨界事故の特徴に記載したとおり，

直ちに放射性希ガス及び放射性よう素が気相に移行する。また，溶液の

沸騰及び放射線分解による水素の発生により，飛沫が生成することで放

射性物質の気相への移行量が増加する。臨界が継続した場合には貯槽等

において溶液が乾燥・固化に至る可能性があり，さらに，水素濃度が上

昇することによる水素爆発への進展により，放出量が増加する可能性が

ある。 

以上を考慮し，臨界事故の拡大防止対策として，可溶性中性子吸収材

を自動供給し未臨界を維持するための対策，臨界事故により発生する放

射線分解水素を掃気するための対策及び放射性物質を貯留するための

対策を整備する。 

臨界事故の発生を想定する貯槽等を第６－１表に，各対策の概要図を

第６－１図及び第６－２図に示す。また，各対策の基本方針の詳細を以

下に示す。 

ａ．臨界事故の拡大防止対策 

臨界事故が発生した場合には，臨界事故の発生を検知し，臨界事故が

発生している貯槽等に，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系を用いて

自動的に可溶性中性子吸収材を供給することで，未臨界に移行させると

ともに未臨界を維持する。臨界事故が発生した貯槽等への更なる核燃料

物質の供給を防止するため，固体状又は液体状の核燃料物質の移送を停
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止する。 

さらに，上記対策とは別に，可搬型可溶性中性子吸収材供給器を用い

て手動による可溶性中性子吸収材の供給対策に移行する。 

【補足説明資料 6-2】 

   臨界事故が発生した貯槽等に一般圧縮空気系から空気を供給し，放射

線分解水素を掃気することにより，機器の気相部における水素濃度がド

ライ換算８ｖｏｌ％に至ることを防止する。 

また，臨界事故の発生を検知した場合には，直ちに自動的に臨界事故

が発生した貯槽等に接続されるせん断処理・溶解廃ガス処理設備又は精

製建屋塔槽類廃ガス処理設備塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）（以

下，6.では「廃ガス処理設備」という。）の経路を遮断すると共に，臨

界事故が発生した貯槽等から，臨界事故により発生する放射性物質を貯

留する貯槽（以下，「貯留タンク」という。）への経路を確立し，空気

圧縮機を用いて貯留タンクに放射性物質を含む気体を導出する。 

貯留タンクへの放射性物質を含む気体の導出完了後，貯槽等内に残留

している放射性物質を，高い除染能力を有する通常時の廃ガス処理設備

から主排気筒を介して放出する。その場合でも貯留タンク前に設けられ

た逆止弁により，貯留タンク内の放射性物質が逆流することはない。 

その後，貯留タンクの隔離弁を閉止し，空気圧縮機を停止する。  

  

24



6-5

6.1 臨界事故の拡大防止対策 

6.1.1 臨界事故の拡大防止対策の具体的内容 

6.1.1.1 可溶性中性子吸収材の自動供給 

 臨界事故の発生を想定する貯槽等を収納したセル周辺の線量率の上昇を

臨界検知用放射線検出器により検知し，論理回路により，臨界事故が発生

したと判定する。臨界事故の発生を検知した場合，重大事故時可溶性中性

子吸収材供給系により直ちに自動で臨界事故が発生している貯槽等に，可

溶性中性子吸収材を重力流で供給する。可溶性中性子吸収材は，臨界事故

の発生を検知した時点を起点として 10 分以内に，未臨界に移行するため

に必要な量を供給する。 

 また，中央制御室における緊急停止操作によって速やかに固体状又は液

体状の核燃料物質の移送を停止する。 

 第６－１表に示す貯槽等への対策の概要を以下に示す。また，対策の系

統概要図を第 6.1.1－１図及び第 6.1.1－２図に，対策の手順の概要を第

6.1.1－３図及び第 6.1.1－４図に，対策における手順及び設備の関係を第

6.1.1－１表及び第 6.1.1－２表に，必要な要員及び作業項目を第 6.1.1－

５図及び第 6.1.1－６図に示す。 

(１) 臨界事故の発生の検知

異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台以上の臨界検知用

放射線検出器が臨界に伴って放出されるガンマ線の線量率の上昇を同

時に検知し，論理回路により，臨界事故の発生を想定する機器において、

臨界事故が発生したと判定する。 

(２) 可溶性中性子吸収材の供給
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臨界検知用放射線検出器により臨界事故の発生検知後，重大事故時可

溶性中性子吸収材供給系により直ちに自動で臨界事故が発生した貯槽

等に可溶性中性子吸収材を重力流で供給する。 

 

 (３) 緊急停止操作 

中央制御室からの操作により，緊急停止系を作動させ，使用済燃料の

せん断又は溶液の移送を停止する。 

 

 (４) 未臨界確保の判断 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系による可溶性中性子吸収材の

供給後，放射線計測設備として配備するガンマ線用サーベイ メータ及

び中性子線用サーベイ メータにより臨界事故が発生した貯槽等を収納

したセル周辺の線量当量率を計測し，臨界事故が発生した貯槽等の未臨

界確保を判断する。 

未臨界確保の判断には，臨界事故によって生成する核分裂生成物から

のガンマ線の影響を考慮し，中性子線の線量当量率の計測結果を主とし

て用いる。 

 

6.1.1.2 臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 

  核分裂に起因する水の放射線分解により，水素が発生し，機器内におい

て水素濃度がドライ換算８ｖｏｌ％に至ることを防止するため，一般圧縮

空気系から可搬型建屋内ホースを用いて臨界事故が発生した貯槽等に空

気を供給し，臨界事故に伴う放射線分解により発生した水素を掃気する。 

  第６－１表に示す機器への対策の概要を以下に示す。また，各建屋の対

策の系統概要図を第6.1.1－７図及び第6.1.1－８図に，対策の手順の概要
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を第6.1.1－３図及び第6.1.1－４図に，各建屋の対策における手順及び設

備の関係を第6.1.1－３表及び第6.1.1－４表に，必要な要員及び作業項目

を第6.1.1－９図及び第6.1.1－10図に示す。 

(１) 一般圧縮空気系からの空気の供給

臨界検知用放射線検出器による臨界事故の発生の検知後，臨界事故が

発生した貯槽等に接続する配管と一般圧縮空気系を，可搬型建屋内ホー

スを用いて接続し，臨界事故が発生した貯槽等に空気を供給する。

供給においては，可搬型貯槽掃気用圧縮空気流量計の指示値により，

臨界事故が発生した機器に所定の流量で空気が供給されていることを

確認する。 
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6.1.1.3 貯留設備による放射性物質の貯留 

臨界検知用放射線検出器により臨界事故の発生を検知した場合，貯留タ

ンクに放射性物質を導出するため，貯留設備の隔離弁を自動開放するとと

もに貯留設備の空気圧縮機を自動で起動し貯留タンクに放射性物質を導

く。同時に，廃ガス処理設備の流路を遮断するため，隔離弁を閉止する。

精製建屋にあっては隔離弁の閉止に加え，排風機を自動で停止する。 

 第６－１表に示す機器への対策の概要を以下に示す。また，各建屋の対

策の系統概要図を第6.1.1－11図及び第6.1.1－12図に，対策の手順の概要

を第6.1.1－３図及び第6.1.1－４図に，各建屋の対策における手順及び設

備の関係を第6.1.1－５表及び第6.1.1－６表に，必要な要員及び作業項目

を第6.1.1－13図及び第6.1.1－14図に示す。 

(１) 貯留タンクへの導出

臨界検知用放射線検出器による臨界事故の発生の検知後，臨界事故が

発生した貯槽等が接続される廃ガス処理設備の流路を自動的に遮断す

るとともに，貯留タンクへの経路を確立し，臨界事故で発生する放射性

物質を貯留タンクに導く。 

(２) 貯留タンクへの導出完了判断

貯留タンクへの放射性物質の導出開始後，貯留タンク内の圧力の上昇，

貯留タンク入口の放射線モニタの指示値の上昇及び流量計の指示値の

上昇により，放射性物質を含む気体の導出が開始されたことを確認する。

また，併せて主排気筒の排気筒モニタの指示値が上昇しないことをもっ

て，放射性物質を含む気体が貯留タンクに確実に導かれていることを確

認する。 
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可溶性中性子吸収材の自動供給により，臨界事故が発生した貯槽等が

未臨界に移行したことを，臨界事故が発生した貯槽等の周辺の線量当量

率の低下を確認したうえで，貯留タンク内の圧力が規定の圧力（0.7Ｍ

Ｐａ）に達した場合に，導出の完了と判断する。 

(３) 廃ガス処理設備による換気再開

貯留タンクへの放射性物質の導出完了後，中央制御室において臨界事

故が発生した貯槽等が接続される廃ガス処理設備の弁の開操作を行い，

排風機を再起動して，高い除染能力が期待できる平常運転時の放出経路

に復旧し，機器内に残留している放射性物質を管理された状態において

主排気筒を介して放出する。また，貯留タンクの入口には逆止弁が設け

られており，廃ガス処理設備の排風機を起動した場合でも貯留タンク内

の放射性物質は廃ガス処理設備に逆流しない。 

廃ガス処理設備の再起動後，貯留タンクの隔離弁を閉止し，空気圧縮

機を停止する。 
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6.1.2 臨界事故の拡大防止対策の有効性評価 

6.1.2.1 有効性評価 

(１) 代表事例

臨界事故の発生の想定の前提となる設計上定める条件より厳しい条

件は，重大事故の想定箇所の特定で示したとおり「動的機器の多重故障」

または「運転員等の多重誤操作」である。 

臨界事故の発生を想定する貯槽等においては，複数の起因事象により

臨界事故が発生することはなく，また，ひとつの起因事象により複数の

貯槽等で同時に臨界事故が発生することも無い。 

そのため，有効性評価の各項目において最も厳しい結果を与える貯槽

等を代表として選定する。 

(２) 代表事例の選定理由

臨界事故の発生原因をフォールトツリー分析により明らかにする。臨

界事故の発生を頂上事象とした場合のフォールトツリーを第 6.1.2－１

図に示す。 

臨界事故の拡大防止対策は，臨界事故の発生を想定する貯槽等によら

ず，同一である。 

また，臨界事故への対処時の環境条件についても，臨界事故の起因が

内部事象であり，地震等の発生時に想定されるような，溢水，化学薬品

漏えい及び内部火災による影響を受けることはない。 

そのため，有効性評価の各項目において最も厳しい結果を与える貯槽

等を代表として選定することとし，具体的には以下のとおりとする。 

ａ．可溶性中性子吸収材の自動供給 

未臨界に移行するために必要な可溶性中性子吸収材の量を最も多く要
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する機器である前処理建屋のエンド ピース酸洗浄槽を代表とする。 

ｂ．臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 

臨界事故が発生した場合に貯槽等内の気相部における水素濃度が最も

高くなる機器である前処理建屋のエンド ピース酸洗浄槽を代表とする。 

ｃ．貯留設備による放射性物質の貯留 

放射性物質の放出量の確認においては，プルトニウムの濃度が最も高

く，気相部の容積が大きいため貯槽に残留する割合が大きくなり，放出

量に対する影響が大きくなる貯槽である精製建屋の第７一時貯留処理

槽を代表とする。 

(３) 臨界事故の起因事象

溶解槽における臨界事故は，臨界事故の起因となる異常の発生防止に

係る安全機能及び臨界事故の起因となる異常の進展防止に係る安全機

能が喪失することで，溶解槽に供給する硝酸濃度の異常な低下等が発生

し，それを起因として，溶解槽における臨界事故が発生することを想定

する。さらに，設計基準において設置する可溶性中性子吸収材緊急供給

回路の機能喪失により臨界事故が発生したことを検知できず，又は可溶

性中性子吸収材緊急供給系の機能喪失により溶解槽へ可溶性中性子吸

収材が供給されずに臨界事故が継続することを想定する。 

エンド ピース酸洗浄槽における臨界事故では，臨界事故の起因とな

る異常の発生防止に係る安全機能及び臨界事故の起因となる異常の進

展防止に係る安全機能が喪失することで，せん断処理施設のせん断処理

設備のせん断機から過剰に核燃料物質が移行し，それを起因として臨界
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事故が発生することを想定する。 

ハル洗浄槽における臨界事故では，臨界事故の起因となる異常の発生

防止に係る安全機能及び臨界事故の起因となる異常の進展防止に係る

安全機能が喪失することで，溶解槽における使用済燃料の溶解条件が悪

化することで，未溶解の燃料がハル洗浄槽に移行し，それを起因として

臨界事故が発生することを想定する。 

以下，溶解槽，エンド ピース酸洗浄槽及びハル洗浄槽を，総称して

「溶解槽等」という。 

精製建屋の第５一時貯留処理槽及び第７一時貯留処理槽（以下，「第

５一時貯留処理槽等」という。）における臨界事故は，プルトニウム濃

度の確認等における人為的な過失の重畳により，未臨界濃度を超えるプ

ルトニウムを含む溶液が移送されたことを起因として，臨界事故が発生

することを想定する。 

 

 (４) 安全機能の喪失に対する仮定 

臨界事故の発生を想定する機器の安全機能は，前述した機能に加え,

臨界事故により発生する水蒸気によって高性能粒子フィルタの除染係数

が低下していることを想定するが,それ以外の喪失は想定しない。詳細を

第6.1.2－１表に示す。 

 

 (５) 有効性評価の考え方 

可溶性中性子吸収材の自動供給に係る有効性評価は，臨界事故を想定

した設備状態に可溶性中性子吸収材を供給した場合の実効増倍率を，三

次元の体系を取り扱うことができ，評価済みの核データライブラリを用

いたモンテカルロ法による中性子実効増倍率の計算が可能であり，多数
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のベンチマークにより検証されたＪＡＣＳコード システムにより評価

し，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系からの可溶性中性子吸収材の

供給により未臨界に移行し，及び未臨界を維持できることを確認する。

ＪＡＣＳコードシステムで用いる核データライブラリは，ＥＮＤＦ／Ｂ

－Ⅳである。なお，非均質体系の臨界計算においては実効増倍率の計算

に先立って体系の均質化を行う。 

【補足説明資料 6-10】 

実効増倍率の計算においては，臨界事故が発生した貯槽等内の核燃料

物質量，核燃料物質濃度，形状，減速条件等が重要なパラメータとなる

ことから，それらのパラメータを，想定される最も厳しい条件となるよ

う設定し，中性子吸収材が供給された機器の実効増倍率を計算する。 

臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気に係る有効性評価は, 

臨界事故における核分裂数，臨界事故時の水素発生に係るＧ値及び機器

に供給する空気量を用いて，簡便な計算に基づき，臨界事故が発生した

貯槽等内の水素濃度を評価する。臨界事故により発生する放射線分解水

素の掃気の有効性評価においては，解析コードは用いない。 

貯留設備による放射性物質の貯留に係る有効性評価は,可溶性中性子

吸収材の自動供給により未臨界へ移行し，また，貯留タンクへの放射性

物質の導出が完了し，貯留タンクにおいて放射性物質を貯留している状

況下において，臨界事故が発生した貯槽等内に残留している放射性物質

が，廃ガス処理設備による換気の再開に伴って大気中に放出されること

を想定し，放射性物質量，事故時の放射性物質の移行率，高性能粒子フ

ィルタ及び放出経路構造物による除染係数並びに貯留設備による放射

性物質の貯留の効果により期待される放出低減効果を考慮して大気中

への放射性物質の放出量（以下，「セシウム－137 換算放出量」という。）
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を評価する。貯留設備による放射性物質の貯留の有効性評価においては，

解析コードは用いない。 

 (６) 機器の条件 

臨界事故の拡大防止対策に使用する機器を第 6.1.2－２表に示す。ま

た，主要な機器の機器条件を以下に示す。 

 ａ．臨界事故が発生した貯槽等内に存在する核燃料物質の状態 

可溶性中性子吸収材の自動供給に係る有効性評価においては，臨界事

故が発生した貯槽等における溶液中の核燃料物質量，溶液の液量，核種

及び減速条件は，臨界事故が想定される施設の運転状態により変動し得

るが，それらの変動を包含できるよう評価結果が最も厳しくなるよう条

件を設定する。 

以下に，代表としたエンド ピース酸洗浄槽の場合を示すとともに，

その他の貯槽等の主要な評価条件を第 6.1.2－３表に示す。 

  (ａ) エンド ピース酸洗浄槽 

  ⅰ．再処理施設で取り扱う燃料条件を包含する条件として初期濃縮度

5.0ｗｔ％及び燃焼度０ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒとする。 

  ⅱ．エンド ピース酸洗浄槽へ装荷する燃料せん断片の質量を包含する条

件として燃料せん断片装荷量を約 550ｋｇ・ＵＯ２とする。 

  ⅲ．溶液中の硝酸による中性子吸収効果が小さくなる条件として洗浄液

中の酸濃度を０Ｎとする。 

  ⅳ．供給する可溶性中性子吸収材は硝酸ガドリニウムとし，１Ｌあたり

ガドリニウム 150ｇを含む溶液 28Ｌを供給するものとする。これによ

り，エンド ピース酸洗浄槽内のガドリニウム量は 4,200ｇ・Ｇｄとな

る。 
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 ｂ．重大事故時可溶性中性子吸収材供給系 

   重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，約 150ｇ・Ｇｄ／Ｌの硝酸

ガドリニウム溶液を貯留し，臨界事故が発生した貯槽等へ自動で中性子

吸収材を供給する。 

   重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，臨界事故の発生を想定する

機器に対して，以下の量の可溶性中性子吸収材を供給できるものとする。 

   前処理建屋 溶解槽    2,100ｇ・Ｇｄ 

   前処理建屋 エンド ピース酸洗浄槽 4,200ｇ・Ｇｄ 

前処理建屋 ハル洗浄槽   3,000ｇ・Ｇｄ 

精製建屋 第５一時貯留処理槽  150ｇ・Ｇｄ 

精製建屋 第７一時貯留処理槽  2,400ｇ・Ｇｄ 

   重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，臨界検知用放射線検出器に

よる臨界の発生検知を起点として，10 分で必要な中性子吸収材を供給で

きるものとする。 

 

 ｃ．緊急停止系 

   緊急停止系は，中央制御室に設置した緊急停止操作スイッチを操作す

ることで,速やかに工程を停止できるものとする。 

 

 ｄ．臨界事故が発生した貯槽等の気相部体積等 

   臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気に係る有効性評価にお

いては，水素の発生量，気相部体積及び水素掃気空気の流量を用いる。 

   機器の気相部体積は，機器の全容量から，臨界事故の発生が想定され

る条件において，機器に貯留されている溶液量を差し引いて算出し，さ

らに，機器に他の機器が接続されている等により気相部を考慮できる場
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合には考慮する。 

   算出条件である全核分裂数，溶液量，崩壊熱密度，気相部体積，Ｇ値

及びＧ値の決定に必要な硝酸イオン濃度を第 6.1.2－４表から第 6.1.2

－６表に示す。【補足説明資料 6-8】 

   以下に，代表とした前処理建屋のエンド ピース酸洗浄槽を示す。 

  (ａ) 全核分裂数は，過去に発生した臨界事故の規模を踏まえ，臨界状態

を継続させた場合の全核分裂数を 1×1020ｆｉｓｓｉｏｎｓと設定し

た上で，臨界事故発生初期に生じる急激な核分裂反応の核分裂数 1018

ｆｉｓｓｉｏｎｓ及び核分裂が継続的に発生する期間における核分裂

率１×1015ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓに可溶性中性子吸収材の自動供給の完

了時間を考慮して計算した核分裂数の合計とし，全核分裂数を 1.6×1018

ｆｉｓｓｉｏｎｓとする。 

  (ｂ) エンド ピース酸洗浄槽の溶液量は，平常運転時の溶液量とし，2.1

ｍ３とする。 

  (ｃ) エンド ピース酸洗浄槽に保有する溶液の崩壊熱密度は，エンド ピ

ース酸洗浄槽に多量の燃料せん断片が装荷され，その一部分が溶解反

応により溶解しているとして，溶解槽に保有する溶解液の崩壊熱密度

として 1,500Ｗ／ｍ３を用いる。 

  (ｄ) エンド ピース酸洗浄槽の気相部体積は，機器内及び接続される機

器の体積とし，３ｍ３とする。 

  (ｅ) 臨界事故時の水素発生Ｇ値は，臨界事故の体系における水素発生Ｇ

値として報告されている数値のうち，最も大きい数値である 1.8 とす

る。 

  (ｆ) エンド ピース酸洗浄槽に保有する溶液の硝酸濃度及び溶液由来の

放射線分解水素にかかるＧ値は，臨界事故が発生している状況下にお
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いて想定されるエンド ピース酸洗浄槽内の硝酸濃度が３ｍｏｌ／Ｌ

であることを踏まえ，Ｇ値はα線にあっては 0.11，β 線にあっては

0.042 とする。 

  (ｇ) 水素掃気の流量については，平常運転時にエンド ピース酸洗浄槽

に供給されている一般圧縮空気系の計測制御用の圧縮空気による水素

掃気は事故後も継続されるとして，0.2ｍ３／ｈとする。 

 

ｅ．一般圧縮空気供給設備 

   一般圧縮空気供給設備は，供給圧力約 0.69ＭＰａで圧縮空気を供給

する能力を有するものとし，具体的には，臨界事故の発生を想定する機

器に対して，約６ｍ３／ｈで空気を供給できるものとする。 

  

ｆ．貯留設備 

   貯留設備は，臨界検知用放射線検出器によって臨界事故の発生が検知

された場合に，直ちに廃ガス処理設備から貯留タンクへの経路確立及び

放射性物質の貯留が自動で実施され，臨界事故により発生する放射性物

質を含む気体が貯留タンクに導出され，貯留完了後に貯留タンクへの経

路から通常時の廃ガス処理設備に系統を切り替えられるものとする。 

貯留設備の貯留タンクは，臨界事故の検知を起点として１時間にわた

って放射性物質を含む気体を貯留できる容量として約 11ｍ３を有するも

のとする。 

 

 ｇ．電源設備 

   電源設備は，１系列あたり精製建屋で最小約 120ｋＶＡの余裕を有し，

前処理建屋及び精製建屋の臨界事故への対処で 1 系列を用いる。 
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有効性評価においては，臨界事故への対処に用いる設備が必要な電力

を供給できる設計としていることから，以下に示す必要な電力を供給で

きるものとする。 

前処理建屋の臨界事故に対処するための設備 約 25ｋＶＡ 

精製建屋の臨界事故に対処するための設備 約 50ｋＶＡ 

(７) 操作条件

可溶性中性子吸収材の自動供給において操作を要するものは，緊急停

止系による核燃料物質の移送停止操作と，可溶性中性子吸収材供給後に

実施する，セル周辺の線量当量率の計測による未臨界確保の判断である。 

緊急停止系による核燃料物質の移送停止操作は，臨界事故の検知から

１分で操作を完了できるものとする。 

未臨界確保の判断は臨界事故の検知から 20 分後に開始し，45 分後ま

でに完了するものとする。 

臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気において操作を要す

るものは，現場で実施する一般圧縮空気系からの水素掃気用空気の供給

である。 

本操作は，臨界事故の検知から 20 分後に準備作業を開始し，40 分後

には水素掃気用空気の供給を開始できるものとし，事態の収束まで継続

できるものとする。 

貯留設備による放射性物質の貯留に要する操作は，臨界事故により発

生する放射性物質を貯留タンクへ導出した後に，臨界事故が発生した貯

槽等からの排気経路を，貯留設備から平常運転時の廃ガス処理設備に切

り替える操作である。 

本操作は，中央制御室から行う操作で，貯留タンクへの放射性物質を
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含む気体の導出完了から，廃ガス処理設備の排風機の再起動完了まで８

分で完了するものとする。 

これらの対策の準備及び実施時に想定される作業環境を考慮した必

要な作業と所要時間を，第6.1.1－５図から第6.1.1－６図，第6.1.1－

９図から第6.1.1－10図及び第6.1.1－13図から第6.1.1－14図に示す。 

【補足説明資料 6-7】 

 (８) 放出量評価の条件 

臨界事故において気相中に移行した放射性物質は，貯槽等に供給され

る空気及び臨界事故に伴う溶液の沸騰で発生した水蒸気により貯留タ

ンクに導かれ，貯留タンクで貯留されるため，貯留タンク内の圧力が規

定の圧力である0.7ＭＰａに達するまでの期間においては大気中への放

射性物質の放出は生じない。 

貯留タンクへの放射性物質の導出が完了し，廃ガス処理設備からの排

気経路の切替え以降は，貯槽等の気相部に残留している放射性物質が廃

ガス処理設備において除去されたうえで外部に放出される。 

有効性評価における大気中への放射性物質の放出量は，臨界事故が発

生した貯槽等が保有する放射性物質量に対して，臨界事故の影響を受け

る割合，溶液の沸騰に伴い気相中に移行する放射性物質の割合，大気中

への放出経路における低減割合を乗じて算出する。 

また，評価した大気中への放射性物質の放出量に，セシウム－137へ

の換算係数を乗じて，大気中へ放出された放射性物質の放出量（セシウ

ム－137換算）を算出する。 

セシウム－137への換算係数は，ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤＯＣ－1162に示

される，地表沈着した放射性物質からのガンマ線による外部被ばく及び

再浮遊した放射性物質の吸入摂取による内部被ばくに係る実効線量へ
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の換算係数を用いて，セシウム－137と着目核種との比から算出する。

ただし，プルトニウム等一部の核種は，化学形態による影響の違いを補

正する係数を乗じて算出する。 

大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）については，

長期的な放射線被ばく影響を評価する観点から，溶液の蒸発に伴って大

気中へ放出される放射性物質（エアロゾル）を対象とし，地表沈着の考

えられない放射性希ガス及び大気中への放出量の大部分が半減期の短

い放射性よう素については，評価の対象としない。 

【補足説明資料 6-4】 

   以下に，代表とした精製建屋の第７一時貯留処理槽のパラメータを示

す。臨界事故が発生した貯槽等内に存在する放射性物質の状態等の主要

な評価条件を第 6.1.2－７表に示す。 

 ａ．臨界事故が発生した貯槽等が保有する放射性物質量 

   臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）評

価における，臨界事故が発生した貯槽等が保有する放射性物質量は，臨

界事故の発生を想定する機器が内包する溶液中の放射性物質量を設定

する。なお，臨界事故により発生し，溶液中に残存した臨界事故の核分

裂による核分裂生成物については微小であることから無視できる。 

使用済燃料の燃焼条件，溶液の液量，核種及び放射性物質量は，運転

状態により変動し得るが，評価結果が最も厳しくなるよう臨界事故の発

生を想定する機器が内包する溶液中の放射性物質の濃度を，１日当たり

処理する使用済燃料の平均燃焼度45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ，冷却期間15

年を基に算出した第７一時貯留処理槽への移送元の機器の平常運転時

の最大値とする。 
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 ｂ．臨界事故により影響を受ける割合 

   臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）

評価における臨界事故の影響を受ける割合は，放射性物質の気相中への

移行率の設定を踏まえ，ルテニウムについては１とし，その他について

は，機器が保有する溶液量に対する蒸発する溶液量の割合とする。 

   核分裂で発生する熱エネルギにより蒸発する溶液の量の算出に用いる

全核分裂数は，過去に発生した臨界事故から設定した臨界事故発生初期

に生じる急激な核分裂反応の核分裂数 1018ｆｉｓｓｉｏｎｓ及び核分裂

が継続的に発生する期間における核分裂率１×1015ｆｉｓｓｉｏｎｓ／

ｓに可溶性中性子吸収材の自動供給の完了時間を考慮して計算した核分裂

数の合計とし，全核分裂数を 1.6×1018ｆｉｓｓｉｏｎｓとする。また，

臨界事故発生時点で既に溶液が沸騰状態にあるものとし，核分裂で発生

する熱エネルギは，全て溶液の蒸発に使用されるものとする。 

【補足説明資料 6-5】 

 

 ｃ．核分裂の熱エネルギによる沸騰等により放射性物質が機器の気相に移

行する割合 

   臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）

評価における移行率は，設計基準事故のうち，溶解槽における臨界と同

じ値とし，以下のとおりとする。 

ルテニウム 溶液中の保有量及び臨界に伴う生成量の0.1％ 

その他  全核分裂数のエネルギによる蒸発量に相当する溶液体積中

の保有量の0.05％ 

 

 ｄ．大気中への放出経路における低減割合 
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   臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）評

価における大気中への放出経路における低減割合は以下のとおりとす

る。 

   貯留タンクでの滞留が完了した後に，廃ガス処理設備を起動すること

で，機器内の気相中に残留している放射性物質は，精製建屋塔槽類廃ガ

ス処理系（プルトニウム系）から主排気筒を経由して大気中に放出され

る。 

   精製建屋塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の高性能粒子フィル

タは２段で，１段当たりの放射性エアロゾルの除染係数は10３以上であ

るが，蒸気雰囲気が除染係数を低下させる傾向を有することを考慮して，

高性能粒子フィルタの放射性エアロゾルの除染係数は，蒸気による劣化

を考慮した高性能粒子フィルタの除染係数（１段あたり10２）とし，２

段として10４とする。 

   放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除染係数は10とす

る。 

   機器内に残留する放射性物質の割合は，臨界事故発生時点において溶

液が沸騰状態にあり，臨界事故のエネルギにより水蒸気が発生し，この

水蒸気によって機器外に放射性物質が移動する効果及び水素掃気用空

気等の供給により機器外に放射性物質が移動する効果を考慮して求め

た割合である25％とする。 

【補足説明資料 6-4】 

 

 ｅ．肺に吸収され得るような浮遊性の微粒子状の放射性物質の割合 

   肺に吸収され得るような浮遊性の微粒子状の放射性物質の割合は１と

する。 
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(９) 判断基準

臨界事故の拡大防止対策の有効性評価の判断基準は以下のとおりとす

る。 

ａ．可溶性中性子吸収材の自動供給 

可溶性中性子吸収材の自動供給により速やかに未臨界に移行し，及び

未臨界を維持できること。具体的には，重大事故時可溶性中性子吸収材

供給系から供給した可溶性中性子吸収材により臨界事故の発生を想定

する機器の実効増倍率が 0.95 以下になること。 

ｂ．臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 

 臨界事故が発生した貯槽等内の水素濃度が，水素爆発未然防止濃度

（ドライ換算８ｖｏｌ％）未満に維持できること。 

ｃ．貯留設備による放射性物質の貯留 

未臨界に移行し，貯留タンクでの貯留が完了したうえで，廃ガス処理

設備を起動して通常時の放出経路に復旧した状況下での大気中へ放出

される放射性物質の放出量がセシウム－137 換算で 100ＴＢｑを下回る

ものであって，かつ，実行可能な限り低いこと。 
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6.1.2.2 有効性評価の結果 

 (１) 有効性評価の結果 

 ａ．可溶性中性子吸収材の自動供給 

可溶性中性子吸収材の自動供給により，臨界事故の発生を想定する機

器において，速やかに未臨界に移行し，及び未臨界を維持できる。 

具体的な評価結果を第 6.1.2－８表に示す。 

評価結果のうち，未臨界に移行するために最も多くの中性子吸収材を

必要とするエンド ピース酸洗浄槽においては，重大事故時可溶性中性

子吸収材供給系からエンド ピース酸洗浄槽に，解析条件で設定した

4,200ｇ・Ｇｄのガドリニウムを供給した場合の実効増倍率（keff+3σ）

は 0.941 であり，判定基準である実効増倍率 0.95 を下回る。また，重

大事故時可溶性中性子吸収材供給系による中性子吸収材の供給及び緊

急停止系による核燃料物質の移送の停止は，臨界事故の検知を起点とし

て 10 分以内に実施できることから，エンド ピース酸洗浄槽を速やかに

未臨界に移行し，及び未臨界を維持できる。 

【補足説明資料 6-3】 

 

 ｂ．臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気 

   臨界事故が発生した場合の機器内の水素濃度は，臨界事故による放射

線分解水素の発生を考慮した場合でも，水素爆発未然防止濃度（ドライ

換算８ｖｏｌ％）未満に維持できる。また，臨界事故により発生する放

射線分解水素の掃気により，速やかに可燃限界濃度（ドライ換算４ｖｏ

ｌ％）を下回ることができる。 

具体的な評価結果を第 6.1.2－９表に示す。また，一般圧縮空気供給

設備からの空気を供給した場合の機器内の気相部の水素濃度の変化を
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第 6.1.2－２図から第 6.1.2－６図に示す。 

評価結果のうち，水素濃度の最大値が最も大きくなるエンド ピース

酸洗浄槽においては，臨界事故後の機器内の水素濃度の最大値は約７％

であり，水素爆発未然防止濃度未満である。 

また，臨界事故の検知を起点として約 40 分後から，一般圧縮空気供

給設備から空気を６ｍ３／ｈ供給することで，臨界事故の検知を起点と

して１時間以内に機器内の水素濃度を４％未満にできる。 

さらに，溶液由来の放射線分解水素の水素濃度平衡値は，想定される

最も厳しい条件においても４％未満であることから，一般圧縮空気供給

設備からの空気の供給により機器内の水素濃度を可燃限界濃度（ドライ

換算４ｖｏｌ％）未満にした後に一般圧縮空気供給設備からの空気の供

給を停止した場合においても，機器内の水素濃度が可燃限界濃度（ドラ

イ換算４ｖｏｌ％）に達することはない。 

 

 ｃ．貯留設備による放射性物質の貯留 

  貯留設備による放射性物質の貯留後に，臨界事故の収束となる，廃ガ

ス処理設備の起動によって，貯槽内の気相部に残存している可能性のあ

る放射性物質が放出された場合の放出量（セシウム－137 換算）は，100

ＴＢｑを十分に下回る。 

具体的な評価結果を第 6.1.2－10 表から第 6.1.2－19 表に示す。評価

結果のうち，大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）が

最も大きくなる機器である第７一時貯留処理槽においては約８×10－７

ＴＢｑとなる。 

また，臨界事故で発生した放射性物質については，貯留設備により，

可能な限り外部に放出されないよう措置することから，大気中への放射
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性物質の放出量は，実行可能な限り低くなっている。 

放射性物質が大気中に放出されるまでの過程を第 6.1.2－７図から第

6.1.2－11 図に示す。 

 

 (２) 不確かさの影響評価 

 ａ．解析コードの不確かさの影響 

   解析コードによる未臨界の判定においては，計算結果の誤差を考慮し

た判定基準である実効増倍率 0.95 を採用していることから，評価結果

において不確かさが考慮されている。このため，体系の実効増倍率を

0.95 以下にするために必要な可溶性中性子吸収材が供給された体系は

十分に未臨界な状態であり，解析コードの不確かさが未臨界に移行した

ことの判断に与える影響はない。 

   また，実効増倍率を起点としている操作はないことから解析コードに

おける特有の傾向が運転員等の操作に直に与える影響はない。 

 

 ｂ．事象，事故条件及び機器条件の不確かさの影響 

 (ａ) 可溶性中性子吸収材の自動供給 

解析条件として用いた核燃料物質の同位体組成や質量等の条件には，

臨界事故の発生が想定される下限量を設定するのではなく，臨界事故の

発生が想定される条件において想定可能な限り厳しい条件を採用して

いるため，可溶性中性子吸収材の量が不足することはない。また，実際

には臨界事故の発生を検知してから約１分で緊急停止系を操作するこ

とにより当該工程の運転を停止し，当該貯槽等への新たな核燃料物質の

供給が絶たれることで，より少ない量の可溶性中性子吸収材量でも未臨

界に移行できる。 
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沸騰が継続することにより水と核燃料物質の減速比が変化した場合

においても可溶性中性子吸収材の供給により実効増倍率が 0.95 を下回

ることを解析により確認しているため，未臨界への移行について，判断

基準を満足することに変わりはない。 

 

 (ｂ) 貯留設備による放射性物質の貯留【補足説明資料 6-6】 

貯留設備による放射性物質の貯留の評価に用いるパラメータは，不確

かさを有するため，大気中への放射性物質の放出量に影響を与える。不

確かさを考慮した各パラメータの幅を以下に示す。 

  ⅰ．臨界事故が発生した貯槽等が保有する放射性物質量 

再処理する使用済燃料の燃焼条件の変動幅を考慮すると，放射性物

質量の最大値は，１桁未満の下振れを有する。また，再処理する使用

済燃料の冷却年数によっては，減衰による放射性物質量のさらなる低

減効果を見込める可能性がある。 

  ⅱ．臨界事故の影響を受ける割合 

臨界事故の影響を受ける割合は，全核分裂数に依存するため，可溶

性中性子吸収材の自動供給が想定よりも短い時間で完了できた場合に

は，その割合は小さくなる。 

可溶性中性子吸収材の自動供給において，重大事故時可溶性中性子

吸収材供給系から，未臨界への移行に必要な量の可溶性中性子吸収材

が供給されるまでの時間については一律10分と設定しているが，実際

の設備構成を踏まえた場合，その時間は，５分以下と見積もられる。

この効果は，臨界事故が発生した貯槽等までの配管長等に依存するが，

条件によっては１桁未満の下振れを見込める可能性がある。 

また，臨界事故の挙動の不確かさの影響により，臨界事故時の全核
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分裂数が想定している全核分裂数よりも小さい場合，臨界事故の影響

を受ける割合は小さくなる可能性がある。この効果は，臨界事故発生

時の条件に依存するが，条件によっては１桁程度の下振れを見込める

可能性がある。 

また，臨界事故発生時において，溶液が既に沸騰状態にあるものと

し，核分裂により発生する熱エネルギは，全て溶液の蒸発に使用され

るとしているが，現実的には，溶液が沸騰するまでに核分裂により発

生する熱エネルギが溶液の温度上昇及び機器温度の上昇で消費される。

この効果は，臨界事故発生時の条件に依存するが，条件によっては１

桁程度の下振れを見込める可能性がある。 

また，臨界事故時の全核分裂数が想定している全核分裂数よりも大

きい場合として，全核分裂数を，有効性評価で基準としている核分裂

数の約２倍とした場合においては，条件によっては１桁未満の上振れ

を有する可能性がある。 

ⅲ．核分裂の熱エネルギによる沸騰等により放射性物質が機器の気相に

移行する割合 

核分裂の熱エネルギによる沸騰等により放射性物質が気相中へ移行

する割合は，設計基準事故のうち，溶解槽における臨界と同様とし，核

分裂の熱エネルギによる沸騰等により放射性物質が機器の気相に移行

する割合が有する不確かさの幅の設定は行わない。 

ⅳ．大気中への放出経路における低減割合 

高性能粒子フィルタの除染係数の設定においては，蒸気雰囲気が除

染係数を低下させる傾向を有することを考慮して設定しているが，廃

ガス処理設備中の凝縮器により蒸気は凝縮されることで，蒸気による

除染係数の低下が生じないことが考えられる。この効果として１桁程
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度の下振れを見込める。 

さらに，廃ガス処理設備には洗浄塔等の機器が設置されており，洗

浄塔による放射線物質の除去に期待できる可能性がある。この効果と

して１桁程度の下振れを見込める。 

また，放出経路構造物への沈着による放射性エアロゾルの除染係数

については，条件によっては期待できない場合があり，その場合１桁

程度の上振れを有する可能性がある。 

臨界事故への対策として実施する貯留タンクへの放射性物質の貯留

については，確実性が高い対策ではあるが，万一，機器の動作不良等

により，廃ガス処理設備から貯留タンクへの系統の切替えが機能しな

い場合や，臨界事故により発生した水蒸気量が貯留設備の容量を上回

ることで，貯留タンクへの貯留ができない場合には，水封部からセル

に放射性物質が導出され，セルで滞留することとなる。 

この場合，放射性物質を含む気体は，大部分がセルで滞留されるが，

水素掃気の継続によるセルの内圧上昇又はセルの微小な開口部の存在

により，セルから建屋側に放射性物質が漏出する可能性がある。その

場合，放射性物質は建屋排気系の高性能粒子フィルタ（１段）で除去

されることとなる。 

この場合の放出量への影響は，高性能粒子フィルタの除染係数の低

下及び貯留設備での貯留による放出低減効果の変化による２桁程度の

上振れとなる。 

なお，非揮発性として気相中に移行するとしているルテニウムにつ

いては，その化学的性質が，気相に移行した際の条件に依存して変化

することが知られており，臨界事故時の気相への移行時において，揮

発性となっている可能性も考えられ，その場合は高性能粒子フィルタ
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による除去が困難となる恐れがある。 

その場合であっても，揮発性として移行したルテニウムは，廃ガス

処理設備に設置している洗浄塔等により一定程度除去されると推定さ

れる。廃ガス処理設備に設置している洗浄塔等による除去効果を安全

側に見積もって除染係数10とした場合，揮発性ルテニウムの放出によ

る放出量への影響は，溶解槽等における臨界事故の放出量に対して１

桁未満の上振れと推定される。 

ⅴ．肺に吸収され得るような浮遊性の微粒子状の放射性物質の割合 

肺に吸収され得るような浮遊性の微粒子状の放射性物質の割合は，

吸入摂取に寄与する割合であり，エアロゾルの形態で浮遊する放射性

物質の径に依存するパラメータである。全ての粒子が吸入され放射線

被ばくに寄与するとは考え難いが，より厳しい評価結果を与えるよう

に肺に吸収され得るような浮遊性の微粒子状の放射性物質の割合を１

と設定し，肺に吸収され得るような浮遊性の微粒子状の放射性物質の

割合が有する不確かさの幅の設定は行わない。 

ｃ．操作条件の不確かさの影響 

一般圧縮空気系の空気取出口と溶解設備の配管又は計測制御設備の配

管を，可搬型建屋内ホースにより接続し，一般圧縮空気系から空気を供

給する操作が想定よりも時間を要した場合においても，一般圧縮空気系

の計測制御用の圧縮空気による水素掃気により，臨界事故が発生した貯

槽等内の水素濃度はドライ換算８ｖｏｌ％未満を維持できることから，

判断基準を満足することに変わりはない。 

排気経路の廃ガス処理設備への切替えの操作については，切替えの操

作が想定よりも時間を要した場合においても，貯留タンクと廃ガス処理
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設備との間に設置する逆止弁により，貯留タンク内の放射性物質が廃ガ

ス処理設備に移行することは無い。また，切替えの操作に想定よりも時

間を要した場合には，貯留タンク内の圧力が空気圧縮機の吐出圧に達す

ることで，貯留タンクへの放射性物質の導出が困難となり，廃ガス処理

設備の水封部からセルに放射性物質が導出される可能性はあるが，それ

らの放射性物質は建屋換気設備の高性能粒子フィルタにより除去され

る。 

   臨界事故により気相中に移行し，貯槽等内に残留している放射性物質

の全量がセルに導出され，建屋換気設備に設置されている高性能粒子フ

ィルタにより除染された上で大気中に放出されるとした場合の放出量

は，ⅳ．大気中への放出経路における低減割合にて示したとおり，２桁

程度の上振れとなるが，判断基準を満足することに変わりはない。 
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6.1.2.3 同時発生及び連鎖 

 (１) 同時発生 

   臨界事故に係る選定の結果として，臨界事故は動的機器の多重故障又

は多重誤操作を起因として発生するものであり，複数の貯槽等で同時に

臨界事故が発生することはない。 

 

 (２) 連鎖 

 ａ．起因となる重大事故等の事象進展，事故規模の分析 

   臨界事故が発生した場合の事故時環境は，以下のとおりである。 

 (ａ) 温度 

   臨界事故による熱エネルギにより沸騰が生じた場合の溶液の温度は

100℃を超える程度であり，ステンレス鋼等から構成される安全機能を

有する機器が損傷又は機能劣化することはない。 

 (ｂ) 圧力 

   臨界事故の熱エネルギにより沸騰が生じた場合に発生する水蒸気によ

り，貯槽等内の圧力が上昇することも考えられるが，貯留設備への放射

性物質の導出により，圧力が過度に上昇することは無いため，安全機能

を有する機器が損傷又は機能劣化することはない。 

 (ｃ) 湿度 

溶液が沸騰に至った場合，沸騰蒸気により多湿環境下となるが，機器

自体及び機器に接続する安全機能を有する機器が損傷することはなく，

また，湿度の影響が機器のバウンダリを超えて波及することはない。 

高性能粒子フィルタの除染係数については水蒸気により低下するこ

とが予想されるため，有効性評価の機器条件にこの低下効果を見込んで

いる。 
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 (ｄ) 放射線 

臨界事故が発生した場合，臨界事故により発生する放射線及び放射性

希ガス等からの放射線に晒されるが，ステンレス鋼等から構成される安

全機能を有する機器が損傷することはない。 

 (ｅ) 物質（水素，煤煙，放射性物質）及びエネルギの発生 

臨界事故の発生により，核分裂生成物が生成するとともに放射線分解

ガスが発生する。 

核分裂生成物としては，臨界事故後に溶液中に残存する核分裂生成物

と，臨界事故後に気相中に移行する放射性希ガス及び放射性よう素があ

る。この核分裂生成物の生成により，臨界事故が発生した貯槽等及び貯

槽等に接続する廃ガス処理設備の配管内の線量率が上昇するが，ステン

レス鋼等から構成される安全機能を有する機器が損傷又は機能劣化す

ることはない。 

また，放射線分解ガスの発生については有効性評価において評価した

とおり，貯槽等内の水素濃度はドライ換算８ｖｏｌ％未満を維持できる

ため，水素爆発が発生することは無い。 

 (ｆ) 落下・転倒による荷重 

臨界事故が発生した場合でも，臨界事故により発するエネルギが機器

の材質の強度を有意に低下させることはないため，機器が落下・転倒す

ることはない。 

 (ｇ) 腐食環境 

   溶液が沸騰に至った場合，臨界事故が発生した貯槽等及び貯槽等に接

続する廃ガス処理設備の配管内が，沸騰蒸気に同伴する硝酸成分により

硝酸雰囲気となるが，ステンレス鋼等から構成される安全機能を有する

機器が損傷又は機能劣化することはない。 
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 ｂ．起因となる重大事故等の事故影響が及ぶ範囲の特定及び安全機能喪失

の分析 

 (ａ) 冷却機能の喪失による蒸発乾固への連鎖 

   臨界事故が発生する貯槽等において講じられている冷却機能の喪失に

よる蒸発乾固に係る安全機能はない。 

 (ｂ) 水素爆発への連鎖 

臨界事故が発生する貯槽等において講じられている水素爆発に係る

安全機能は，安全圧縮空気系による水素掃気機能であるが，水素掃気機

能に係る設備はステンレス鋼等から構成されており，想定される温度，

圧力，その他のパラメータ変動を考慮しても安全圧縮空気系による水素

掃気機能が喪失することはない。 

臨界事故発生時には，臨界に伴って生成する放射線分解水素の生成に

より貯槽等の水素発生量が増加するが，臨界事故の有効性評価において

示したとおり，貯槽等内の水素濃度はドライ換算８ｖｏｌ％未満を維持

できる。 

 (ｃ)  有機溶媒等による火災又は爆発への連鎖 

臨界事故が発生する貯槽等において有機溶媒を取り扱うことはない

ため，有機溶媒等による火災及びＴＢＰ等の錯体の急激な分解反応への

連鎖はない。 

 (ｄ) 使用済燃料貯蔵槽における燃料損傷への連鎖 

臨界事故が発生する貯槽等は，使用済み燃料貯蔵槽が設置される建屋

とは異なる建屋に設置されているため，使用済燃料貯蔵槽における燃料

損傷が連鎖して発生することはない。 
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 (３) 判断基準への適合性の検討 

   臨界事故の拡大防止対策として，未臨界に移行し，及び未臨界を維持

すること及び外部への放射性物質の放出量を低減することを目的とし

て，臨界事故の発生が想定される機器への可溶性中性子吸収材の供給手

段，臨界事故により発生する放射線分解水素を掃気する手段及び放射性

物質を含む気体を貯留する手段を整備しており，これらの対策について，

臨界事故の起因となる動的機器の多重故障又は多重誤操作を条件とし

て有効性評価を行った。 

   臨界事故が発生した貯槽等への可溶性中性子吸収材の供給は，臨界事

故の発生を検知した場合に直ちに自動的に開始され，臨界事故が発生し

た場合に速やかに未臨界に移行し，及び未臨界を維持できる。 

   また，供給する可溶性中性子吸収材は未臨界に移行するために必要な

量に十分な余裕を考慮して配備しており，確実に未臨界に移行する措置

を講じることができる。 

臨界事故が発生した貯槽等内の水素濃度は，臨界事故による水素の発

生を考慮した場合でも，水素爆発未然防止濃度（ドライ換算８ｖｏｌ％）

未満に維持できる。また，事態の収束の時点においては，水素濃度は可

燃限界濃度（ドライ換算４ｖｏｌ％）を下回ることができる。 

臨界事故が発生した場合において，貯留設備による放射性物質の貯留

を講ずることにより，臨界事故による大気中への放射性物質の放出量

（セシウム－137換算）は，最大の機器においても８×10－７ＴＢｑであ

り，設定した貯留設備による放射性物質の貯留の評価に用いるパラメー

タの不確かさの幅を考慮しても，100ＴＢｑを下回る。 

評価条件の不確かさは，運転員等操作時間に与える影響及び評価項目

となるパラメータに与える影響は無視できるか又は小さいことを確認
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した。 

以上の有効性評価は，臨界事故の発生が想定される貯槽等である２建

屋，６機器２貯槽を対象に実施し，上述のとおり重大事故等対策が有効

であることを確認した。 

また，想定される事故時環境において，臨界事故の発生が想定される

機器に接続する安全機能を有する機器が，損傷又は機能劣化することは

なく，他の重大事故等が連鎖して発生することがないことを確認した。 

以上のことから，臨界事故が発生した場合においても，可溶性中性子

吸収材の自動供給により未臨界に移行し，及び未臨界を維持できる。ま

た，有効性評価で示す大気中への放射性物質の放出量は妥当であると考

えられ，大気中への異常な水準の放出を防止することができる。 

以上より，「6.1.2.1（９）判断基準」を満足する。 
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6.2 臨界事故の拡大防止対策に必要な要員及び資源 

臨界事故の拡大防止対策に必要な要員及び資源を以下に示す。 

(１) 必要な要員の評価

可溶性中性子吸収材の自動供給として実施する，緊急停止系による工

程停止操作及び未臨界への移行判断に必要な要員は，最大３名である。 

貯留設備による放射性物質の貯留として実施する，外部への放射性物

質の放出抑制の観点で要する作業員は４名である。 

臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気に必要な要員は２名

である。 

以上より，臨界事故の対処に必要な要員は最大でも９名であり，実施

組織要員の 12 名にて対処が可能である。 

(２) 必要な資源の評価

安全機能の喪失に対する仮定に記載したとおり，臨界事故は，動的機

器の機能喪失又は人為的な過失の重畳を起因として発生することから，

電源等については平常運転時と同様に使用可能である。 

ａ．可溶性中性子吸収材 

臨界事故への対処で使用する可溶性中性子吸収材は，臨界事故が発生

した貯槽等を未臨界に移行し，及び未臨界を維持するために必要な量を

保有することとし，具体的には，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

の可溶性中性子吸収材供給槽において，臨界事故の発生を想定する機器

を未臨界に移行するために必要な量及び配管への滞留量を考慮した量

を保有することから，臨界事故が発生した場合に確実に未臨界に移行す

ることが可能である。 
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 ｂ．圧縮空気 

放射線分解水素の掃気に使用する一般圧縮空気系は，有効性評価の機

器条件とした６ｍ３／ｈを十分上回る能力を有しているため，水素濃度

を可燃限界濃度未満に維持できる。 

 

 ｃ．電源 

臨界事故への対処に必要な負荷は，前処理建屋において，460Ｖ非常

用母線の最小余裕約 160ｋＶＡに対し最大でも重大事故等対処施設の貯

留設備の空気圧縮機の約 25ｋＶＡである。また，空気圧縮機の起動時を

考慮しても約 80ｋＶＡであり最小余裕に対して余裕があることから，必

要電源容量を維持できる。 

精製建屋においては，460Ｖ非常用母線の最小余裕約 120ｋＶＡに対し

最大でも重大事故等対処施設の貯留設備の空気圧縮機の約 50ｋＶＡで

ある。また，空気圧縮機の起動時を考慮しても約 80ｋＶＡであり最小余

裕に対して余裕があることから，必要電源容量を維持できる。 
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第６－１表 臨界事故の発生を想定する貯槽等 

建屋 機器名 

前処理建屋 

溶解槽Ａ 

溶解槽Ｂ 

エンド ピース酸洗浄槽Ａ 

エンド ピース酸洗浄槽Ｂ 

ハル洗浄槽Ａ 

ハル洗浄槽Ｂ 

精製建屋 
第５一時貯留処理槽 

第７一時貯留処理槽 
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第 6.1.1－１表 前処理建屋における臨界事故の可溶性中性子吸収材の自動供給の手順と

重大事故等対処施設

判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ａ． 臨界事故の発生の

検知 

・異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台

以上の臨界検知用放射線検出器が臨界に伴って放出

されるガンマ線の線量率の上昇を同時に検知し，論

理回路により，臨界事故の発生を想定する機器にお

いて、臨界事故が発生したと判定する。

－ － 
・臨界検知用放射

線検出器

ｂ． 可溶性中性子吸収

材の供給 

・臨界検知用放射線検出器により臨界事故の発生検知

後，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系により直

ちに自動で臨界事故が発生した貯槽等に可溶性中性

子吸収材を重力流で供給する。

・重大事故時可溶性中性子 

 吸収材供給系主配管 

・重大事故時可溶性中性子 

 吸収材供給系供給貯槽 

・重大事故時可溶性中性子 

 吸収材供給系供給弁 

－ － 

・中央制御室からの操作により，緊急停止系を作動さ

せ，使用済燃料のせん断を停止する。

－ － 

・緊急停止系

・緊急停止操作ス

イッチ
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 （つづき）

判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｃ． 未臨界確保の判断 ・重大事故時可溶性中性子吸収材供給系による可溶性

中性子吸収材の供給後，放射線計測設備として配備

するガンマ線用サーベイ メータ及び中性子線用サ

ーベイ メータにより臨界事故が発生した貯槽等を

収納したセル周辺の線量当量率を計測し，臨界事故

が発生した貯槽等の未臨界確保を判断する。

－ 

・ガンマ線用サーベイ

メータ

・中性子線用サーベイ

メータ

－ 
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第 6.1.1－２表 精製建屋における臨界事故の可溶性中性子吸収材の自動供給の手順と重大事故等対処施設 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ａ. 臨界事故の発生の

検知 

・異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，２台

以上の臨界検知用放射線検出器が臨界に伴って放出

されるガンマ線の線量率の上昇を同時に検知し，論

理回路により，臨界事故の発生を想定する機器にお

いて、臨界事故が発生したと判定する。 

－ － 
・臨界検知用放射

線検出器 

ｂ. 可溶性中性子吸収

材の供給 

・臨界検知用放射線検出器により臨界事故の発生検知

後，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系により直

ちに自動で臨界事故が発生した貯槽等に可溶性中性

子吸収材を重力流で供給する。 

・重大事故時可溶性中性子

吸収材供給系主配管 

・重大事故時可溶性中性子

吸収材供給系供給貯槽 

・重大事故時可溶性中性子

吸収材供給系供給弁 

－ － 

・中央制御室からの操作により，緊急停止系を作動さ

せ，溶液の移送を停止する。 － － 

・緊急停止系 

・緊急停止操作ス

イッチ 
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（つづき） 

 

 

 

 

 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

 未臨界確保の判断 ・重大事故時可溶性中性子吸収材供給系による可溶

性中性子吸収材の供給後，放射線計測設備として

配備するガンマ線用サーベイ メータ及び中性子

線用サーベイ メータにより臨界事故が発生した

貯槽等を収納したセル周辺の線量当量率を計測

し，臨界事故が発生した貯槽等の未臨界確保を判

断する。 

－ 

・ガンマ線用サーベイ

メータ 

・中性子線用サーベイ

メータ 

－ 
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第 6.1.1－３表 前処理建屋における放射線分解水素の掃気の手順と重大事故等対処施設 

 
 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 
設備 

可搬型重大事故等対処 
設備 

計装設備 

ａ． 一般圧縮空気系

からの空気の供

給 

・臨界検知用放射線検出器による臨界事故の発生の

検知後，臨界事故が発生した貯槽等に接続する配

管と一般圧縮空気系を，可搬型建屋内ホースを用

いて接続し，臨界事故が発生した貯槽等に空気を

供給する。 

供給においては，可搬型貯槽掃気用圧縮空気流量

計の指示値により，臨界事故が発生した機器に所

定の流量で空気が供給されていることを確認す

る。 

・掃気用空気系 

・掃気用空気供給配管 
・可搬型建屋内ホース 

・可搬型貯槽掃気圧 

縮空気流量計 
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第 6.1.1－４表 精製建屋における放射線分解水素の掃気の手順と重大事故等対処施設 

判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ａ. 一般圧縮空気系か

らの空気の供給 

・臨界検知用放射線検出器による臨界事故の発生

の検知後，臨界事故が発生した貯槽等に接続す

る配管と一般圧縮空気系を，可搬型建屋内ホー

スを用いて接続し，臨界事故が発生した貯槽等

に空気を供給する。 

供給においては，可搬型貯槽掃気用圧縮空気流

量計の指示値により，臨界事故が発生した機器

に所定の流量で空気が供給されていることを確

認する。 

・掃気用空気系

・掃気用空気供給配管
・可搬型建屋内ホース

・可搬型貯槽掃気圧縮

空気流量計 
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第 6.1.1－５表 前処理建屋における臨界事故の貯留設備による放射性物質の貯留の手順と重大事故等対処施設 

  

判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ａ． 貯留タンクへの導

出 

・臨界検知用放射線検出器による臨界事故の発生の

検知後，臨界事故が発生した貯槽等が接続される

廃ガス処理設備の流路を自動的に遮断するとと

もに，貯留タンクへの経路を確立し，臨界事故で

発生する放射性物質を貯留タンクに導く。 

 

・排風機 

・隔離弁 

・廃ガス処理設備 主 

配管 

・貯留設備の隔離弁 

・貯留設備の空気圧縮 

機 

・貯留設備の逆止弁 

・貯留設備の貯留タン 

ク 

－ － 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｂ． 貯留タンクへの導

出完了判断 

・貯留タンクへの放射性物質の導出開始後，貯留タ

ンク内の圧力の上昇，貯留タンク入口の放射線モ

ニタの指示値の上昇及び流量計の指示値の上昇に

より，放射性物質を含む気体の導出が開始された

ことを確認する。また，併せて主排気筒の排気筒

モニタの指示値が上昇しないことをもって，放射

性物質を含む気体が貯留タンクに確実に導かれて

いることを確認する。 

・排気筒モニタ － 

・貯留設備の圧力計 

・貯留設備の流量計 

・貯留設備の放射線 

モニタ  

・可溶性中性子吸収材の自動供給により，臨界事故

が発生した貯槽等が未臨界に移行したことを，臨

界事故が発生した貯槽等の周辺の線量当量率の低

下を確認したうえで，貯留タンク内の圧力が規定

の圧力（0.7ＭＰａ）に達した場合に，導出の完了

と判断する。 

・貯留設備の隔離弁 

・貯留設備の空気圧縮 

機 

・貯留設備の逆止弁 

・貯留設備の貯留タン 

ク 

－ ・貯留設備の圧力計 
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（つづき）

判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｃ． 廃ガス処理設備に

よる換気再開 

・貯留タンクへの放射性物質の導出完了後，中央制御

室において臨界事故が発生した貯槽等が接続される

廃ガス処理設備の弁の開操作を行い，排風機を再起

動して，高い除染能力が期待できる平常運転時の放

出経路に復旧し，機器内に残留している放射性物質

を管理された状態において主排気筒を介して放出す

る。また，貯留タンクの入口には逆止弁が設けられ

ており，廃ガス処理設備の排風機を起動した場合で

も貯留タンク内の放射性物質は廃ガス処理設備に逆

流しない。

・高性能粒子フィルタ

・排風機

・隔離弁

・廃ガス処理設備 主

配管

－ 
・監視制御盤

・安全系監視制御盤

・廃ガス処理設備の再起動後，貯留タンクの隔離弁を

閉止し，空気圧縮機を停止する。

・貯留設備の隔離弁

・貯留設備の空気圧縮

機

－ － 

68



6-49

第 6.1.1－６表 精製建屋における臨界事故の貯留設備による放射性物質の貯留の手順と重大事故等対処施設 

判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ａ. 貯留タンクへの導

出 

・臨界検知用放射線検出器による臨界事故の発生の

検知後，臨界事故が発生した貯槽等が接続される

廃ガス処理設備の流路を自動的に遮断するととも

に，貯留タンクへの経路を確立し，臨界事故で発

生する放射性物質を貯留タンクに導く。

・排風機

・隔離弁

・廃ガス処理設備 主

配管

・貯留設備の隔離弁

・貯留設備の空気圧縮

機

・貯留設備の逆止弁

・貯留設備の貯留タン

ク

－ － 
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（つづき） 

 判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｂ. 貯留タンクへの導

出完了判断 

・貯留タンクへの放射性物質の導出開始後，貯留タ

ンク内の圧力の上昇，貯留タンク入口の放射線モ

ニタの指示値の上昇及び流量計の指示値の上昇に

より，放射性物質を含む気体の導出が開始された

ことを確認する。また，併せて主排気筒の排気筒

モニタの指示値が上昇しないことをもって，放射

性物質を含む気体が貯留タンクに確実に導かれて

いることを確認する。 

・排気筒モニタ － 

・貯留設備の圧力計 

・貯留設備の流量計 

・貯留設備の放射線 

モニタ  

・可溶性中性子吸収材の自動供給により，臨界事故

が発生した貯槽等が未臨界に移行したことを，臨

界事故が発生した貯槽等の周辺の線量当量率の低

下を確認したうえで，貯留タンク内の圧力が規定

の圧力（0.7ＭＰａ）に達した場合に，導出の完了

と判断する。 

・貯留設備の隔離弁 

・貯留設備の空気圧縮 

機 

・貯留設備の逆止弁 

・貯留設備の貯留タン 

ク 

－ ・貯留設備の圧力計 
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（つづき）

判断及び操作 手順 

重大事故等対処施設 

常設重大事故等対処 

設備 

可搬型重大事故等対処 

設備 
計装設備 

ｃ. 廃ガス処理設備に

よる換気再開 

・貯留タンクへの放射性物質の導出完了後，中央制

御室において臨界事故が発生した貯槽等が接続さ

れる廃ガス処理設備の弁の開操作を行い，排風機

を再起動して，高い除染能力が期待できる平常運

転時の放出経路に復旧し，機器内に残留している

放射性物質を管理された状態において主排気筒を

介して放出する。また，貯留タンクの入口には逆

止弁が設けられており，廃ガス処理設備の排風機

を起動した場合でも貯留タンク内の放射性物質は

廃ガス処理設備に逆流しない。

・高性能粒子フィルタ

・排風機

・隔離弁

・廃ガス処理設備 主

配管

－ 
・監視制御盤

・安全系監視制御盤

・廃ガス処理設備の再起動後，貯留タンクの隔離弁

を閉止し，空気圧縮機を停止する。

・貯留設備の隔離弁

・貯留設備の空気圧縮

機

－ － 
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第 6.1.2－１表 溶解槽等の臨界事故において安全機能の喪失を想定する機器 

臨界事故の発

生を想定する

機器 

安全機能の喪失を想定する機器 

異常の発生防止に係る計測制御設

備の安全機能 

異常の進展防止に係る安全上重要

な計測制御設備の安全機能 

臨界事故の影響緩和

に係る安全機能 

溶解槽 ‧ 燃料送り出し装置における燃

料送り出し長さの制御 

‧ 溶解用硝酸供給機能 

 

‧ 燃料せん断長位置異常警報 

‧ 溶解用供給硝酸流量低警報 

‧ 溶解槽溶解液密度高警報 

‧ 硝酸供給槽密度低警報 

‧ せん断停止回路 

‧ 可溶性中性子吸

収材緊急供給回

路 

‧ 可溶性中性子吸

収材緊急供給系 

エンド ピー

ス酸洗浄槽 

‧ せん断機のせん断刃位置制御 ‧ エンドピースせん断位置異常

警報 

‧ エンドピース酸洗浄槽洗浄液

密度高警報 

‧ せん断停止回路 

－  

ハル洗浄槽 ‧ 溶解用硝酸供給機能 

‧ 溶解槽溶液加熱機能 

‧ 溶解槽供給硝酸流量低警報 

‧ 硝酸供給槽密度低警報 

‧ 溶解槽溶解液温度低警報 

‧ せん断停止回路 

－  
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第 6.1.2－２表 臨界事故の対処に使用する設備 

 

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備

臨界検知用放射線検出器（溶解槽用） ○ × ×

緊急停止操作スイッチ（溶解施設用）（電路含む） ○ × ×

監視制御盤（前処理建屋）（電路含む） × × ×

安全系監視制御盤（前処理建屋） ○ × ×

緊急停止系（前処理建屋）（工程制御盤，電路含む） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給貯槽（溶解槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（溶解槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁（溶解槽用）［流路］ ○ × ×

前処理建屋の6.9kV非常用母線 ○ ○ ○

前処理建屋の460V非常用母線 ○ ○ ○

前処理建屋の非常用直流電源設備 ○ ○ ○

制御建屋の6.9kV非常用母線 ○ ○ ○

制御建屋の460V非常用母線 ○ ○ ○

制御建屋の非常用直流電源設備 ○ ○ ○

非常用電源建屋の6.9kV非常用主母線 ○ ○ ○

受電変圧器 ○ ○ ○

受電開閉設備 ○ ○ ○

前処理建屋の6.9kV運転予備用母線 ○ ○ ○

前処理建屋の460V運転予備用母線 ○ ○ ○

前処理建屋の常用直流電源設備 ○ ○ ○

ユーティリティ建屋の6.9kV運転予備用主母線 ○ ○ ○

制御建屋の6.9kV運転予備用母線 ○ ○ ○

制御建屋の460V運転予備用母線 ○ ○ ○

制御建屋の常用直流電源設備 ○ ○ ○

代替安全圧縮空気系 安全圧縮空気系主配管・弁［流路］ ○ × ×

監視制御盤（前処理建屋）（電路含む） ○ × ○

安全系監視制御盤（前処理建屋） × × ○

臨界検知用放射線検出器（ハル洗浄槽用） ○ × ×

臨界検知用放射線検出器（エンドピース酸洗浄槽用） ○ × ×

緊急停止操作スイッチ（溶解施設用）（電路含む） ○ × ×

緊急停止系（工程制御盤，電路含む） ○ × ×

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計（溶解槽，ハル洗浄槽，エンドピース酸洗浄槽
用）

× ○ ×

貯留設備の圧力計 × × ○

貯留設備の流量計 × × ○

貯留設備の放射線モニタ × × ○

溶解槽 ○ ○ ×

ハル洗浄槽 ○ ○ ×

エンドピース酸洗浄槽 ○ ○ ×

可溶性中性子吸収材緊急供給系 × × ×

溶解槽の水封部 × × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給貯槽（ハル洗浄槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（ハル洗浄槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁（ハル洗浄槽用）［流路］ ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給貯槽（エンドピース酸洗浄槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（エンドピース酸洗浄槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁（エンドピース酸洗浄槽用）
［流路］

○ × ×

可搬型可溶性中性子吸収材供給器 × × ×

電気設備

（溶解設備）

前処理建屋
臨界

計測制御系統施設

機器グループ

設備名称

代替溶解設備

代替計測制御系統施設

（計測制御系統施設）

溶解設備

可溶性中性子吸収材
の自動供給

構成する機器

設備

貯留設備による放射性
物質の貯留

臨界事故により発生す
る放射線分解水素の掃

気

臨界事故の拡大を防止するための設備
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（つづき） 

 

 

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備

貯留設備の隔離弁 × × ○

貯留設備の空気圧縮機 × × ○

貯留設備の逆止弁 × × ○

貯留設備の貯留タンク × × ○

貯留設備主配管・弁［流路］ × × ○

凝縮器 × × ○

第１高性能粒子フィルタ × × ○

第２高性能粒子フィルタ × × ○

排風機 × × ○

隔離弁 × × ○

圧力計 × × ○

せん断処理・溶解廃ガス処理設備主配管・弁［流路］ × × ○

ダクト・ダンパ［流路］ × × ○

排風機 × × ×

主排気筒 主排気筒 × × ○

冷水1Aポンプ × × ○

冷水１A膨張槽 × × ○

冷水1A中間熱交換器 × × ○

一般冷却水系配管・弁［流路］ × × ○

一般圧縮空気系 一般圧縮空気系配管・弁［流路］ ○ ○ ○

可搬型建屋内ホース（溶解槽，ハル洗浄槽，エンドピース酸洗浄槽用）[流路] × ○ ×

掃気用空気供給配管・弁（溶解設備）（溶解槽用）[流路] × ○ ×

掃気用空気供給配管・弁（計測制御系）（溶解槽用）[流路] × ○ ×

掃気用空気供給配管・弁（溶解設備）（エンド ピース酸洗浄槽用）[流路] × ○ ×

掃気用空気供給配管・弁（計測制御系）（エンド ピース酸洗浄槽用）[流路] × ○ ×

掃気用空気供給配管・弁（溶解設備）（ハル洗浄槽用）[流路] × ○ ×

可搬型空気圧縮機 × × ×

安全空気圧縮機 × ○ ×

計測制御用空気貯槽 × × ○

計測制御用安全圧縮空気系主配管・弁［流路］ × × ○

水素掃気用空気貯槽 × ○ ×

水素掃気用安全圧縮空気系主配管・弁［流路］ × ○ ×

低レベル廃液処理設備 第１低レベル廃液処理系配管［流路］ × × ○

放射線監視設備 排気筒モニタ × × ○

ガンマ線用サーベイメータ ○ × ×

中性子線用サーベイメータ ○ × ×

可溶性中性子吸収材
の自動供給

構成する機器

設備

貯留設備による放射性
物質の貯留

臨界事故により発生す
る放射線分解水素の掃

気

臨界事故の拡大を防止するための設備

機器グループ

設備名称

せん断処理・溶解廃ガス処理設備

一般冷却水系

前処理建屋換気設備

安全圧縮空気系

（一般圧縮空気系）

（放射線監視設備）

（せん断処理・溶解廃ガス処理設備）

前処理建屋
臨界
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（つづき）

重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備

緊急停止操作スイッチ（精製施設用）（電路含む） ○ × ×

監視制御盤（精製施設用）（電路含む） ○ × ○

安全系監視制御盤（精製建屋） × × ○

緊急停止系（精製建屋）（工程制御盤，電路含む） ○ × ×

臨界検知用放射線検出器（第５一時貯留処理槽） ○ × ×

臨界検知用放射線検出器（第７一時貯留処理槽用） ○ × ×

可搬型貯槽掃気圧縮空気流量計（第５一時貯留処理槽，第７一時貯留処理槽
用）

× ○ ×

貯留設備の圧力計 × × ○

貯留設備の流量計 × × ○

貯留設備の放射線モニタ × × ○

第５一時貯留処理処理槽 ○ ○ ×

第７一時貯留処理処理槽 ○ ○ ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給貯槽（第５一時貯留処理槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（第５一時貯留処理槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁（第５一時貯留処理槽用）［流
路］

○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給貯槽（第７一時貯留処理槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給弁（第７一時貯留処理槽用） ○ × ×

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系主配管・弁（第７一時貯留処理槽用）［流
路］

○ × ×

可搬型可溶性中性子吸収材供給器 × × ×

精製建屋の6.9kV運転予備用母線 ○ ○ ○

精製建屋の460V運転予備用母線 ○ ○ ○

精製建屋の常用直流電源設備 ○ ○ ○

ユーティリティ建屋の6.9kV運転予備用主母線 ○ ○ ○

制御建屋の6.9kV運転予備用母線 ○ ○ ○

制御建屋の460V運転予備用母線 ○ ○ ○

制御建屋の常用直流電源設備 ○ ○ ○

受電変圧器 ○ ○ ○

受電開閉設備 ○ ○ ○

精製建屋の6.9kV非常用母線 × × ○

精製建屋の460V非常用母線 × × ○

精製建屋の非常用直流電源設備 × × ○

非常用電源建屋の6.9kV非常用主母線 × × ○

制御建屋の6.9kV非常用母線 × × ○

制御建屋の460V非常用母線 × × ○

制御建屋の非常用直流電源設備 × × ○

可溶性中性子吸収材
の自動供給

構成する機器

設備

貯留設備による放射性
物質の貯留

臨界事故により発生す
る放射線分解水素の掃

気

臨界事故の拡大を防止するための設備

機器グループ

設備名称

（計測制御系統施設）

精製建屋
臨界

電気設備

精製建屋一時貯留処理設備

計測制御系統施設

（精製建屋一時貯留処理設備）
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重大事故等対処設備 重大事故等対処設備 重大事故等対処設備

貯留設備の隔離弁 × × ○

貯留設備の空気圧縮機 × × ○

貯留設備の逆止弁 × × ○

貯留設備の貯留タンク × × ○

貯留設備主配管・弁［流路］ × × ○

凝縮器 × × ○

高性能粒子フィルタ × × ○

排風機 × × ○

隔離弁 × × ○

圧力計 × × ○

精製建屋塔槽類廃ガス処理設備（プルトニウム系）主配管・弁［流路］ × × ○

廃ガス ポット × × ×

ダクト・ダンパ［流路］ × × ×

排風機 × × ×

主排気筒 主排気筒 × × ○

冷水1ポンプ × × ○

冷水１膨張槽 × × ○

冷水1中間熱交換器 × × ○

一般冷却水系配管・弁［流路］ × × ○

一般圧縮空気系 一般圧縮空気系配管・弁［流路］ ○ ○ ○

可搬型建屋内ホース（第５一時貯留処理槽，第７一時貯留処理槽用）［流路］ × ○ ×

掃気用空気供給配管・弁（精製建屋一時貯留処理設備）（第５一時貯留処理槽
用）[流路]

× ○ ×

掃気用空気供給配管・弁（計測制御系）（第５一時貯留処理槽用）[流路] × ○ ×

掃気用空気供給配管・弁（精製建屋一時貯留処理設備）（第７一時貯留処理槽
用）[流路]

× ○ ×

掃気用空気供給配管・弁（計測制御系）（第７一時貯留処理槽用）[流路] × ○ ×

可搬型空気圧縮機 × × ×

安全空気圧縮機 × ○ ×

水素掃気用空気貯槽 × ○ ×

水素掃気用安全圧縮空気系主配管・弁［流路］ × ○ ×

低レベル廃液処理設備 第１低レベル廃液処理系配管［流路］ × × ○

放射線監視設備 排気筒モニタ × × ○

ガンマ線用サーベイメータ ○ × ×

中性子線用サーベイメータ ○ × ×

可溶性中性子吸収材
の自動供給

構成する機器

設備

貯留設備による放射性
物質の貯留

臨界事故により発生す
る放射線分解水素の掃

気

臨界事故の拡大を防止するための設備

機器グループ

設備名称

精製建屋換気設備

（放射線監視設備）

精製建屋
塔槽類廃ガス処理設備

（一般圧縮空気系）

（精製建屋
塔槽類廃ガス処理設備）

精製建屋
臨界

安全圧縮空気系

一般冷却水系
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第 6.1.2－３表 臨界事故の可溶性中性子吸収材の自動供給における主要な評価条件

施設
臨 界 事 故 の 発 生

を想定する機器  

解 析 上 考 慮 す る核

燃 料 物 質 の 種 類と

形態  

核 燃 料 物 質 の 質 量 ， 濃

度，液量等  

解 析 に お け る

形状  同位体組成

可 溶 性 中 性

子 吸 収 材 供

給量  

溶 解 施

設

溶解槽

非 均 質 部 ： 非 均質

UO2+UO 2(NO 3) 2 水溶

液  

均質部： UO2(NO3) 2 

燃料装荷量：  

145kg・ UO2/バ ケ ッ ト ～

580kg・ UO2/バケット  

溶解液ウラン濃度：0～

600g・ U/L 

溶解槽の形状

23 5U ： 23 8U ＝

5： 95 
2100g・ Gd 

エ ン ド  ピ ー ス

酸洗浄槽
非均質 UO2+H 2O 

燃料装荷量：550kg・UO2 球 23 5U ： 23 8U ＝

5： 95 
4200g・ Gd 

ハル洗浄槽 非均質 UO2+H 2O 

（ ハ ル 洗 浄 槽 内 が 燃 料

せ ん 断 片 と 水 の 混 合 物

で充満した状態）  

円筒形
23 5U ： 23 8U ＝

5： 95 
3000g・ Gd 

精 製 施

設
第 5 一時貯留処

理槽  

均質 Pu(NO3) 3 水溶

液  

Pu 濃度： g・ Pu/L 

液量： 200L 

第 5 一時貯留

処理槽の形状  

23 9Pu： 24 0Pu：
24 1Pu ＝ 71 ：

17： 12 

150g・ Gd 

第 7 一時貯留処

理槽  

均質 Pu(NO3) 3 水溶

液  

Pu 濃度： g・ Pu/L 

液量： 3000L 

第 7 一時貯留

処理槽の形状  

23 9Pu： 24 0Pu：
24 1Pu ＝ 71 ：

17： 12 

2400g・ Gd 
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第 6.1.2－４表 臨界継続時の評価条件（共通条件）

項目 設定値

臨界における水素発生 G 値
[molecules/100eV] 1.8 

バースト期の核分裂数[fissions] 1.0E+18 

プラトー期の核分裂率[fissions/s] 1.0E+15 

臨界継続時間[min] 10 

バースト期の水素発生量[m3] 0.134 

プラトー期の水素発生量[m3/h] 0.482 
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第 6.1.2－５表 臨界継続時の評価条件（個別条件）

建屋名 機器名
気相部容積

[m3] 

平常運転時掃気
流量 

[m3/h] 

沸騰までの時間
[min] 

前処理建屋

溶解槽 A 6.97 0.671 （沸騰しない）

溶解槽 B 6.97 0.671 （沸騰しない）

エンドピース酸洗浄槽 A 3 0.2 （沸騰しない）

エンドピース酸洗浄槽 B 3 0.2 （沸騰しない）

ハル洗浄槽 A 7.008※ 1 0.139 5 

ハル洗浄槽 B 7.008※ 1 0.139 5 

精製建屋
第５一時貯留処理槽 3.6 0.042 2.9 

第７一時貯留処理槽 3.8 0.406 （沸騰しない）

※１ 接続する溶解槽の気相部容積も考慮している。
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第 6.1.2－６表 未臨界移行後の評価条件（個別条件）

建
屋
名

機器名
液量
[m3] 

硝酸濃度
[mol/L] 

G 値 崩壊熱密度
水素発生

量
[m3/h] 

Gα  
[molecules
/100eV] 

Gβγ  
[molecules
/100eV] 

α
[W/m3] 

β
[W/m3] 

前
処
理
建
屋

溶解槽 A 3 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 2.65E-2 
溶解槽 B 3 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 2.65E-2 

エンドピース酸洗浄槽 A 2.1 3 1.1E-01 4.2E-02 4.016E+02 1.098E+03 1.60E-3 
エンドピース酸洗浄槽 B 2.1 3 1.1E-01 4.2E-02 4.016E+02 1.098E+03 1.60E-3 

ハル洗浄槽 A 0.2 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 1.77E-3 
ハル洗浄槽 B 0.2 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 1.77E-3 

精
製
建
屋

第５一時貯留処理槽 0.2 0.91 4.7E-01 9.8E-02 9.6E+02 0.0E+00 7.60E-4 

第７一時貯留処理槽 3 0.5 6.4E-01 1.57E-01 9.6E+02 0.0E+00 1.60E-2 
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第 6.1.2－７表 大気中への放射性物質の放出量の算定に用いた主要な評価条件

施設

臨 界 事 故
の 発 生 を
想 定 す る
機器 

臨 界 事 故 が
発 生 し た 貯
槽 等 が 保 有
す る 放 射 性
物質量 

臨 界 事 故 の
影 響 を 受 け
る割合 

核 分 裂 の 熱
エ ネ ル ギ に
よ る 沸 騰 等
に よ り 放 射
性 物 質 が 機
器 の 気 相 に
移 行 す る 割
合

大 気 中 へ の
放 出 経 路 に
お け る 低 減
割合 

肺 に 吸 収 さ
れ 得 る よ う
な 浮 遊 性 の
微 粒 子 状 の
放 射 性 物 質
の割合 

溶 解 施
設

溶解槽
溶 解 液 の 放
射能濃度 

全 核 分 裂 数
（ 1.6E+18fi
ssions）に相
当 す る 溶 液
の 沸 騰 量
（ 23L ） よ り
設定 

エ ア ロ ゾ
ル：5E-4
ル テ ニ ウ
ム：1E-3

1.5E-6 1 

エ ン ド  ピ
ー ス 酸 洗
浄槽

溶 解 液 の 放
射能濃度 

5E-7 

ハ ル 洗 浄
槽

溶 解 液 の 放
射能濃度 

1.5E-6 

精 製 施
設

第 5 一時貯
留処理槽 

硝 酸 プ ル ト
ニ ウ ム 溶 液
（24gPu/L）

1E-6 

第 7 一時貯
留処理槽 

硝 酸 プ ル ト
ニ ウ ム 溶 液
（24gPu/L）

2.5E-6 
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第 6.1.2－８表 可溶性中性子吸収材供給後の実効増倍率 

 

建屋  臨界事故の発生を想定す

る機器 

実効増倍率 

keff+3σ  

溶解施設 溶解槽 0.925 

エンド ピース酸洗浄槽 0.941 

ハル洗浄槽 0.940 

精製施設 第５一時貯留処理槽 0.776 

第７一時貯留処理槽 0.921 
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第 6.1.2－９表 臨界事故の発生後に機器内の水素濃度が水素爆発未然防止濃度に達する時間と 

可燃限界濃度未満にするために必要な空気量 

建
屋
名 

機器名 

水素爆発未然防
止濃度に達する

時間 
[ｈ ] 

最大水素濃度
(vol％ ) 

溶液由来の放射
線分解水素の水
素濃度平衡値 

 (vol％ ) 

前
処
理
建
屋 

溶解槽 A （達しない） 3 3.8 

溶解槽 B （達しない） 3 3.8 

エンドピース酸洗浄槽 A （達しない） 7 0.8 

エンドピース酸洗浄槽 B （達しない） 7 0.8 

ハル洗浄槽 A （達しない） 3 1.3 

ハル洗浄槽 B （達しない） 3 1.3 

精
製
建
屋 

第５一時貯留処理槽 （達しない） 6 1.8 

第７一時貯留処理槽 （達しない） 6 3.8 
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第 6.1.2－ 10表  溶解槽における臨界事故時の放出量

核 種 放出量（Ｂｑ）

Ｓｒ－90 1.3×10４

Ｃｓ－137 1.7×10４

Ｅｕ－154 8.1×10２

Ｐｕ－238 1.2×10３

Ｐｕ－239 1.2×10２

Ｐｕ－240 1.8×10２

Ｐｕ－241 2.5×10４

Ａｍ－241 1.3×10３

Ｃｍ－244 8.5×10２
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第 6.1.2－ 11表  エンドピース酸洗浄槽における 

  臨界事故時の放出量 

 

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｓｒ－90 4.1×10３  

Ｃｓ－137 5.7×10３  

Ｅｕ－154 2.7×10２  

Ｐｕ－238 3.9×10２  

Ｐｕ－239 3.7×10１  

Ｐｕ－240 6.0×10１  

Ｐｕ－241 8.2×10３  

Ａｍ－241 4.1×10２  

Ｃｍ－244 2.9×10２  

 

  

85



6-66

第 6.1.2－ 12表  ハル洗浄槽における臨界事故時の放出量

核 種 放出量（Ｂｑ）

Ｓｒ－90 1.3×10４

Ｃｓ－137 1.7×10４

Ｅｕ－154 8.1×10２

Ｐｕ－238 1.2×10３

Ｐｕ－239 1.2×10２

Ｐｕ－240 1.8×10２

Ｐｕ－241 2.5×10４

Ａｍ－241 1.3×10３

Ｃｍ－244 8.5×10２
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第 6.1.2－ 13表  第５一時貯留処理槽における 

     臨界事故時の放出量 

 

核 種 放出量（Ｂｑ） 

Ｐｕ－238 7.8×10３  

Ｐｕ－239 7.4×10２  

Ｐｕ－240 1.2×10３  

Ｐｕ－241 1.7×10５  
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第 6.1.2－ 14表  第７一時貯留処理槽における

    臨界事故時の放出量

核 種 放出量（Ｂｑ）

Ｐｕ－238 2.0×10４

Ｐｕ－239 1.9×10３

Ｐｕ－240 3.0×10３

Ｐｕ－241 4.1×10５
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第 6.1.2－ 15表  溶解槽における放射性物質の放出量

（Ｃｓ－137換算）

評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

Ｃｓ－137換算値 1.1×10－ ７

89



6-70

第 6.1.2－ 16表  エンド ピース酸洗浄槽における放射性物質の

放出量（Ｃｓ－137換算）

評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

Ｃｓ－137換算値 3.5×10－ ８
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第 6.1.2－ 17表  ハル洗浄槽における放射性物質の放出量 

（Ｃｓ－137換算） 

 

評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

Ｃｓ－137換算値 1.1×10－ ７  

 

  

91



6-72 

第 6.1.2－ 18表  第５一時貯留処理槽における放射性物質の 

放出量（Ｃｓ－137換算） 

 

評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

Ｃｓ－137換算値 3.1×10－ ７  
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第 6.1.2－ 19表  第７一時貯留処理槽における放射性物質の

放出量（Ｃｓ－137換算）

評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

Ｃｓ－137換算値 7.6×10－ ７
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貯槽等

セル

重大事故時可溶性

中性子吸収材供給系

※可溶性中性子吸収材の自動供給

第６－１図 可溶性中性子吸収材の自動供給の概要図
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貯槽等

セル

廃ガス処理設備 主排気筒へ

貯留タンク

圧縮空気供給設備

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６－２図 貯留設備による放射性物質の貯留及び臨界事故により 

発生する放射線分解水素の掃気の概要図 
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第 6.1.1－１図 前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の系統概要図 

（可溶性中性子吸収材の自動供給） 

主排気筒

排風機

貯留タンク空気圧縮機

隔離弁

γ

論理回路 論理回路

γ

γ

一般圧縮空気系より

重大事故時可溶性
中性子吸収材貯槽

逆止弁

可搬型ホース等の接続箇所及び個数は，ホース敷設ルート毎に異なる。 （建屋境界）

供給弁

臨界検知用
放射線検出器

①

①

①

①

①

①

①

①

常設重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等）

弁・ダンパ（開）

弁・ダンパ（閉止）

ポンプ・排風機

本対応で使用する設備
（太い実線）

凡例

信号

対象機器

隔離弁

① ①

①

①

高性能粒子
フィルタ

①

Ｐ

圧力計

Ｒ

放射線モニタ

Ｆ

流量計
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主排気筒

排風機

隔離弁

貯留タンク

空気圧縮機

隔離弁

γ

論理回路 論理回路

γ

γ

一般圧縮空気系より

＊１

重大事故時可溶性
中性子吸収材貯槽

逆止弁

＊３

＊２

可搬型ホース等の接続箇所及び個数は，ホース敷設ルート毎に異なる。 （建屋境界）

供給弁

臨界検知用
放射線検出器

①

①

①

①

①

①

①

①

①

①

①

①

常設重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等）

弁・ダンパ（開）

弁・ダンパ（閉止）

ポンプ・排風機

本対応で使用する設備
（太い実線）

凡例

信号

対象機器

Ｆ
Ｒ Ｐ

流量計
放射線モニタ 圧力計

高性能粒子
フィルタ

第 6.1.1－２図 精製建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の系統概要図

（可溶性中性子吸収材の自動供給） 
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第 6.1.1－３図 「前処理建屋における臨界事故」の手順の概要（１／２） 

臨界検知用放射線検出器に
よる臨界事故の発生検知※１

未臨界判断のため現場へ移動

可搬型可溶性中性子吸収材
供給器接続（手動）

未臨界確保判断
・セル周辺の線量当量率が

平常時程度まで低下確認

セル周辺の線量当量率を計測

線量当量率
継続監視

Ａ：貯留タンクへの貯留（自動）

可溶性中性子吸収材の供給
弁「開」（自動）

中央制御室において緊急
停止操作スイッチ押下
（手動）

せん断「停止」成否判断
・中央制御室において緊急

停止操作スイッチのラン
プ点灯確認

可溶性中性子吸収材の供給
開始（自動）成否判断
・中央制御室において可溶

性中性子吸収材の供給弁
の開動作の表示確認

可溶性中性子吸収材の供給
開始（手動）成否判断
・供給器内の可溶性中性子

吸収材の減少の目視確認

※１ 臨界検知手段による臨界事故の発生検知
異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，

２台以上の臨界検知用放射線検出器が臨界に
伴って放出されるガンマ線の線量率の上昇を同
時に検知し，論理回路により臨界事故の発生を
想定する機器において臨界事故が発生したと判
定した場合。

手動による可溶性中性子吸収
材の供給のため現場へ移動

供給容器への可溶性中性子吸
収材供給、供給ポンプ操作
（手動）

手順着手の判断
・中央制御室において臨界検知用放射線

検出器からの臨界警報発報の確認

：操作・確認

：判断

：監視

：可溶性中性子吸収材の供給

：自主対策設備を用いた対応

凡例

中央制御室の安全系監
視制御盤において可溶
性中性子吸収材緊急供
給系の供給弁「開」
（手動）

溶解槽の場合

Ｂ：水素掃気及びセル導出（手動）

可溶性中性子吸収材緊
急供給系からの供給成
否判断
・可溶性中性子吸収材
緊急供給系の供給弁
の開動作の表示確認

98



6-79

第 6.1.1－３図 「前処理建屋における臨界事故」の手順の概要（２／２）

中央制御室において溶解
槽セル排風機「停止」
（手動）

溶解槽セル排風機入口
ダンパ「閉止」（手動）

ダンパ閉止のため現場へ
移動

水素掃気のため現場へ移動

一般圧縮空気系接続
（手動）

一般圧縮空気系の供給弁
操作（手動）

中央制御室におい
て貯留タンクの
隔離弁「閉止」
（手動）

貯留タンクの隔離弁「開」及び貯留設備
の空気圧縮機「起動」（自動）
せん断処理・溶解廃ガス処理設備の隔離
弁「閉」（自動）

貯留タンクへの貯留（自動）成否判断
・貯留タンク内の圧力計の指示値上昇

確認
・貯留タンク入口の放射線モニタ指示値

上昇確認
・貯留タンクの流量計の指示値上昇確認
・主排気筒の排気モニタの指示値が上昇

しないことの確認

貯留タンクへの貯留完了判断
・貯留タンク内の圧力が0.7MPaまで上昇

確認

Ｎ

Ｙ

中央制御室におい
て貯留設備の空気
圧縮機「停止」
（手動）せん断処理・溶解廃ガス処理設備の隔離

弁開及び排風機の起動（手動）

貯留タンクの隔離弁閉止及び空気圧縮機
停止

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の排風
機の起動確認により換気復旧確認

Ｂ：水素掃気及びセル導出（手動）

Ａ：貯留タンクへの貯留（自動）

水素掃気成功判断
・流量計の指示値が６m3/h

以上の確認 可搬型空気圧縮機接続
（手動）

水素掃気のため現場へ移動

Ｙ

Ｎ

可搬型空気圧縮機の起動
（手動）

可搬型空気圧縮機の起動
及び機器への接続準備
（手動）

監視制御盤においてせん断処理・溶解廃
ガス処理設備の隔離弁「閉」確認
監視制御盤において貯留タンクの隔離弁
「開」及び貯留設備の空気圧縮機「起
動」確認

中央制御室の安全系監視
制御盤において廃ガス処
理設備の排風機「停止」
（手動）

：操作・確認

：判断

：監視

：貯留設備による放射性物質の貯留・臨界

事故により発生する放射線分解水素の掃気

：自主対策設備を用いた対応

凡例

流量計の指示値
継続監視

流量計の指示値
継続監視

水素掃気成功判断
・流量計の指示値が６m3/h

以上を示していること

セル導出
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第 6.1.1－４図 「精製建屋における臨界事故」の手順の概要（１／２） 

臨界検知用放射線検出器に
よる臨界事故の発生検知※１

未臨界判断のため現場へ移動

可搬型可溶性中性子吸収材
供給器接続（手動）

未臨界確保判断
・セル周辺の線量当量率が

平常時程度まで低下確認

セル周辺の線量当量率を計測

線量当量率継続監視

Ｂ：水素掃気及びセル導出（手動）

Ａ：貯留タンクへの貯留（自動）

可溶性中性子吸収材の供給弁
「開」（自動）

中央制御室において緊急停止
操作スイッチ押下（手動）

精製施設運転（溶液の移送）
「停止」成否判断
・中央制御室において緊急停

止操作スイッチのランプ点
灯確認

手順着手の判断
・中央制御室において臨界検知用放射線

検出器からの臨界警報発報の確認

可溶性中性子吸収材の供給開始
（手動）成否判断
・供給器内の可溶性中性子吸収

材の減少の目視確認

※１ 臨界検知手段による臨界事故の発生検知
異なる３台の臨界検知用放射線検出器のうち，

２台以上の臨界検知用放射線検出器が臨界に
伴って放出されるガンマ線の線量率の上昇を同
時に検知し，論理回路により臨界事故の発生を
想定する機器において臨界事故が発生したと判
定した場合。

手動による可溶性中性子吸収材
の供給のため現場へ移動

供給容器への可溶性中性子吸収
材供給、供給ポンプ操作
（手動）

：操作・確認

：判断

：監視

：可溶性中性子吸収材の供給

：自主対策設備を用いた対応

凡例

可溶性中性子吸収材の供給開始
（自動）成否判断
・中央制御室において可溶性中

性子吸収材の供給弁の開動作
の表示確認
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第 6.1.1－４図 「精製建屋における臨界事故」の手順の概要（２／２）  

水素掃気のため現場へ移動

一般圧縮空気系接続
（手動）

一般圧縮空気系の供給弁
操作（手動）

貯留タンクへの貯留完了判断
・貯留タンク内の圧力が0.7MPaまで上昇

確認

Ｙ

貯留タンクの隔離弁閉止及び空気圧縮機
停止

Ｂ：水素掃気及びセル導出（手動）

Ａ：貯留タンクへの貯留（自動）

水素掃気成功判断
・流量計の指示値が６m3/h

以上の確認 可搬型空気圧縮機接続
（手動）

水素掃気のため現場へ移動

Ｙ

Ｎ

可搬型空気圧縮機の起動
（手動）

可搬型空気圧縮機の起動
及び機器への接続準備
（手動）

：操作・確認

：判断

：監視

：貯留設備による放射性物質の貯留・臨界

事故により発生する放射線分解水素の掃気

：自主対策設備を用いた対応

凡例

流量計の指示値
継続監視

流量計の指示値
継続監視

水素掃気成功判断
・流量計の指示値が６m3/h

以上を示していること

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）
流路「遮断」
貯留タンクの隔離弁「開」及び貯留設備
の空気圧縮機「起動」（自動）

監視制御盤において廃ガス処理設備の隔
離弁「閉」を確認及び安全系監視制御盤
において塔槽類廃ガス処理系（プルトニ
ウム系）の排風機「停止」確認
監視制御盤において貯留タンクの隔離弁
「開」及び貯留設備の空気圧縮機「起
動」確認

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）
の隔離弁開及び排風機の起動（手動）

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）
の排風機の起動確認により換気復旧確認

中央制御室においてグ
ローブボックス・セル
排風機「停止」（手動）

セル排気フィルタユニッ
ト入口ダンパ「閉止」
（手動）

ダンパ閉止のため現場へ
移動

中央制御室におい
て貯留タンクの
隔離弁「閉止」
（手動）

Ｎ

中央制御室におい
て貯留設備の空気
圧縮機「停止」
（手動）

中央制御室の安全系監視
制御盤において廃ガス処
理設備の排風機「停止」
（手動）

貯留タンクへの貯留（自動）成否判断
・貯留タンク内の圧力計の指示値上昇

確認
・貯留タンク入口の放射線モニタ指示値

上昇確認
・貯留タンクの流量計の指示値上昇確認
・主排気筒の排気モニタの指示値が上昇

しないことの確認

セル導出
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第 6.1.1－５図 前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の作業と所要時間

（可溶性中性子吸収材の自動供給） 

・使用済燃料のせん断・溶解運転停止

A,B

経過時間（分）

備　　考

２

1

可溶性中性子

吸収材の自動

供給
未臨界措置

対策 作業 要員数

統括当直長

（実施責任者）

当直長

（実施組織要員）

発生検知

・臨界検知用放射線検出器の警報の発報により臨界事

故の発生を判断 1

・セル周辺の線量当量率の計測による未臨界確保の判

断

0:10 0:20

▽事象発生

0:10

0:30 0:40 0:50 1:00

0:25

0:01
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第 6.1.1－６図 精製建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の作業と所要時間 

（可溶性中性子吸収材の自動供給） 

  

経過時間（分）

備　　考

・セル周辺の線量当量率の計測による未臨界確保の判

　断 ２

・主要工程停止

１

1

要員数

統括当直長

（実施責任者）

当直長

（実施組織要員）

Ａ，Ｂ

対策 作業

発生検知

・臨界検知用放射線検出器の警報の発報により臨界事

　故の発生を判断

可溶性中性子

吸収材の自動

供給
未臨界措置

0:10

▽事象発生

0:25

0:20 0:30 0:40 0:50 1:00

0:10

0:01
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主排気筒

排風機

γ

論理回路 論理回路

γ

γ

一般圧縮空気系より

重大事故時可溶性
中性子吸収材貯槽

可搬型ホース等の接続箇所及び個数は，ホース敷設ルート毎に異なる。 （建屋境界）

供給弁

臨界検知用
放射線検出器

①

①

①

①

①

隔離弁

① ①

①

①

高性能粒子
フィルタ

常設重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等）

弁・ダンパ（開）

弁・ダンパ（閉止）

ポンプ・排風機

本対応で使用する設備
（太い実線）

凡例

信号

貯留タンク空気圧縮機

隔離弁

逆止弁

①

①

①

①

Ｐ

圧力計

Ｒ

放射線モニタ

Ｆ

流量計

対象機器

第 6.1.1－７図 前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の系統概要図

（放射線分解水素の掃気）  
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主排気筒

排風機

隔離弁

γ

論理回路 論理回路

γ

γ

一般圧縮空気系より

＊１

重大事故時可溶性
中性子吸収材貯槽

＊３

＊２

可搬型ホース等の接続箇所及び個数は，ホース敷設ルート毎に異なる。 （建屋境界）

供給弁

臨界検知用
放射線検出器

①

①

①

①

①

①

①

常設重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等）

弁・ダンパ（開）

弁・ダンパ（閉止）

ポンプ・排風機

本対応で使用する設備
（太い実線）

凡例

信号

貯留タンク

空気圧縮機

隔離弁

逆止弁

①

①

①

①

①

Ｆ
Ｒ Ｐ

流量計
放射線モニタ 圧力計

対象機器

高性能粒子
フィルタ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.1.1－８図 精製建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の系統概要図 

（放射線分解水素の掃気） 

105



6-86 

 

 

 

 

第 6.1.1－９図 前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の作業と所要時間 

（放射線分解水素の掃気） 

 

  

備　　考

要員数

C,D

C,D

・圧縮空気設備の一般圧縮空気系からの空気供給

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気流量）

２

・圧縮空気設備の一般圧縮空気系からの空気供給準備

２

水素爆発防止措置 C,D ２

対策 作業

経過時間（分）

臨界事故によ

り発生する放

射線分解水素

の掃気

0:10 0:20

▽事象発生

0:30 0:40 0:50

0:20

▽貯留タンクへの貯留完了
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第 6.1.1－ 10 図  精製建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の作業と所要時間

（放射線分解水素の掃気）

臨界事故によ

り発生する放

射線分解水素

の掃気

備　　考

対策 作業

経過時間（分）

要員数

Ｃ，Ｄ

Ｃ，Ｄ

水素爆発防止措置

・圧縮空気設備の一般圧縮空気系からの空気供給準備

・圧縮空気設備の一般圧縮空気系からの空気供給

Ｃ，Ｄ

・計器監視（水素掃気系統圧縮空気流量）

２

２

２

0:10

▽事象発生

0:20 0:30 0:40 0:50

0:20

▽貯留タンクへの貯留完了
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高性能粒子
フィルタ

主排気筒

排風機

γ

論理回路 論理回路

γ

γ

重大事故時可溶性
中性子吸収材貯槽

可搬型ホース等の接続箇所及び個数は，ホース敷設ルート毎に異なる。 （建屋境界）

供給弁

臨界検知用
放射線検出器

①

①

①

①

①

隔離弁

① ①

①

①

一般圧縮空気系より

常設重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等）

弁・ダンパ（開）

弁・ダンパ（閉止）

ポンプ・排風機

本対応で使用する設備
（太い実線）

凡例

信号

貯留タンク空気圧縮機

隔離弁

逆止弁

①

①

①

①

Ｐ

圧力計

Ｒ

放射線モニタ

Ｆ

流量計

対象機器

第 6.1.1－ 11 図  前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の系統概要図

（貯留設備による放射性物質の貯留）  
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主排気筒

排風機

隔離弁

γ

論理回路 論理回路

γ

γ

一般圧縮空気系より

＊１

＊３

＊２

可搬型ホース等の接続箇所及び個数は，ホース敷設ルート毎に異なる。 （建屋境界）

臨界検知用
放射線検出器

①

①

①

①

①

重大事故時可溶性
中性子吸収材貯槽

供給弁
①

①

常設重大事故等対処設備

可搬型重大事故等対処設備（可搬型ホース等）

弁・ダンパ（開）

弁・ダンパ（閉止）

ポンプ・排風機

本対応で使用する設備
（太い実線）

凡例

信号

貯留タンク

空気圧縮機

隔離弁

逆止弁

①

①

①

①

①

Ｆ
Ｒ Ｐ

流量計
放射線モニタ 圧力計

対象機器

高性能粒子
フィルタ

第 6.1.1－ 12 図  精製建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の系統概要図

（貯留設備による放射性物質の貯留） 
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第 6.1.1－ 13 図  前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の作業と所要時間 

（貯留設備による放射性物質の貯留） 

  

備　　考

要員数

放出経路構築

G,H

２

２

E,F

E,F

２

G,H ２

・主排気筒の排気筒モニタ監視

・せん断処理・溶解廃ガス処理設備の隔離弁の操作及

　び排風機の起動

・貯留タンクの隔離弁の操作及び空気圧縮機の停止

対策 作業

・貯留タンク内圧力監視及び貯留タンク入口の放射線

　モニタ監視

経過時間（分）

貯留設備によ

る放射性物質

の貯留

貯留状況確認

0:10 0:20

▽事象発生

0:30 0:40 0:50

▽貯留タンクへの貯留完了

0:03

0:05
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第 6.1.1－ 14 図  精製建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の作業と所要時間

（貯留設備による放射性物質の貯留）

放出経路構築

貯留設備によ

る放射性物質

の貯留

備　　考

対策 作業

経過時間（分）

要員数

・主排気筒の排気筒モニタ監視

２

貯留状況確認

Ｅ，Ｆ

Ｅ，Ｆ

・貯留タンク内圧力監視及び貯留タンク入口の放射線

モニタ監視

２

・貯留タンクの隔離弁の操作及び空気圧縮機の停止

２

Ｇ，Ｈ

Ｇ，Ｈ

・塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の隔離弁の

操作及び排風機の起動

２

0:10

▽事象発生

0:20 0:30 0:40 0:50

▽貯留タンクへの貯留完了

0:03

0:05
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第 6.1.2－１図 フォールトツリー（臨界）（その１）   

溶解槽における
臨界事故の発生

③

②

①
臨界事故への対応手段
①： 可溶性中性子吸収材の自動供給
②： 換気系統遮断・貯留タンクでの貯留
③： 一般圧縮空気系からの空気供給による放射線分解水素の掃気
④： 可溶性中性子吸収材緊急供給系からの中性子吸収材の供給（自主対策）
⑤： 可溶性中性子吸収材の手動供給（自主対策）
⑥： セルへの導出及びセルでの滞留（自主対策）
⑦： 可搬型空気圧縮機からの空気供給による放射線分解水素の掃気（自主対策）

燃料送り出し

装置の制御の

異常

燃料せん断長

位置異常警報

及びせん断停

止回路故障

溶解用硝酸供

給機能喪失

溶解用供給硝

酸流量低警報

及びせん断停

止回路故障）

溶解槽溶解液

密度高警報及

びせん断停止

回路故障

運転員による

硝酸調整にお

ける溶解用硝

酸調整失敗

硝酸調整槽か

ら硝酸供給槽

への移送時の

分析による酸

濃度確認失敗

硝酸供給槽密

度低警報及び

せん断停止回

路故障

燃料せん断片の過装荷 溶解液中の核燃料物質濃度の上昇 溶解槽に供給する硝酸濃度の異常な低下

可溶性中性子吸

収材緊急供給回

路の機能喪失

可溶性中性子吸

収材緊急供給系

の機能喪失

論理和

論理積

凡例

④

⑤

⑥

⑦
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第 6.1.2－１図 フォールトツリー（臨界）（その２）

エンドピース酸
洗浄槽における
臨界事故の発生③

②

①

せん断機のせん

断刃位置制御異

常

エンドピースせ

ん断位置異常警

報及びせん断停

止回路故障

エンドピース酸

洗浄槽洗浄液密

度高によるせん

断停止回路故障

論理和

論理積

凡例

せん断機からの過剰な核燃料物質の移行

⑤

④

臨界事故への対応手段
①： 可溶性中性子吸収材の自動供給
②： 換気系統遮断・貯留タンクでの貯留
③： 一般圧縮空気系からの空気供給による放射線分解水素の掃気
④： 可溶性中性子吸収材の手動供給（自主対策）
⑤： セルへの導出及びセルでの滞留（自主対策）
⑥： 可搬型空気圧縮機からの空気供給による放射線分解水素の掃気（自主対策）

⑥
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第 6.1.2－１図 フォールトツリー（臨界）（その３） 

ハル洗浄槽の臨
界事故の発生

溶解用硝酸

供給機能喪

失

溶解槽供給

硝酸流量低

警報及びせ

ん断停止回

路故障

運転員によ

る硝酸調整

における溶

解用硝酸調

整失敗

硝酸供給槽

密度低警報

及びせん断

停止回路故

障

運転員によ

る溶解槽の

密度計指示

値の確認の

失敗

運転員によ

る溶解槽の

密度計指示

値の確認失

敗

溶解槽溶液

加熱機能故

障）

溶解槽溶解

液温度低警

報及びせん

断停止回路

故障

運転員によ

る溶解槽の

密度計指示

値を確認失

敗

論理和

論理積

凡例

溶解用供給硝酸の供給不足 溶解用供給硝酸濃度の低下 溶解槽の溶解液温度低下

③

②

①

⑤

④

⑥

臨界事故への対応手段
①： 可溶性中性子吸収材の自動供給
②： 換気系統遮断・貯留タンクでの貯留
③： 一般圧縮空気系からの空気供給による放射線分解水素の掃気
④： 可溶性中性子吸収材の手動供給（自主対策）
⑤： セルへの導出及びセルでの滞留（自主対策）
⑥： 可搬型空気圧縮機からの空気供給による放射線分解水素の掃気

（自主対策）
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第 6.1.2－１図 フォールトツリー（臨界）（その４） 

溶液の移送先誤

判断

逐次並行分析に

よる濃度確認失

敗

溶液中のプルト

ニウム濃度の分

析結果の確認失

敗

精製建屋第５一時
貯留処理槽におけ
る臨界事故の発生

論理和

論理積

凡例

③

②

①

⑤

④

⑥

臨界事故への対応手段
①： 可溶性中性子吸収材の自動供給
②： 換気系統遮断・貯留タンクでの貯留
③： 一般圧縮空気系からの空気供給による放射線分解水素の掃気
④： 可溶性中性子吸収材の手動供給（自主対策）
⑤： セルへの導出及びセルでの滞留（自主対策）
⑥： 可搬型空気圧縮機からの空気供給による放射線分解水素の掃気（自主対策）
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第 6.1.2－１図 フォールトツリー（臨界）（その５）

溶液の移送先誤

判断

逐次並行分析に

よる濃度確認失

敗

溶液中のプルト

ニウム濃度の分

析結果の確認失

敗

精製建屋第７一時
貯留処理槽におけ
る臨界事故の発生

論理和

論理積

凡例

③

②

①

⑤

④

⑥

臨界事故への対応手段
①： 可溶性中性子吸収材の自動供給
②： 換気系統遮断・貯留タンクでの貯留
③： 一般圧縮空気系からの空気供給による放射線分解水素の掃気
④： 可溶性中性子吸収材の手動供給（自主対策）
⑤： セルへの導出及びセルでの滞留（自主対策）
⑥： 可搬型空気圧縮機からの空気供給による放射線分解水素の掃気（自主対策）
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第 6.1.2－２図 溶解槽の機器内水素濃度のトレンド 

  

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

0 10 20 30 40 50 60

機
器
内

水
素

濃
度

v
o
l%

経過時間[min]

117



6-98

第 6.1.2－３図 エンド ピース酸洗浄槽の機器内水素濃度の

トレンド
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第 6.1.2－４図 ハル洗浄槽の機器内水素濃度のトレンド
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第 6.1.2－５図 第５一時貯留処理槽の機器内水素濃度の

トレンド
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第 6.1.2－６図 第７一時貯留処理槽の機器内水素濃度の

トレンド
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第 6.1.2－７図 溶解槽における放射性物質の 

大気放出過程 

溶液中の 放射性物 質濃度  

Ｓｒ－ 90 ：  7.1×101 4Ｂｑ ／ｍ ３  

Ｃｓ－ 137 ：  9.9×101 4Ｂｑ ／ｍ ３  

Ｅｕ－ 154 ：  4.7×101 3Ｂｑ ／ｍ ３  

Ｐｕ－ 238 ：  6.8×101 3Ｂｑ ／ｍ ３  

Ｐｕ－ 239 ：  6.5×101 2Ｂｑ ／ｍ ３  

Ｐｕ－ 240 ：  1.1×101 3Ｂｑ ／ｍ ３  

Ｐｕ－ 241 ：  1.5×101 5Ｂｑ ／ｍ ３  

Ａｍ－ 241 ：  7.1×101 3Ｂｑ ／ｍ ３  

Ｃｍ－ 244 ：  5.0×101 3Ｂｑ ／ｍ ３  

放射性物 質放出量  

Ｓｒ－ 90 ：  1.3×10４ Ｂｑ  

Ｃｓ－ 137：  1.7×10４ Ｂｑ  

Ｅｕ－ 154：  8.1×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 238：  1.2×10３ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 239：  1.2×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 240：  1.8×10２ Ｂｑ  

Ｐｕ－ 241：  2.5×10４ Ｂｑ  

Ａｍ－ 241：  1.3×10３ Ｂｑ  

Ｃｍ－ 244：  8.5×10２ Ｂｑ  

放射性物 質の気相 中への移 行割合  

ルテニウ ム：溶液 中の保有 量の 0.1％  

その他   ：全核分 裂数 1.6×101 8 のエ ネルギに よる蒸発

      量（ 0.023ｍ ３ ）中の保 有量の 0.05％   

せ ん 断 処 理 ・ 溶 解 廃 ガ ス 処 理 設 備 の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ の 放 射 性 エ ア ロ ゾ ル

の除染係 数： 10４  

貯留設備 による放 射性物質 の貯留実 施時の放 出割合： 15％  

放出経路 構造物に よる除染 係数： 10 

主排気筒 放出  
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第 6.1.2－８図 エンド ピース酸洗浄槽における

放射性物質の大気放出過程

溶液中の 放射性物 質濃度

Ｓｒ－ 90 ： 7.1×101 4Ｂｑ ／ｍ ３

Ｃｓ－ 137 ： 9.9×101 4Ｂｑ ／ｍ ３

Ｅｕ－ 154 ： 4.7×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 238 ： 6.8×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 239 ： 6.5×101 2Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 240 ： 1.1×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 241 ： 1.5×101 5Ｂｑ ／ｍ ３

Ａｍ－ 241 ： 7.1×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

Ｃｍ－ 244 ： 5.0×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

放射性物 質放出量  

Ｓｒ－ 90 ：  4.1×10３ Ｂｑ

Ｃｓ－ 137：  5.7×10３ Ｂｑ

Ｅｕ－ 154：  2.7×10２ Ｂｑ

Ｐｕ－ 238：  3.9×10２ Ｂｑ

Ｐｕ－ 239：  3.7×10１ Ｂｑ

Ｐｕ－ 240：  6.0×10１ Ｂｑ

Ｐｕ－ 241：  8.2×10３ Ｂｑ

Ａｍ－ 241：  4.1×10２ Ｂｑ

Ｃｍ－ 244：  2.9×10２ Ｂｑ

放射性物 質の気相 中への移 行割合

ルテニウ ム：溶液 中の保有 量の 0.1％

その他 ：全核分 裂数 1.6×101 8 のエ ネルギに よる蒸発

  量（ 0.023ｍ ３ ）中の保 有量の 0.05％

せ ん 断 処 理 ・ 溶 解 廃 ガ ス 処 理 設 備 の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ の 放 射 性 エ ア ロ ゾ ル

の除染係 数： 10４  

貯留設備 による放 射性物質 の貯留実 施時の放 出割合： ５％  

放出経路 構造物に よる除染 係数： 10 

主排気筒 放出
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第 6.1.2－９図 ハル洗浄槽における放射性物質の

大気放出過程

溶液中の 放射性物 質濃度

Ｓｒ－ 90 ： 7.1×101 4Ｂｑ ／ｍ ３

Ｃｓ－ 137 ： 9.9×101 4Ｂｑ ／ｍ ３

Ｅｕ－ 154 ： 4.7×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 238 ： 6.8×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 239 ： 6.5×101 2Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 240 ： 1.1×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 241 ： 1.5×101 5Ｂｑ ／ｍ ３

Ａｍ－ 241 ： 7.1×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

Ｃｍ－ 244 ： 5.0×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

放射性物 質放出量  

Ｓｒ－ 90 ：  1.3×10４ Ｂｑ

Ｃｓ－ 137：  1.7×10４ Ｂｑ

Ｅｕ－ 154：  8.1×10２ Ｂｑ

Ｐｕ－ 238：  1.2×10３ Ｂｑ

Ｐｕ－ 239：  1.2×10２ Ｂｑ

Ｐｕ－ 240：  1.8×10２ Ｂｑ

Ｐｕ－ 241：  2.5×10４ Ｂｑ

Ａｍ－ 241：  1.3×10３ Ｂｑ

Ｃｍ－ 244：  8.5×10２ Ｂｑ

放射性物 質の気相 中への移 行割合

ルテニウ ム：溶液 中の保有 量の 0.1％

その他 ：全核分 裂数 1.6×101 8 のエ ネルギに よる蒸発

  量（ 0.023ｍ ３ ）中の保 有量の 0.05％

せ ん 断 処 理 ・ 溶 解 廃 ガ ス 処 理 設 備 の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ の 放 射 性 エ ア ロ ゾ ル

の除染係 数： 10４  

貯留設備 による放 射性物質 の貯留実 施時の放 出割合： 15％  

放出経路 構造物に よる除染 係数： 10 

主排気筒 放出
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第 6.1.2－ 10図  第５一時貯留処理槽における

放射性物質の大気放出過程

溶液中の 放射性物 質濃度

Ｐｕ－ 238 ： 6.8×101 4Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 239 ： 6.5×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 240 ： 1.1×101 4Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 241 ： 1.5×101 6Ｂｑ ／ｍ ３

放射性物 質の気相 中への移 行割合

ルテニウ ム：溶液 中の保有 量の 0.1％

その他 ：全核 分裂数 1.6×101 8 の エネルギ による蒸 発

  量（ 0.023ｍ ３ ）中の保 有量の 0.05％

塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備 の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ の 放 射 性 エ ア ロ ゾ ル の 除

染係数： 10４

貯留設備 による放 射性物質 の貯留実 施時の放 出割合： 10％  

放出経路 構造物に よる除染 係数： 10 

放射性物 質放出量  

Ｐｕ－ 238：  7.8×10３ Ｂｑ

Ｐｕ－ 239：  7.4×10２ Ｂｑ

Ｐｕ－ 240：  1.2×10３ Ｂｑ

Ｐｕ－ 241：  1.7×10５ Ｂｑ

主排気筒 放出
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第 6.1.2－ 11図  第７一時貯留処理槽における

放射性物質の大気放出過程

溶液中の 放射性物 質濃度

Ｐｕ－ 238 ： 6.8×101 4Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 239 ： 6.5×101 3Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 240 ： 1.1×101 4Ｂｑ ／ｍ ３

Ｐｕ－ 241 ： 1.5×101 6Ｂｑ ／ｍ ３

放射性物 質の気相 中への移 行割合

ルテニウ ム：溶液 中の保有 量の 0.1％

その他 ：全核 分裂数 1.6×101 8 の エネルギ による蒸 発

  量（ 0.023ｍ ３ ）中の保 有量の 0.05％

塔 槽 類 廃 ガ ス 処 理 設 備 の 高 性 能 粒 子 フ ィ ル タ の 放 射 性 エ ア ロ ゾ ル の 除

染係数： 10

貯留設備 による放 射性物質 の貯留実 施時の放 出割合： 25％  

放出経路 構造物に よる除染 係数： 10 

放射性物 質放出量  

Ｐｕ－ 238：  2.0×10４ Ｂｑ

Ｐｕ－ 239：  1.9×10３ Ｂｑ

Ｐｕ－ 240：  3.0×10３ Ｂｑ

Ｐｕ－ 241：  4.1×10５ Ｂｑ

主排気筒 放出
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第28条：重大事故等の拡大防止（６．臨界事故への対処）
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名称

臨界事故の概要

臨界事故の拡大防止対策の検討

臨界計算根拠

解析に用いるパラメータの根拠等

核分裂数の設定妥当性

アクセスルートとホース敷設ルート

不確かさの設定

作業時間の想定根拠

臨界事故時の水素発生Ｇ値

JACSコードシステムの妥当性
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補足説明資料 6－1（２８条） 

６．臨界事故への対処 
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臨界事故の概要 
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補 6-1-1 

1. 臨界事故の概要

1.1 臨界事故の特徴 

臨界事故が発生した場合，ウラン及びプルトニウムの核分裂の連鎖反応

によって新たに核分裂生成物が生成し，このうち放射性希ガス及びよう素

が気相中に移行する。また，核分裂により放出される熱エネルギによって

溶液の温度が上昇し沸点に至ると，溶液の蒸発により放射性物質が放射性

エアロゾルとして気相中に移行する。さらに，臨界に伴う放射線分解等に

より水素が発生する。 
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1.2 臨界事故の拡大防止対策の概要 

1.2.1 可溶性中性子吸収材の自動供給 

臨界事故が発生した場合は，臨界事故の発生を検知し，臨界事故が発

生している機器に，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系を用いて自動

的に可溶性中性子吸収材を供給することで，未臨界に移行させるととも

に未臨界を維持する。 

また，自主対策設備として整備する可搬型可溶性中性子吸収材供給器

を用いて，手動による可溶性中性子吸収材の供給対策に移行する。 

重大事故時可溶性中性子吸収材供給系は，臨界事故発生時に想定され

る温度，圧力及び放射線の環境条件下においても必要な機能を発揮でき

る。 

1.2.2 貯留設備による放射性物質の貯留と，臨界事故により発生する放射線

分解水素の掃気 

臨界事故が発生した場合には，直ちに自動的に臨界事故が発生した機

器に接続される廃ガス処理設備を停止すると共に，臨界が発生した機器

から，臨界事故により発生する放射性物質を貯留する貯槽（以下，「貯

留タンク」という。）への経路を確立し，空気圧縮機を用いて貯留タン

クに放射性物質を含む気体を貯留する。また，臨界事故が発生した機器

に空気を供給し，放射線分解等により発生する水素を掃気する。 

貯留タンクでの放射性物質を含む気体の貯留完了後，廃ガス処理設備

を再起動し，通常時の放出経路に復旧する。 

万一，貯留タンクへの放射性物質を含む気体を貯留する対策に失敗し

た場合に備え，自主対策として臨界事故で発生した放射性物質を含む気

体をセル内へ導出する対策を実施する。 
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貯留設備による放射性物質の貯留と，臨界事故により発生する放射線

分解水素の掃気に係る重大事故等対処施設は，想定される温度，圧力，

湿度及び放射線の環境条件下においても必要な機能を発揮できる。 

1.3 臨界事故の拡大防止対策の信頼性 

1.3.1 可溶性中性子吸収材の自動供給に用いる重大事故等対処施設の設計 

 臨界事故への対処においては，早期に未臨界に移行することで，総核分

裂数を低減し，気相に移行する放射性物質量及び新たに生成される放射性

物質量を低減することが重要な対策となり，その対策に使用する重大事故

時可溶性中性子吸収材供給系は，臨界事故時に確実に作動するよう，以下

のような設計としている。 

 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の弁を作動させる信号を発する，

臨界検知用放射線検出器は，３台の検出器で構成し，２台以上の検出

器から警報が発せられたことをもって作動信号を発する。これにより，

万一，３台の検出器のうち１台が動作不能であった場合でも，確実に

作動信号を発することができる。

 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系の弁は多重化し，どちらか一方

の弁が作動した場合に中性子吸収材を供給できる。

 重大事故時可溶性中性子吸収材供給系から臨界事故が発生した機器へ

の供給は重力流とし，外部からの移送源を要せずに中性子吸収材の供

給が可能である。

1.3.2 可溶性中性子吸収材の自動供給に使用する重大事故等対処施設の有

効性について 

臨界事故への対処は，臨界事故が発生した後に実施するため，臨界事故
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への対処に使用する重大事故等対処施設には，臨界に伴って生じる環境条

件等の変化を想定した場合でも，必要な機能を発揮することが求められる。 

以下に，重大事故等対処施設が機能を発揮できることを説明する。 

(１) 可溶性中性子吸収材の自動供給に使用する設備について

ａ．温度 

臨界により生じる熱エネルギにより，臨界事故の発生を想定する機器

が内包する溶液の温度が上昇するが，その場合の溶液の温度は沸点程度

であり，溶液に直接接する設備においても，その機能を損なうことはな

い。 

ｂ．圧力 

臨界により生じる熱エネルギにより，臨界事故の発生を想定する機器

が内包する溶液の温度が上昇し沸点に至った場合，蒸気が発生し，系統

内の圧力が上昇するが，臨界事故の貯留設備による放射性物質の貯留操

作により，系統内の圧力は最大でも，溶解槽の水封部又は精製建屋塔槽

類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の廃ガス ポ

ットの水頭圧相当に制限されるため，設備の機能を損なうことはない。 

ｃ．放射線 

臨界により生じる放射線及び臨界により発生する放射性希ガス等か

らの放射線に晒されるが，材質及び設備の設置場所を適切に考慮するこ

とから，設備の機能を損なうことはない。 

1.3.3 可溶性中性子吸収材の供給 

 臨界事故の発生を想定する機器において，未臨界に移行し，及び未臨界

を維持するために必要な可溶性中性子吸収材の量は第 1.3－１表に示すと

おりである。 
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臨界事故が発生した機器における溶液中の核燃料物質量，溶液の液量，

核種及び減速条件については，臨界事故が想定される施設の運転状態によ

り変動しうるが，それらの変動を包含できるよう評価結果が最も厳しくな

るよう条件を設定しているため，第 1.3－１表に示す可溶性中性子吸収材

量を供給することで確実に未臨界に移行できる。 

第 1.3－１表 可溶性中性子吸収材必要量 

建屋名 機器名 

可溶性中性子吸収材必要量

（配管滞留量等を除く最小

必要量）［Ｌ］ 

前処理建屋 

溶解槽 A 14 

溶解槽 B 14 

エンドピース酸洗浄槽 A 28 

エンドピース酸洗浄槽 B 28 

ハル洗浄槽 A 20 

ハル洗浄槽 B 20 

精製建屋 
第５一時貯留処理槽 1 

第７一時貯留処理槽 16 
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1.3.4 貯留設備による放射性物質の貯留と，臨界事故により発生する放射線

分解水素の掃気に用いる重大事故等対処施設の設計 

 臨界事故への対処においては，核分裂生成物として，フィルタによる除

去に期待できない放射性希ガス及び放射性よう素が生成し，臨界事故の発

生と同時に気相に移行し，外部に放出されることから，臨界事故の発生を

検知し，直ちに廃ガス処理設備の経路を遮断し，放射性希ガス及び放射性

よう素を外部に放出させないことが重要な対策となる。 

同対策に使用する貯留設備は，臨界事故時に確実に作動するよう，以下

のような設計としている。 

 貯留設備を作動させる信号を発する，臨界検知用放射線検出器は，３

台の検出器で構成し，２台以上の検出器から警報が発せられたことを

もって作動信号を発する。これにより，万一，３台の検出器のうち１

台が動作不能であった場合でも，確実に作動信号を発することができ

る。

 貯留設備の弁は多重化し，どちらか一方の弁が作動した場合に貯留設

備への経路を確立できる。

 貯留設備の貯留タンクは，臨界事故が発生した場合に，廃ガス処理設

備の気体を１時間にわたって貯留できる容量に余裕をみて設計する。

1.3.5 貯留設備による放射性物質の貯留と，臨界事故により発生する放射線

分解水素の掃気に用いる重大事故等対処施設の有効性について 

ａ．温度 

臨界により生じる熱エネルギにより，臨界事故の発生を想定する機器

が内包する溶液の温度が上昇し沸点に至った場合，蒸気が発生し，系統

内の気体の温度が上昇するが，その場合の気体の温度は溶液の沸点程度
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であり，設備の機能を損なうことはない。 

ｂ．圧力 

臨界により生じる熱エネルギにより，臨界事故の発生を想定する機器

が内包する溶液の温度が上昇し沸点に至った場合，蒸気が発生し，系統

内の圧力が上昇するが，系統内の圧力上昇は，貯留設備への導出により，

系統内の圧力は最大でも，溶解槽の水封部又は精製建屋塔槽類廃ガス処

理設備の塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の廃ガス ポットの水

頭圧相当に制限されるため，設備の機能を損なうことはない。 

ｃ．放射線 

臨界により生じる放射線及び臨界により発生する放射性希ガス等か

らの放射線に晒されるが，材質及び設備の設置場所を適切に考慮するこ

とから，設備の機能を損なうことはない。 

ｄ．湿度 

臨界により生じる熱エネルギにより，臨界事故の発生を想定する機器

が内包する溶液の温度が上昇し沸点に至った場合，蒸気が発生するが，

材質及び設備の設置場所を適切に考慮することから，設備の機能を損な

うことはない。また、放射性物質の除去機能を期待する高性能粒子フィ

ルタの除去効率については，蒸気による除去効率の低下を適切に考慮す

る。 

1.3.6 貯留タンクの容量 

 臨界事故の発生を想定する機器において，廃ガス処理系統内に流入する

流量は前処理建屋で約 30ｍ３／ｈ、精製建屋で約 70ｍ３／ｈであり、１時

間にわたって気体を貯留するとした場合の貯留タンクの容量（空気圧縮機

による圧縮を考慮しない容量）は前処理建屋で約 35ｍ３以上、精製建屋で
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約 82ｍ３以上としているため，臨界事故時において確実に貯留タンクに貯

留できる。 
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2. 臨界事故により発生する可能性のある事象の検討

2.1 臨界事故の拡大防止対策が成功した場合 

2.1.1 事故規模の想定 

 臨界事故による他事象への進展に係る想定内容及び設定した評価条件を

以下に示す。 

(１) 全核分裂数

全核分裂数の設定においては，図 2.1－１図のとおり，溶液体系の臨

界事故に見られるバースト期とプラトー期を有する臨界事故推移を想

定する。 

第2.1－１図 臨界事故の核分裂率推移の概念図 

ａ．バースト期の核分裂数 

臨界事故のバースト期の核分裂数は，過去に発生した臨界事故におけ

るバースト期の核分裂数が 1014～1017ｆｉｓｓｉｏｎｓの幅を取ること

を踏まえ，1018ｆｉｓｓｉｏｎｓを想定する。 

プラトー期 

バースト期 

出力振動期 

臨界事故はバースト期，出力振動期及びプラトー期に大別さ
れ，添加された反応度が溶液の温度上昇等の要因により相殺
され，核分裂率が低下する。 

核
分

裂
率

（
対

数
）

 

時間 
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ｂ．プラトー期の核分裂率 

 過去の事故においては，臨界事故における核分裂率は概ね 1012～1016

ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓの幅をもつ。 

この過去の結果を踏まえ，評価で使用する核分裂率として１×1015

ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓを想定する。 

ｃ．全核分裂数について 

 臨界事故の評価で使用する全核分裂数は，上記ａ．及びｂ．で想定し

たバースト期の核分裂数及びプラトー期における核分裂率に拡大防止

対策の完了時間（中性子吸収材供給完了時間10分）を乗じて求めた核分

裂数の合計とし，臨界事故の発生を想定する機器について一律1.6×1018

ｆｉｓｓｉｏｎｓとする。 

(２) 水素発生量の計算条件

ａ．水素発生量Ｇ値 

核分裂が発生した場合，核分裂に伴って放出される放射線により溶液

が放射線分解し，水素が発生する。 

核分裂による水素発生のＧ値については，水相にあっては 1.8ｍｏｌ

ｅｃｕｌｅｓ／100ｅＶと推測される。 

なお，同値の出典については第 2.1－１表のとおり。 
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第 2.1－１表 水素発生量Ｇ値の出典 

ｂ．臨界の全核分裂数と水素発生量の関係 

バースト期の核分裂数を１×1018ｆｉｓｓｉｏｎｓ，プラトー期の核

分裂率を１×1015ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓｅｃとする。プラトー期の核分

裂率に臨界継続時間を乗じ，バースト期の核分裂数を加算して全核分裂

数とする。 

液性 文献 G値[molecules/100eV]

水
相

1）阿部仁ほか．溶液燃料の過渡臨界事象に伴
う放射性ヨウ素及び希ガス等の放出挙動の検
討，日本原子力研究所，1999，JAERI-Tech
99-067．

0.77以上

2）Harry MacDonald Forehand, Jr．“Effect
of Radiolytic gas on nuclear excursions
in aqueous solutions”．1981．

約0.6（ウラン濃度約420g/ℓ）
～1.7(ウラン濃度約5g/ℓ)

1.8(fission fragments)

3）吉田涼一朗ほか．“硝酸ウラニル水溶液の
過渡臨界における水素ガス発生量の推定”．
日本原子力学会予稿集．福岡，2016/9/7～
9/9，日本原子力研究開発機構，日本原子力
学会，2016．

1.2（1E+18fissionsあたり4molの水素
との記載より換算）
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2.1.2 連鎖又は従属事象として発生する子事象の特定 

2.1.2.1 連鎖して発生する可能性のある子事象の整理 

 臨界事故を親事象とした場合に，連鎖して発生する可能性のある子事象

を第 2.1－２表に示す。 

第 2.1－２表には，臨界事故の発生が想定される機器が有する臨界事故

以外の事象の発生の防止に関連する安全機能の関係も合わせて整理した。 

2.1.2.1 では，親事象の発生によって生じる事故影響によって，親事象

が発生した機器が有するその他の安全機能を喪失させるか否か，及び，親

事象が発生した機器と同一セルに設置されているその他の機器が有する安

全機能を喪失させるか否かについて分析する。 

親事象の発生によって生じる事故影響が子事象の安全機能へ与える影

響の関係を第 2.1－２図に示す。 

 第 2.1－２表に示したとおり，親事象の発生が想定される機器が有する

機能は，水素掃気機能を有することから臨界事故を親事象とした場合に，

親事象の事故影響によって子事象の発生防止対策の機能が喪失する可能性

のある子事象は，「第 36 条 水素爆発」である。 
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第 2.1－２表 臨界事故を親事象とした場合に発生の可能性がある子事象 

※AC: 精製建屋

親事象
第34条 第35条 第36条 第37条 第37条 第38条 第39条

蒸発乾固 水素爆発 溶媒火災 TBP 燃料損傷 漏えい

安全冷却
水系

水素掃気
用安全圧
縮空気系

熱的制限
値

熱的制限
値

－ －

溶解槽A 溶解槽Ａセル ○ － － － － － －
溶解槽B 溶解槽Ｂセル ○ － － － － － －
エンドピース酸洗浄槽A 溶解槽Ａセル ○ － － － － － －
エンドピース酸洗浄槽B 溶解槽Ｂセル ○ － － － － － －
ハル洗浄槽A 溶解槽Ａセル ○ － ○ － － － －
ハル洗浄槽B 溶解槽Ｂセル ○ － ○ － － － －
AC第５一時貯留処理槽 精製建屋一時貯留処理槽第１セル ○ － － － － － －

AC第７一時貯留処理槽 精製建屋一時貯留処理槽第２セル ○ － ○ － － － －

セル

連鎖して発生する可能性のある子事象

臨界事故

精製建屋

前処理建屋

建屋 臨界事故の発生を想定する機器
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①機器内で発生する事故影響による当該機器における他の事故の発生防止対

策への悪影響（例：水素爆発によるエネルギによって，貯槽内の冷却コイ

ルを破損させる等）

②機器内で発生する事故影響による他の機器の事故の発生防止対策への悪影

響

③機器内で発生する事故影響によるセルに対して講じられる事故の発生防止

対策への悪影響

④セル内で発生する事故影響による同一セル内の機器の事故の発生防止対策

への悪影響

⑤セル内で発生する事故影響による同一セル内で発生する他の事故の発生防

止対策への悪影響

第 2.1－２図 親事象の事故影響が子事象の安全機能へ与える影響の関係 
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2.1.2.1.1 親事象の事故影響による設計基準上の発生防止対策の機能喪失

の観点 

 本節では，親事象の事故影響によって設計基準上の発生防止対策を構成

する機器が損傷するか否かを「温度」，「圧力」，「湿度」及び「放射線」の

観点で分析する。 

 また，親事象の事故影響によって設計基準上の発生防止対策が容量不足

に至るか否かを分析する。 
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(１) 発生防止対策を構成する機器が損傷するか否かの観点

 第 2.1－２表を，同一セルに設置される他の機器を抽出し，他の機器を

含め設置数が単一か複数かに着目するとともに，機器が有する安全機能の

種類のパターンに着目して整理した結果を第 2.1－４表から第 2.1－５表

に示す。 

臨界事故を親事象とした場合，２グループに集約される。 

グループ毎に，親事象の事故影響によって設計基準上の発生防止対策を

構成する機器が損傷するか否かを分析する。 

グルーピングの説明を第 2.1－３表に示す。 

第 2.1－３表 グルーピングの説明（拡大防止成功） 

グループ グルーピングの説明 

グループ１ １セルに１機器のみ設置され，安全機能として臨界及び水

素爆発への対処設備が要求されるもの 

グループ２ １セルに複数機器が設置され，安全機能として臨界，蒸発

乾固及び水素爆発への対処設備が全て又はいずれか要求さ

れるもの 
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第 2.1－４表 グルーピング結果（前処理建屋） 

 

  

親事象
第34条 第35条 第36条 第37条 第37条 第38条 第39条

蒸発乾固 水素爆発 溶媒火災 TBP 燃料損傷 漏えい

形状 濃度 質量
安全冷却

水系

水素掃気
用安全圧
縮空気系

熱的制限
値

熱的制限
値

－ －

溶解槽A 溶解槽Ａセル ○ ○ ○ ○ － － － － － － G2
エンドピース酸洗浄槽A 〃 ○ － ○ ○ － － － － － － G2
エンドピース水洗浄槽A 〃 － － － － － － － － － － G2
ハル洗浄槽A 〃 ○ － － － － ○ － － － － G2
第１よう素追出し槽A 〃 － － ○ － － － － － － － G2
第２よう素追出し槽A 〃 － － ○ － － － － － － － G2
中間ポットA 〃 － － ○ － ○ ○ － － － － G2
溶解槽B 溶解槽Ｂセル ○ ○ ○ ○ － － － － － － G2
エンドピース酸洗浄槽B 〃 ○ － ○ ○ － － － － － － G2
エンドピース水洗浄槽B 〃 － － － － － － － － － － G2
ハル洗浄槽B 〃 ○ － － － － ○ － － － － G2
第１よう素追出し槽B 〃 － － ○ － － － － － － － G2
第２よう素追出し槽B 〃 － － ○ － － － － － － － G2
中間ポットB 〃 － － ○ － ○ ○ － － － － G2

前処理建屋

建屋
臨界事故の発生を想定する機器または

臨界事故の発生を想定する機器と
同一セルに設置されている機器

セル

連鎖して発生する可能性のある子事象

グルー
ピング

第34条

臨界事故

臨界事故
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第 2.1－５表 グルーピング結果（精製建屋） 

 

 

 

 

 

※AC: 精製建屋  

親事象
第34条 第35条 第36条 第37条 第37条 第38条 第39条

蒸発乾固 水素爆発 溶媒火災 TBP 燃料損傷 漏えい

形状 濃度 質量
安全冷却

水系

水素掃気
用安全圧
縮空気系

熱的制限
値

熱的制限
値

－ －

AC第１一時貯留処理槽 精製建屋一時貯留処理槽第１セル － ○ － － ○ ○ － － － － G2
AC第２一時貯留処理槽 〃 － ○ － － ○ ○ － － － － G2
AC第３一時貯留処理槽 〃 － ○ － － ○ ○ － － － － G2
AC第４一時貯留処理槽 〃 － ○ － － － ○ － － － － G2
AC第５一時貯留処理槽 〃 ○ － ○ － － － － － － － G2
逆抽出液受槽 〃 － － － － － － － － － － G2
AC第７一時貯留処理槽 精製建屋一時貯留処理槽第２セル ○ － ○ － － ○ － － － － G1

精製建屋

建屋
臨界事故の発生を想定する機器または

臨界事故の発生を想定する機器と
同一セルに設置されている機器

セル

連鎖して発生する可能性のある子事象

グルー
ピング

第34条

臨界事故

臨界事故
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ａ．グループ１ 

グループ１に属する機器は，１セルに１機器が設置されており，機器

が有する安全機能等は，臨界防止に係る濃度管理及び水素掃気機能であ

る。 

グループ１に属する機器において想定される状態は第 2.1－６表に示

すとおりである。 

第 2.1－６表 グループ１の機器において想定される状態 

臨界事故の発生を 

想定する機器 

想定される主要な状態 

全核分裂数 

[fissions] 

到達温度 

[℃] 

圧力 

[kPa] 

精製建屋 第７一時貯留

処理槽 
1.6E+18 44 ～3 

(ａ) 温度の観点 

第 2.1－６表に示すとおり，グループ１に属する機器は沸騰には至ら

ない。そのため，乾燥・固化に至ることはなく，発生防止対策を構成す

る機器が晒される温度は沸点未満である。 

連鎖して発生の可能性のある子事象の設計基準としての発生防止対策

は第 2.1－７表に示すとおりである。 

第 2.1－７表 設計基準としての発生防止対策（グループ１） 

設計基準としての発生防止対策 

第 34 条 臨界事故 濃度管理（ソフト対策） 

第 36 条 水素爆発 水素掃気用安全圧縮空気系 
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ⅰ．第 34 条 臨界事故 

設計基準の発生防止対策として濃度管理（ソフト対策）を実施して

いるが，本機器は臨界事故の発生を想定しており，濃度上昇はその起

因事象である。 

ⅱ．第 36 条 水素爆発 

設計基準の発生防止対策として水素掃気用安全圧縮空気系を使用す

るが，これらの系統を構成する機器は，ステンレス等の鋼製であり，

沸点程度の温度において損傷することはない。温度の影響がセル外へ

及ぶことはないことから，セル外の水素掃気用安全圧縮空気系の機器

及び親事象の発生箇所と異なるセルの水素掃気用安全圧縮空気系の機

器が損傷することはない。 

(ｂ) 圧力の観点 

本グループの機器においては沸騰に至ることはないことから，系統内

の圧力は平常運転時程度であり，水素爆発の設計基準の発生防止対策を

構成する機器に影響を及ぼさない。 

(ｃ) 湿度の観点 

本グループの機器においては沸騰に至ることはないことから，系統内

の湿度は平常運転時程度であり，水素爆発の設計基準の発生防止対策を

構成する機器に影響を及ぼさない。 

(ｄ) 放射線の観点 

機器は臨界事故により発生する放射線及び放射性希ガスからの放射線
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に晒されることを想定する。 

ⅰ．第 34 条 臨界事故 

設計基準の発生防止対策として濃度管理（ソフト対策）を実施して

いるが，本機器は臨界事故の発生を想定しており，濃度上昇はその起

因事象である。 

ⅱ．第 36 条 水素爆発 

設計基準の発生防止対策として水素掃気用安全圧縮空気系を使用す

るが，これらの系統を構成する機器は，ステンレス等の鋼製であり，

放射線に晒されても損傷することはない。放射線の影響はセル外にも

及ぶ可能性はあるが，セル外の水素掃気用安全圧縮空気系の機器及び

親事象の発生箇所と異なるセルの水素掃気用安全圧縮空気系の機器も，

ステンレス等の鋼製であり，放射線に晒されても損傷することはない。 
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 ｂ．グループ２ 

   グループ２に属する機器は，１セルに複数機器が設置されており，機

器が有する安全機能等は，臨界防止に係る形状寸法管理，濃度管理及び

質量管理並びに冷却機能及び水素掃気機能であり，全部又はいずれかの

安全機能を有する。 

   グループ２に属する機器において想定される状態は第 2.1－８表に示

すとおりである。 

 

第 2.1－８表 グループ２の機器において想定される状態 

臨界事故の発生を 

想定する機器 

想定される主要な状態 

全核分裂数 

[fissions] 

到達温度 

[℃] 

圧力 

[kPa] 

溶解槽 A 1.6E+18 94 ～3 

溶解槽 B 1.6E+18 94 ～3 

エンドピース酸洗浄槽 A 1.6E+18 88 ～3 

エンドピース酸洗浄槽 B 1.6E+18 88 ～3 

ハル洗浄槽 A 1.6E+18 沸点到達 ～3 

ハル洗浄槽 B 1.6E+18 沸点到達 ～3 

精製建屋 第５一時貯留

処理槽 
1.6E+18 沸点到達 ～3 

 

 (ａ) 温度の観点 

   第 2.1－８表に示すとおり，グループ２に属する一部の機器において

沸騰するとともに溶液の一部が蒸発することが想定される。 

   その場合の蒸発量は，核分裂で発生する熱エネルギが全て溶液の沸騰

に使用されるとした場合でも，最大でも約 23Ｌであり，溶液は乾燥・固

化に至らない。また，その場合の溶液温度は沸点程度である。 

   連鎖して発生の可能性のある子事象の設計基準としての発生防止対策

は第 2.1－９表に示すとおりである。 
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第 2.1－９表 設計基準としての発生防止対策（グループ２） 

設計基準としての発生防止対策 

第 34 条 臨界事故 形状寸法管理及び濃度管理並びに質量管理（ソフト

対策） 

第 35 条 蒸発乾固 安全冷却水系 

第 36 条 水素爆発 水素掃気用安全圧縮空気系 

ⅰ．第 34 条 臨界事故 

設計基準の発生防止対策として形状寸法管理又は濃度・質量管理（ソ

フト対策）を実施している。形状寸法の維持については，形状寸法管

理機器はステンレス等の鋼製であり，沸点程度の温度において損傷す

ることはなく，また，中性子吸収材であるホウ素入りコンクリート又

はカドミウム及び中性子減速材であるポリエチレンも，沸点程度の温

度において損傷することはない。 

また，臨界事故が発生した機器と同一セルにあって，濃度管理を行

う機器においては，機器内の溶液が沸騰し，濃縮するような温度上昇

は考えられないことから，設計基準の発生防止対策に影響を及ぼさな

い。 

また，温度の影響がセル外へ及ぶことはないことから，異なるセル

の臨界事故の防止に係る発生防止対策が無効になることはない。 

ⅱ．第 35 条 蒸発乾固 

設計基準の発生防止対策として安全冷却水系を使用するが，これら

系統を構成する機器は，ステンレス等の鋼製であり，沸点程度の温度
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において損傷することはない。温度の影響がセル外へ及ぶことはない

ことから，セル外の安全冷却水系の機器及び親事象の発生箇所と異な

るセルの安全冷却水系の機器が損傷することはない。 

 

  ⅲ．第 36 条 水素爆発 

    設計基準の発生防止対策として水素掃気用安全圧縮空気系を使用す

るが，これらの系統を構成する機器は，ステンレス等の鋼製であり，

沸点程度の温度において損傷することはない。温度の影響がセル外へ

及ぶことはないことから，セル外の水素掃気用安全圧縮空気系の機器

及び親事象の発生箇所と異なるセルの水素掃気用安全圧縮空気系の機

器が損傷することはない。 

 

 (ｂ) 圧力の観点 

   沸騰に至る一部の機器において機器内圧力が上昇する可能性があるも

のの，その上昇幅は最大でも水封安全器の水頭圧相当の３ｋＰａ程度で

あり，これは平常運転時の圧力変動幅の範囲と同程度である。 

   そのため，圧力の上昇を想定しても設計基準としての発生防止対策に

影響を及ぼすことはない。 

 

 (ｃ) 湿度の観点 

   沸騰に至る一部の機器において機器内の湿度が上昇するものの，湿度

の上昇によって第 2.1－９表に示す機器が損傷することはない。 

   また，湿度の影響が貯槽外へ及ぶことはないことから，セル外の機器

及び親事象の発生箇所と異なるセルの機器が損傷することはない。 
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(ｄ) 放射線の観点 

機器は臨界事故により発生する放射線及び放射性希ガスからの放射線

に晒されることを想定する。 

ⅰ．第 34 条 臨界事故 

設計基準の発生防止対策として形状寸法管理又は濃度・質量管理（ソ

フト対策）を実施している。形状寸法の維持については，形状寸法管

理機器はステンレス等の鋼製であり，放射線に晒された場合でも損傷

することはなく，また，中性子吸収材であるホウ素入りコンクリート

又はカドミウム及び中性子減速材であるポリエチレンも，損傷するこ

とはない。 

放射線の影響はセル外にも及ぶ可能性はあるが，親事象の発生箇所

と異なるセルの形状寸法管理の機器も，ステンレス等の鋼製であり，

放射線に晒されても損傷することはない。 

ⅱ．第 35 条 蒸発乾固 

設計基準の発生防止対策として安全冷却水系を使用するが，これら

系統を構成する機器は，ステンレス等の鋼製であり，放射線に晒され

た場合でも損傷することはない。放射線の影響はセル外にも及ぶ可能

性はあるが，セル外の安全冷却水系の機器及び親事象の発生箇所と異

なるセルの安全冷却水系の機器もステンレス等の鋼製であり，放射線

に晒されても損傷することはない。 

ⅲ．第 36 条 水素爆発 

設計基準の発生防止対策として水素掃気用安全圧縮空気系を使用す

るが，これらの系統を構成する機器は，ステンレス等の鋼製であり，
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放射線に晒された場合でも損傷することはない。放射線の影響はセル

外にも及ぶ可能性はあるが，セル外の水素掃気用安全圧縮空気系の機

器及び親事象の発生箇所と異なるセルの水素掃気用安全圧縮空気系の

機器もステンレス等の鋼製であり，放射線に晒されても損傷すること

はない。 
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2.1.2.1.2 親事象の事故影響による重大事故等の重大事故等対策の機能喪

失の観点 

 本節では，親事象の事故影響によって重大事故等対策が機能喪失に至る

か否かを「温度」，「圧力」，「湿度」及び「放射線」の観点で分析する。 

分析の観点は以下のとおりとする。 

 親事象自身の重大事故等対策の発生防止対策及び拡大防止対策

を構成する機器が損傷するか否か

 親事象とは異なる重大事故等の重大事故等対策の発生防止対策

及び拡大防止対策を構成する機器が損傷するか否か

 また，親事象の事故影響によって重大事故等対策の発生防止対策及び拡

大防止対策が容量不足に至るか否かを分析する。 
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(１) 重大事故等対策を構成する機器が損傷するか否かの観点

共通要因により臨界事故と同時に発生する重大事故はないが，臨界事

故により生じる変化により重大事故等対策を構成する機器が損傷する

か否かを整理する。 

整理に当たっては，同一セル内に設置される臨界事故の発生を想定し

ない機器の臨界事故以外の重大事故対処への影響を確認する。 

ａ．重大事故等対策の概要 

(ａ) 第 34 条 臨界事故 

ⅰ．拡大防止対策 

 臨界が発生している機器等に可溶性中性子吸収材を供給する。

 可溶性中性子吸収材の供給には，重大事故時可溶性中性子吸収材

緊急供給系を用いる。

 セル内に設置されている可溶性中性子吸収材の供給に使用する

機器は，常設重大事故等対処設備の可溶性中性子吸収材を供給す

る配管である。

(ｂ) 第 35 条 蒸発乾固 

ⅰ．発生防止対策 

 冷却機能が喪失している機器の内部ループ配管，冷却コイル／冷

却ジャケットに冷却水を通水する。

 冷却水の通水には，常設重大事故等対処設備の内部ループ配管及

び冷却コイル／冷却ジャケット，可搬型重大事故等対処設備の可

搬型ホース等を使用する。

 セル内に設置されている冷却水の通水に使用する機器は，常設重
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大事故等対処設備の冷却コイル／冷却ジャケットである。 

ⅱ．拡大防止対策 

 冷却機能が喪失している機器に注水する。

 注水には，常設重大事故等対処設備の機器注水配管，可搬型重大

事故等対処設備の可搬型ホース等を使用する。

 セル内に設置されている注水に使用する機器は，常設重大事故等

対処設備の機器注水配管である。

(ｃ) 第 36 条 水素爆発 

ⅰ．発生防止対策 

 水素掃気機能が喪失している機器が接続している水素掃気用安

全圧縮空気系，発生防止用圧縮空気供給系及びかくはん用安全圧

縮空気系に圧縮空気を供給する。

 圧縮空気の供給には，常設重大事故等対処設備の水素掃気用安全

圧縮空気系，発生防止用圧縮空気供給系及びかくはん用安全圧縮

空気系，可搬型重大事故等対処設備の可搬型空気圧縮機，可搬型

ホース等を使用する。

 セル内に設置されている圧縮空気の供給に使用する機器は，常設

重大事故等対処設備の水素掃気用安全圧縮空気系，発生防止用圧

縮空気供給系及びかくはん用安全圧縮空気系である。

ⅱ．拡大防止対策 

 水素掃気機能が喪失している機器が接続している拡大防止用圧

縮空気供給系に圧縮空気を供給する。

159



補 6-1-30 

 圧縮空気の供給には，常設重大事故等対処設備の圧縮空気供給系

及び拡大防止用圧縮空気供給系，可搬型重大事故等対処設備の可

搬型空気圧縮機，可搬型ホース等を使用する。

 セル内に設置されている圧縮空気の供給に使用する機器は，常設

重大事故等対処設備の拡大防止用圧縮空気供給系である。

ｂ．親事象の発生によって各重大事故等対策が受ける影響 

(ａ) 各重大事故等対策に使用する設備のまとめ 

各重大事故等対策に使用する設備を第 2.1－10 表に示す。 
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第 2.1－10 表 各重大事故等対策に使用する設備 

（拡大防止成功） 

発生防止対策 拡大防止対策 材質 

第 34 条臨界事故 － 重大事故時可溶

性中性子吸収材

供給系 

鋼製（ステンレ

ス鋼等）

第 35 条蒸発乾固 冷却コイル／冷

却ジャケット 

機器注水配管 鋼製（ステンレ

ス鋼等）

第 36 条水素爆発 水素掃気用安全

圧縮空気系 

かくはん用安全

圧縮空気系 

発生防止用圧縮

空気供給系 

拡大防止用圧縮

空気供給系 

鋼製（ステンレ

ス鋼等）

(ｂ) 親事象の発生による各重大事故等対策への事故影響 

臨界事故の発生時に想定される状態は 2.1.2.1.1 に示したとおりであ

る。 

ⅰ．温度の観点 

2.1.2.1.1 に示すとおり，臨界事故の発生を想定する一部の機器に

おいて沸騰に至るものの，蒸発量は少なく，溶液が乾燥・固化に至る

ことはない。そのため，発生防止対策を構成する機器が晒される温度

は沸点程度である。 

「第 34 条 臨界事故」の拡大防止対策，「第 35 条 蒸発乾固」の発

生防止対策及び拡大防止対策及び「第 36 条 水素爆発」の発生防止対

策及び拡大防止対策において使用するセル内機器は，ステンレス等の

鋼製であり，沸点程度の温度において損傷することはない。 

温度の影響がセル外へ及ぶことはないことから，セル外の重大事故
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等への対処に使用する機器及び親事象の発生箇所と異なるセルにおけ

る重大事故等への対処に使用する機器が損傷することはない。 

ⅱ．圧力の観点 

2.1.2.1.1 に示すとおり，沸騰に至る機器において機器内圧力が上

昇する可能性があるものの，その上昇幅は最大でも水封安全器の水頭

圧相当の３ｋＰａ程度であり，これは平常運転時の圧力変動幅の範囲

と同程度である。 

「第 34 条 臨界事故」の拡大防止対策，「第 35 条 蒸発乾固」の発

生防止対策及び拡大防止対策及び「第 36 条 水素爆発」の発生防止対

策及び拡大防止対策において使用するセル内機器は，ステンレス等の

鋼製であり，３ｋＰａ程度の圧力において損傷することはなく，機器

自体の健全性が維持されることから，圧力の影響が貯槽外へ及ぶこと

はないため，同一セル内の重大事故等への対処に使用する機器，セル

外の重大事故等への対処に使用する機器及び親事象の発生箇所と異な

るセルの重大事故等への対処に使用する機器が損傷することはない。 

ⅲ．湿度の観点 

2.1.2.1.1 に示すとおり，沸騰に至る機器において機器内の湿度が

上昇する。 

湿度の変動によって第 2.1－10 表に示す重大事故等への対処に使用

する機器が損傷することはない。 

また，湿度の影響が貯槽外へ及ぶことはないことから，同一セル内

の重大事故等への対処に使用する機器，セル外の重大事故等への対処

に使用する機器及び親事象の発生箇所と異なるセルの重大事故等への

対処に使用する機器が損傷することはない。 
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ⅳ．放射線の観点 

機器は臨界事故により発生する放射線及び放射性希ガスからの放射

線に晒されることを想定する。 

「第 34 条 臨界事故」の拡大防止対策，「第 35 条 蒸発乾固」の発

生防止対策及び拡大防止対策及び「第 36 条 水素爆発」の発生防止対

策及び拡大防止対策において使用するセル内機器は，ステンレス等の

鋼製であり，放射線に晒された場合でも機器は損傷しない。 
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(２) 重大事故等対策の容量不足の観点

ａ．第 34 条 臨界事故 

 「第 34 条 臨界事故」の事故想定そのものであり，本観点の考察は不

要である。 

ｂ．第 35 条 蒸発乾固 

核分裂による熱量の増加は臨界事故の進展の一環であり，従属事象と

して 2.1.2.2 にて整理する。 

ｃ．第 36 条 水素爆発 

核分裂による水素発生は臨界事故の進展の一環であり，従属事象とし

て 2.1.2.2 にて整理する。 
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2.1.2.2 従属事象として発生する可能性のある子事象の整理（事象進展によ

り顕在化するパラメータ変動の観点） 

 臨界事故を親事象とした場合に，従属事象として発生する可能性のある

子事象を第 2.1－11 表に示す。 

 臨界事故を親事象とした場合に，親事象の事故影響によって従属的に発

生する可能性のある子事象は，「溶液の沸騰・蒸発」及び「水素の燃焼」で

ある。 

第 2.1－11 表 臨界事故を親事象とした場合に従属事象として発生する可能

性がある子事象 

臨界事故の発生

を想定する機器 

想定される主要な状態 
従属して発生する可能性 

のある子事象 

全核分裂数 

[fissions] 

到達温度 

[℃] 

圧力 

[kPa] 

溶液の沸騰 

・蒸発
水素の燃焼 

溶解槽 A 1.6E+18 94 ～3 － － 

溶解槽 B 1.6E+18 94 ～3 － － 

エンドピース酸

洗浄槽 A 
1.6E+18 88 ～3 － － 

エンドピース酸

洗浄槽 B 
1.6E+18 88 ～3 － － 

ハル洗浄槽 A 1.6E+18 沸点到達 ～3 ○ － 

ハル洗浄槽 B 1.6E+18 沸点到達 ～3 ○ － 

精製建屋 第５

一時貯留処理槽 
1.6E+18 沸点到達 ～3 ○ － 

精製建屋 第７

一時貯留処理槽 
1.6E+18 44 ～3 － － 
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 (１) 温度の観点 

   温度の観点でポイントとなる温度は次の５点である。 

 約 100℃  沸騰開始温度 

 ～約 1500℃ 放射性物質の揮発（Ｃｓ，Ｒｕ）， 

貯槽損傷 

 

   第 2.1－11 表に示すとおり，一部の機器において沸点に到達する。 

   ただし，臨界事故により生じる溶液の沸騰量は最大でも約 23Ｌであり，

臨界事故の発生が想定される機器の溶液量（最小 200Ｌ）を考慮すると，

溶液が喪失する前に臨界事故が収束する。また，可溶性中性子吸収材が

供給されることで，水分の喪失が防止される。このため，約 1500℃（放

射性物質の揮発（Ｃｓ，Ｒｕ），貯槽損傷）の状態へ進展することはな

い。 
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(２) 水素の発生の観点

臨界事故の発生を想定した場合でも、機器内の気相部中の水素濃度が

水素爆発未然防止濃度である８ｖｏｌ％を超えて上昇することはない。 

ａ．臨界発生時の水素濃度推移評価条件 

臨界発生時の水素濃度推移を評価するために必要な条件を整理する。

条件の一覧を第 2.1－12 表に示す。 

(ａ) 溶液性状の変化に応じたＧ値 

2.1.1 の設定と同じとする。 

(ｂ) 臨界の全核分裂数と水素発生量の関係 

2.1.1 の設定と同じとする。 

(ｃ) 供給空気量 

対象機器に平常運転時に供給される，計装圧縮空気，水素掃気用圧

縮空気及びプロセス上必要な圧縮空気を考慮する。 

ｂ．臨界後の水素発生量評価条件 

拡大防止対策が成功するものとして，臨界は収束する。評価対象機器

のうち，プロセス異常及び誤移送を起因とした臨界事故が発生している

場合は，これを考慮した溶液の性状を設定する。評価条件の一覧を第 2.1

－13 表に示す。 

(ａ) 溶液性状の変化に応じたＧ値 
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臨界発生後に想定される硝酸濃度に応じた水素発生Ｇ値を設定する。 

(ｂ) 崩壊熱密度 

臨界発生後に想定される溶液種類に応じた崩壊熱密度を設定する。 

(ｃ) 供給空気量 

対象機器に供給される計装圧縮空気，水素掃気用圧縮空気，プロセ

ス上必要な圧縮空気を考慮する。

ｃ．水素濃度の評価結果 

評価結果を第 2.1－14 表に示す。 

機器内の水素濃度の評価においては，臨界事故発生を起点として，

拡大防止対策が成功し，通常時の廃ガス処理設備による換気復旧まで

の１時間の中で推移する，機器内の最大水素濃度を求めた。 

第 2.1－14 表に示すとおり、いずれの機器でも気相部の水素濃度は

８ｖｏｌ％を超えない。 
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第 2.1－12表 (1) 臨界継続時の評価条件（共通条件）

項目 設定値

臨界における水素発生 G 値
[molecules/100eV] 

1.8 

バースト期の核分裂数[fissions] 1.0E+18 

プラトー期の核分裂率[fissions/s] 1.0E+15 

臨界継続時間[min] 10 

バースト期の水素発生量[m3] 0.134 

プラトー期の水素発生量[m3/h] 0.482 
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第 2.1－12表 (2) 臨界継続時の評価条件（個別条件）

建屋名 機器名
気相部容積

[m3] 

平常運転時掃気
流量 

[m3/h] 

沸騰までの時間
[min] 

前処理建屋

溶解槽 A 6.97 0.671 （沸騰しない）

溶解槽 B 6.97 0.671 （沸騰しない）

エンドピース酸洗浄槽 A 3 0.2 （沸騰しない）

エンドピース酸洗浄槽 B 3 0.2 （沸騰しない）

ハル洗浄槽 A 7.008※ 1 0.139 5 

ハル洗浄槽 B 7.008※ 1 0.139 5 

精製建屋
第５一時貯留処理槽 3.6 0.042 2.9 

第７一時貯留処理槽 3.8 0.406 （沸騰しない）

※１ 接続する溶解槽の気相部容積も考慮している。
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第 2.1－13表 未臨界移行後の評価条件（個別条件）

建
屋
名

機器名
液量
[m3] 

硝酸濃度
[mol/L] 

G 値 崩壊熱密度
水素発生

量
[m3/h] 

Gα  
[molecules
/100eV] 

Gβγ  
[molecules
/100eV] 

α
[W/m3] 

β
[W/m3] 

前
処
理
建
屋

溶解槽 A 3 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 2.65E-2 

溶解槽 B 3 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 2.65E-2 
エンドピース酸洗浄槽 A 2.1 3 1.1E-01 4.2E-02 4.016E+02 1.098E+03 1.60E-3 
エンドピース酸洗浄槽 B 2.1 3 1.1E-01 4.2E-02 4.016E+02 1.098E+03 1.60E-3 

ハル洗浄槽 A 0.2 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 1.77E-3 

ハル洗浄槽 B 0.2 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 1.77E-3 

精
製
建
屋

第５一時貯留処理槽 0.2 0.91 4.7E-01 9.8E-02 9.6E+02 0.0E+00 7.60E-4 

第７一時貯留処理槽 3 0.5 6.4E-01 1.57E-01 9.6E+02 0.0E+00 1.60E-2 
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第 2.1－14表  評価結果一覧 

機器名 
最大水素濃度

(vol％ ) 

溶解槽 A 3 

溶解槽 B 3 

エンドピース酸洗浄槽 A 7 

エンドピース酸洗浄槽 B 7 

ハル洗浄槽 A 3 

ハル洗浄槽 B 3 

第５一時貯留処理槽 6 

第７一時貯留処理槽 6 
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2.1.4 臨界事故の拡大防止対策が成功した場合に連鎖又は従

属事象として発生する子事象のまとめ

 2.1.3.1 に臨界事故に連鎖して発生する子事象の観点での

整理，2.1.3.2 に臨界事故の従属事象として発生する可能性

のある子事象の観点での整理を示した。 

 その結果，臨界事故の従属事象として新たに生じる事象は

特定されなかった。 
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６．臨界事故への対処 
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臨界事故の拡大防止対策の検討
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中性子吸収材の供給優位性 

1. 概要

臨界事故の未臨界を確保するための対策は，確実性及び信頼性が高く，

波及的影響を伴わない重大事故時可溶性中性子吸収材供給系を用いて自動

的に可溶性中性子吸収材を供給（以下，「中性子吸収材の供給」という。）

することで，未臨界に移行させるとともに未臨界を維持することとしてい

る。 

 ここでは，対策の信頼性を確保する観点から，中性子吸収材の供給以外

の対策についても考慮した上で，中性子吸収材を供給する対策を選択して

いることを説明する。 

2. 中性子吸収材の供給優位性

可溶性中性子吸収材を貯槽内に供給した場合，貯槽内溶液の状態（温度，

液位，密度等）が変化した場合でも，貯槽内の中性子吸収材の量は変わら

ないため，確実に未臨界を維持できる。また，重大事故時可溶性中性子吸

収材供給系は，臨界事故発生時に想定される温度，圧力及び放射線の環境

条件下においても必要な機能を発揮できるため，以下に示す対策と比較し

て信頼性が高いと評価した。 

3. 中性子吸収材の供給以外の対策の検討

(１) 検討内容

中性子吸収材の供給以外の対策について，施設の特徴，対策の実施に

よる波及的影響を考慮し，対策の実施可否を検討した。 

検討内容について以下に示す。 
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ａ．核燃料物質の排出・移送 

溶液を全濃度安全形状寸法管理機器又は中性子吸収材をあらかじめ供

給した貯槽へ移送することにより未臨界に移行する。ただし，溶液の

液温度及び移送方式によっては，対策が実施できない場合がある。 

ｂ．核燃料物質の希釈 

溶液に多量の硝酸等を供給することにより希釈し，未臨界濃度以下に

することにより未臨界に移行する。ただし，通常の移送経路を用いる

ため，上流の貯槽内に核燃料物質を含む溶液が貯留されている場合は

排出作業が必要となり，未臨界に移行できるまでの時間が長くなる。 

ｃ．移送機器を用いた中性子吸収材又は硝酸の機器への移送 

中性子吸収効果を持つ溶液を臨界事故が発生した機器に移送すること

により未臨界に移行する。ただし，中性子吸収材を貯留する機器は限

られるため，適用できない機器もある。溶解槽での酸濃度の低下が原

因の場合に限っては，硝酸の供給が有効な場合がある。 

 また，溶解槽にあっては設備の構成上の特長により，追加的に以下の対

策によっても未臨界に移行できる可能性がある。 

ｄ．可溶性中性子吸収材緊急供給系の回復 

検出器の故障による不動作の場合は，可溶性中性子吸収材緊急供給系

の弁を手動で開とすることで，可溶性中性子吸収材を供給する。なお，

供給弁の故障による不動作の場合は，現場にて当該弁の開操作を行う

ことも考えられるが，供給弁が溶解槽セルに隣接する室に設置されて

おり，臨界事故時には空間線量率が高くなり近接が困難のため，有効

性は低い。 

ｅ．硝酸供給槽からの中性子吸収材又は硝酸の供給 
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上流の硝酸ガドリニウム調整槽から硝酸調整槽及び硝酸供給槽を経由

して溶解槽へ中性子吸収材を供給する。ただし，途中の硝酸調整槽等

に硝酸が貯留されている場合は，内包する溶液を排出する必要がある

ため、時間を要する。なお，臨界事故の原因が，溶解槽内の酸濃度の

異常な低下による場合は，硝酸供給槽から硝酸を供給することで，燃

料せん断片の溶解を促し，未臨界へ移行できる可能性があるため，限

定的に有効である。 

ｆ．溶解槽ホイールの回転 

主に核分裂に寄与するのが燃料せん断片中の核燃料物質であるため，

溶解槽ホイールを回転させ，燃料せん断片を溶液から出し，中性子の

減速効果を低下させることで未臨界へ移行させる。ただし，溶解槽ホ

イールを回転させて燃料せん断片の入ったバケットを気中へ移行でき

るのは１バケット分のみであり，複数のバケットに燃料せん断片を投

入している場合は，未臨界に移行できない可能性があるため，限定的

に有効である。 

(２) 検討結果

前記のとおり，中性子吸収材の供給以外の対策によっても，未臨界に

移行できる可能性があるが，迅速かつ確実に未臨界に移行できる対策

としては，可溶性中性子吸収材の供給が最も優れていると判断した。 

178



補足説明資料 6－3（２８条） 

６．臨界事故への対処 
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臨界計算根拠
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1. はじめに

本資料は，臨界事故の拡大防止対策として実施する可溶性中性子吸収材の

供給により，臨界事故が発生した機器を未臨界に移行し，及び未臨界を維持

できることを示すために実施する臨界計算について，評価条件，評価モデル

及び評価結果等を示すものである。 

2. 臨界計算の概要

臨界計算においては，臨界事故の起因事象，事故において想定される施設

の安全機能の状態及び運転状態等の前提条件を基に，臨界事故が発生した機

器に可溶性中性子吸収材である硝酸ガドリニウム溶液を所定量供給した場合

における当該機器の解析条件を設定し，解析コードを用いて体系の実効増倍

率を算出する。 

臨界計算の対象となる機器及び主要な評価条件を第１表に示すとともに，

個別の評価条件及び評価結果を別紙－１～別紙－５に示す。 
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第１表 臨界計算の対象となる機器及び主要な評価条件 

施設 臨界事故の発生

を想定する機器 

解析上考慮する核燃料

物質の種類と形態 

核燃料物質の質量，濃

度，液量等 
同位体組成 

可溶性中性子吸

収材供給量 
参照先 

溶解施設 

溶解槽 

非 均 質 部 ： 非 均 質

UO2+UO2(NO3)2水溶液 

均質部：UO2(NO3)2 

燃料装荷量： 

145kg・ UO2/バケット～

580kg・UO2/バケット 

溶解液ウラン濃度：0～

600g・U/L 

235U：238U＝5：95 2100g・Gd 別紙－１ 

エンド ピース

酸洗浄槽
非均質 UO2+H2O 

燃料装荷量：550kg・UO2 235U：238U＝5：95 4200g・Gd 別紙－２ 

ハル洗浄槽 非均質 UO2+H2O 

（ハル洗浄槽内が燃料せ

ん断片と水の混合物で充

満した状態）

235U：238U＝5：95 3000g・Gd 別紙－３ 

精製施設 第 5 一時貯留処

理槽 
均質 Pu(NO3)3水溶液 

Pu 濃度： g・Pu/L 

液量：200 L 

239Pu： 240Pu： 241Pu＝

71：17：12 
150g・Gd 別紙－４ 

第 7 一時貯留処

理槽 
均質 Pu(NO3)3水溶液 

Pu 濃度： g・Pu/L 

液量：3000 L 

239Pu： 240Pu： 241Pu＝

71：17：12 
2400g・Gd 別紙－５ 

については商業機密の観点から公開できません。
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別紙－１ 

溶解槽の臨界計算 

1. 評価方法

臨界事故の起因事象，事故において想定される施設の安全機能の状態及び

運転状態等の前提条件を基に，溶解槽に硝酸ガドリニウム溶液を所定量供給

した場合における当該機器の解析条件を設定し，解析コードを用いて体系の

実効増倍率を算出する。実効増倍率の算出方法としては，非均質燃料部の非

均質燃料棒格子を燃料棒半径及び減速比（燃料棒と溶解液の体積比）をパラ

メータとして核的に等価な媒質に均質化し，この均質化された群定数を用い

て，実効増倍率を算出する。算出した実効増倍率が後述の判断基準を満足す

ることを確認する。 

2. 解析コード

実効増倍率の算出は，ＪＡＣＳコードシステムを用いて行う。具体的には，

ＭＧＣＬライブラリを用いてＭＡＩＬにより巨視的断面積を作成し，ＡＮＩ

ＳＮ－ＪＲによる均質化定数作成を経て，最終的にモンテカルロコードＫＥ

ＮＯ－Ⅳにより本体系の実効増倍率を算出する。 

3. 判断基準

体系の平均実効増倍率に標準偏差の 3 倍を加えた値（keff＋3σ）が 0.95

以下となることを判断基準とする。 
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4. 解析条件

溶解槽は実形状を考慮してモデル化し，燃料棒半径及び減速比を変化させ

ることで最適減速条件をサーベイし，核的に最も厳しい条件を特定する。 

特定された条件において，中性子吸収材である硝酸ガドリニウム溶液が供

給された状態を考慮し，溶解槽が未臨界を維持できるガドリニウム濃度を確

認する。 

具体的には以下のとおりとする。 

4.1 計算モデル 

溶解槽の臨界事故の起因は，燃料せん断片の溶解条件が何らかの要因によ

り悪化し，溶解不良が発生したものの，溶解不良を検知できず，せん断・溶

解運転を継続することで，未溶解の燃料が核的制限値を超えて溶解槽内に生

じることによるものであるため，臨界事故時には溶解槽内に溶解液及び燃料

せん断片が存在している状態となる。 

溶解槽の計算モデルにおいては，既認可の設工認（溶解施設の臨界防止に

関する計算書）において臨界安全設計として臨界計算を実施した際に用いた

溶解槽のモデルと同様のものを使用する。 

燃料被覆管は無視した上でペレット及び水を均質化した燃料領域を，溶解

槽中の燃料が存在しうるバケット部に満たす。均質化領域作成モデルを図１

に，計算モデルを図２に示す。 
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4.2 その他の解析条件 

(1) 受け入れ燃料仕様中最も厳しい燃料組成を保守的に包絡する初期濃縮度

5wt%の未照射燃料の組成として，235U＝5wt%，238U＝95wt%を用いる。ペレ

ット密度は 95%理論密度とする。

なお，せん断処理施設で取り扱う使用済み燃料の燃料集合体平均濃縮度

は 3.5wt%以下であるため，実際の燃料仕様を考慮すると，上記設定は安

全側の設定となる。

(2) 溶解液のウラン濃度は，溶解槽の通常時の濃度変動を考慮して 400gU/L

として，燃料装荷量を変化させ，実効増倍率が最も大きくなる装荷量を

求める。その後，溶解液のウラン濃度をパラメータとして変化させる。

(3) バケット内でホイール中心寄りの核燃料物質は，酸化物燃料並びに硝酸

ウラニルからなる非均質燃料体系とし，その化学的形態は

UO2+UO2(NO3)2+H2O とする。 

(4) バケット底部及び槽内の核燃料物質である溶解液は，均質・均一の硝酸

ウラニル水溶液とし，その化学的形態は UO2(NO3)2+H2O とする。

(5) 溶液の遊離硝酸，核分裂生成物及びアクチニド（ウランを除く）並びに

ガドリニウム入り燃料のガドリニウムは考慮しない。

(6) 反射条件としては，実効増倍率に対して感度の最も高い槽に垂直な方向

に 2.5cm 水反射条件を設定する。バケット底部の半径方向には，バケッ

ト部の反射体として作用する十分な厚さの溶解液層を設定しているため，

その外側にさらに反射体を設定する必要は無く，真空領域とする。 

(7) 溶液中のガドリニウム濃度は，0.7gGd/L とする。

(8) 同一セルに設置される他の機器との中性子相互干渉としては，溶解槽と

第 1 よう素追出し槽，第 2 よう素追出し槽，中間ポット及びエンド ピ

ース酸洗浄槽があるが，既認可の設工認（溶解施設の臨界防止に関する
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計算書）において，有意な中性子相互干渉がないことがわかっているた

め，臨界計算は溶解槽に着目した単一ユニットの評価を行なう。 
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図１ 燃料棒格子均質化用１次元輸送計算モデル 
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図２ 溶解槽の計算モデル 

については商業機密の観点から公開できません。
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5. 臨界評価の結果

ガドリニウム濃度 0.7gGd/L に対して，溶解槽に装荷される燃料質量を変

化させた場合の評価結果を図 3 に，また，燃料質量を変化させた場合に最も

実効増倍率が大きくなる質量において，溶解液のウラン濃度を変化させた場

合の評価結果を図 4 に示す。これらの結果から，中性子吸収材として機器内

のガドリニウムを 0.7gGd/L とした場合，keff＋3σは 0.95 以下であり，溶

解槽は未臨界を維持できる。 

溶解槽の液量は 3000Ｌであるため，想定した条件において必要となる可

溶性中性子吸収材の供給量は 2100g・Gd となる。 

189



補 6-3-10 

図３ 溶解槽の評価結果（0.7gGd/L のガドリニウム使用の場合） 

図４ 溶解槽の評価結果（0.7gGd/L のガドリニウム使用の場合） 

については商業機密の観点から公開できません。
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別紙－２ 

エンド ピース酸洗浄槽の臨界計算

1. 評価方法

臨界事故の起因事象，事故において想定される施設の安全機能の状態及び

運転状態等の前提条件を基に，エンド ピース酸洗浄槽に硝酸ガドリニウム

溶液を所定量供給した場合における当該機器の解析条件を設定し，解析コー

ドを用いて体系の実効増倍率を算出する。実効増倍率の算出方法としては，

非均質燃料部の非均質燃料棒格子をペレット半径及び減速比（ペレットと水

の体積比）をパラメータとして核的に等価な媒質に均質化し，この均質化さ

れた群定数を用いて，実効増倍率を算出する。算出した実効増倍率が後述の

判断基準を満足することを確認する。 

2. 解析コード

実効増倍率の算出は，ＪＡＣＳコードシステムを用いて行う。具体的には，

ＭＧＣＬライブラリを用いてＭＡＩＬにより巨視的断面積を作成し，ＡＮＩ

ＳＮ－ＪＲによる均質化定数作成を経て，最終的にモンテカルロコードＫＥ

ＮＯ－Ⅳにより本体系の実効増倍率を算出する。 

3. 判断基準

体系の平均実効増倍率に標準偏差の 3 倍を加えた値（keff＋3σ）が 0.95

以下となることを判断基準とする。 
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4. 解析条件

エンド ピース酸洗浄槽は球形状でモデル化し，ペレット半径及びペレッ

ト間距離を変化させることで最適減速条件をサーベイし，核的に最も厳しい

条件を特定する。 

特定された条件において，中性子吸収材である硝酸ガドリニウム溶液が供

給された状態を考慮し，エンド ピース酸洗浄槽が未臨界を維持できるガド

リニウム濃度を確認する。

具体的には以下のとおりとする。

4.1 計算モデル 

エンド ピース酸洗浄槽の臨界事故の起因は，せん断処理設備のせん断機

から多量のせん断片が移行することにより発生するため，臨界事故時にはエ

ンド ピース酸洗浄槽内に燃料が堆積している状態となる。

エンド ピース酸洗浄槽の計算モデルにおいては，核的に最も厳しくなる

よう球形状でモデル化する。 

燃料被覆管は無視した上でペレット及び水を均質化した燃料領域を，エン

ド ピース酸洗浄槽をモデル化した球に満たす。均質化領域作成モデルを図

1 に，計算モデルを図２に示す。 

4.2 その他の解析条件 

(1) 受け入れ燃料仕様中最も厳しい燃料組成を保守的に包絡する初期濃縮度

5wt%の未照射燃料の組成として，235U＝5wt%，238U＝95wt%を用いる。ペレ

ット密度は 97%理論密度とする。
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なお，せん断処理施設で取り扱う使用済み燃料の燃料集合体平均濃縮度

は 3.5wt%以下であるため，実際の燃料仕様を考慮すると，上記設定は安

全側の設定となる。 

(2) 溶液中のウラン濃度は，硝酸ウラニル中の硝酸による中性子吸収効果を

考慮しないことによって厳しい結果を与えるようゼロとする。

(3) エンド ピース酸洗浄槽内の核燃料物質は，酸化物燃料及び水からなる

均質体系とし，その化学的形態は UO2+H2O とする。

(4) エンド ピース酸洗浄槽に移行する燃料の量は，再処理施設で取り扱う

燃料集合体のうち，最も質量が大きくなる燃料集合体１体全量が移行す

るものとし，550kg・UO2とする。

(5) 溶液の遊離硝酸は考慮しない。

(6) 中性子吸収材としての効果を持つ槽本体等の構造物は考慮しない。

(7) 反射条件としては，外周 300mm 水反射体とする。

(8) 溶液中のガドリニウム濃度は，0.0，1.0，2.0gGd/L とする。

(9) 同一セルに設置される他の機器との中性子相互干渉については，既認可

の設工認（溶解施設の臨界防止に関する計算書）において，他の機器と

有意な中性子相互干渉がないことがわかっているため，臨界計算はエン

ド ピース酸洗浄槽に着目した単一ユニットの評価を行なう。
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図１ 均質化領域作成モデル 

図２ エンド ピース酸洗浄槽計算モデル 
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5. 臨界評価の結果

ガドリニウム濃度 0.0，1.0，2.0gGd/L に対してそれぞれペレット半径及

び減速比をパラメータとした場合の評価結果を図 3 から図 5 に示す。これら

の結果から，中性子吸収材として機器内のガドリニウムを 2.0gGd/L とした

場合， keff＋3σは 0.95 以下であり，エンド ピース酸洗浄槽は未臨界を維

持できる。 

エンド ピース酸洗浄槽の液量は 2100Ｌであるため，想定した条件におい

て必要となる可溶性中性子吸収材の供給量は 4200g・Gd となる。 
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図３ エンド ピース酸洗浄槽評価結果（ガドリニウム濃度 0.0gGd/L） 

図４ エンド ピース酸洗浄槽評価結果（ガドリニウム濃度 1.0gGd/L） 

については商業機密の観点から公開できません。
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図５ エンド ピース酸洗浄槽評価結果（ガドリニウム濃度 2.0gGd/L） 

については商業機密の観点から公開できません。
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別紙－３ 

ハル洗浄槽の臨界計算

1. 評価方法

臨界事故の起因事象，事故において想定される施設の安全機能の状態及び

運転状態等の前提条件を基に，ハル洗浄槽に硝酸ガドリニウム溶液を所定量

供給した場合における当該機器の解析条件を設定し，解析コードを用いて体

系の実効増倍率を算出する。実効増倍率の算出方法としては，非均質燃料部

の非均質燃料棒格子をペレット半径及び減速比（ペレットと水の体積比）を

パラメータとして核的に等価な媒質に均質化し，この均質化された群定数を

用いて，実効増倍率を算出する。算出した実効増倍率が後述の判断基準を満

足することを確認する。 

2. 解析コード

実効増倍率の算出は，ＪＡＣＳコードシステムを用いて行う。具体的には，

ＭＧＣＬライブラリを用いてＭＡＩＬにより巨視的断面積を作成し，ＡＮＩ

ＳＮ－ＪＲによる均質化定数作成を経て，最終的にモンテカルロコードＫＥ

ＮＯ－Ⅳにより本体系の実効増倍率を算出する。 

3. 判断基準

体系の平均実効増倍率に標準偏差の 3 倍を加えた値（keff＋3σ）が 0.95

以下となることを判断基準とする。 
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4. 解析条件

ハル洗浄槽は実形状に合わせ，円筒形状でモデル化し，ペレット半径及び

ペレット間距離を変化させることで最適減速条件をサーベイし，核的に最も

厳しい条件を特定する。 

特定された条件において，中性子吸収材である硝酸ガドリニウム溶液が供

給された状態を考慮し，ハル洗浄槽が未臨界を維持できるガドリニウム濃度

を確認する。 

具体的には以下のとおりとする。 

4.1 計算モデル 

ハル洗浄槽の臨界事故の起因は，溶解設備の溶解槽において燃料せん断片

の溶解不良が発生したことを検知できず，多量のせん断片が移行することに

より発生するため，臨界事故時にはハル洗浄槽内に燃料が堆積している状態

となる。 

ハル洗浄槽の計算モデルにおいては，ハル洗浄槽の実形状（円筒形）を考

慮し，円筒形状でモデル化する。 

燃料被覆管は無視した上でペレット及び水を均質化した燃料領域を，ハル

洗浄槽をモデル化した円筒形に満たす。均質化領域作成モデルを図 1 に，計

算モデルを図２に示す。 

4.2 その他の解析条件 

(1) 受け入れ燃料仕様中最も厳しい燃料組成を保守的に包絡する初期濃縮度

5wt%の未照射燃料の組成として，235U＝5wt%，238U＝95wt%を用いる。ペレ

ット密度は 95%理論密度とする。

199



補 6-3-20 

なお，せん断処理施設で取り扱う使用済み燃料の燃料集合体平均濃縮度

は 3.5wt%以下であるため，実際の燃料仕様を考慮すると，上記設定は安

全側の設定となる。 

(2) ハル洗浄槽内の核燃料物質は，酸化物燃料及び水からなる均質体系とし，

その化学的形態は UO2+H2O とする。

(3) ハル洗浄槽に移行する燃料の量は制限せずに，最適減速条件を決定する。

(4) 溶液の遊離硝酸は考慮しない。

(5) 中性子吸収材としての効果を持つ槽本体等の構造物は考慮しない。

(6) 反射条件としては，外周 300mm 水反射体とする。

(7) 溶液中のガドリニウム濃度は，15gGd/L とする。

(8) 同一セルに設置される中性子の相互干渉の考慮が必要な他の機器は存在

しないため，臨界計算はハル洗浄槽に着目した単一ユニットの評価を行

なう。
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図１ 均質化領域作成モデル 
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【平面図】 

【立面図】 

図２ ハル洗浄槽計算モデル 
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については商業機密の観点から公開できません。
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5. 臨界評価の結果

ガドリニウム濃度 15gGd/L に対してペレット半径及び減速比をパラメータ

とした場合の評価結果を図３に示す。これらの結果から，中性子吸収材とし

て機器内のガドリニウムを 15gGd/L とした場合，keff＋3σは 0.95 以下であ

り，ハル洗浄槽は未臨界を維持できる。 

ハル洗浄槽の液量は 200Ｌであるため，想定した条件において必要となる

可溶性中性子吸収材の供給量は 3000g・Gd となる。 

図３ ハル洗浄槽評価結果（ガドリニウム濃度 15gGd/L） 

については商業機密の観点から公開できません。

203



補 6-3-24 

別紙－４ 

第５一時貯留処理槽の臨界計算 

1. 評価方法

臨界事故の起因事象，事故において想定される施設の安全機能の状態及び

運転状態等の前提条件を基に，第 5 一時貯留処理槽に硝酸ガドリニウム溶液

を所定量供給した場合における当該機器の解析条件を設定し，解析コードを

用いて体系の実効増倍率を算出する。算出した実効増倍率が後述の判断基準

を満足することを確認する。 

2. 解析コード

実効増倍率の算出は，ＪＡＣＳコードシステムを用いて行う。具体的には，

ＭＧＣＬライブラリを用いてＭＡＩＬにより巨視的断面積を作成し，モンテ

カルロコードＫＥＮＯ－Ⅳにより本体系の実効増倍率を算出する。

3. 判断基準

体系の平均実効増倍率に標準偏差の 3 倍を加えた値（keff＋3σ）が 0.95

以下となることを判断基準とする。 
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4. 解析条件

第５一時貯留処理槽に臨界計算は以下の条件により実施する。 

4.1 計算モデル 

第５一時貯留処理槽の臨界事故の起因は，運転員等による核燃料物質の誤

移送である。 

第５一時貯留処理槽の計算モデルにおいては，第５一時貯留処理槽の実形

状（円筒形）を考慮し，円筒形状でモデル化する。モデル図を図１に示す。 

モデル化における直径，高さ（上部管台を除く）及び胴板厚みは公称寸法

を用いる。また，液位，液量と Pu 濃度の関係を図 1 中に示す。 

4.2 その他の解析条件 

(1) プルトニウム同位体組成は以下の通りとする。

239Ｐｕ ： 71wt% 

240Ｐｕ ： 17wt% 

241Ｐｕ ： 12wt% 

(2) 核燃料物質は，均質・均一の硝酸プルトニウム水溶液とし，その化学形

態はＰｕ（ＮＯ3）3とする。

(3) 遊離硝酸，核分裂生成物及びアクチニド（プルトニウムは除く）は考慮

しない。

(4) 臨界安全解析における第 5 一時貯留処理槽への液移送元は，精製施設プ

ルトニウム精製設備の放射性配管分岐第 1 セル漏えい液受皿 1 又は放射

性配管分岐第 1 セル漏えい液受皿 2 とする。そのため，第 5 一時貯留処

理槽に移送される液のプルトニウム濃度は，精製施設プルトニウム精製

設備のプルトニウム濃縮前の工程における通常運転時の変動を考慮した

最大プルトニウム濃度である gPu/L とし，液容量は放射性配管分岐第

については商業機密の観点から公開できません。
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1 セル漏えい液受皿 1 又は放射性配管分岐第 1 セル漏えい液受皿 2 の漏

えい検知装置が作動する液量に，漏えい発生検知後の液移送停止までの

漏えい量を加算した液量として 200L とする。 

(5) 反射条件としては，第 5 一時貯留処理槽の外側に厚さ 2.5cm の水反射体

を設けるとともに，セルのコンクリート壁による反射を考慮する。第 5

一時貯留処理槽とコンクリート間の距離は公称寸法を基に，保守的とな

るよう設定する。

(6) 溶液中のガドリニウム量は 150gGd とする。

(7) 第 5 一時貯留処理槽内のプルトニウム量 kgPu（＝ gPu/L×200L）及

びガドリニウム量 150gGd を固定する。ただし，臨界事故の発生条件及

び進展の不確実性を考慮し，状態の変化を包絡できるように，プルトニ

ウム濃度が変動した場合でも未臨界を維持できることを確認する。

(8) 同一セルに設置される他の機器との中性子相互干渉については，他の機

器において同時に臨界事故が発生しないこと及び第 5 一時貯留処理槽に

十分な量の中性子吸収材を供給することにより中性子相互干渉は無視し

うるものと考えられるため，臨界計算は第 5 一時貯留処理槽に着目した

単一ユニットの評価を行なう。

については商業機密の観点から公開できません。
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図１ 第５一時貯留処理槽の計算モデル 

については商業機密の観点から公開できません。
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5. 臨界評価の結果

第５一時貯留処理槽に 150gGd のガドリニウムを供給した場合の評価結果

を図２に示す。これらの結果から，中性子吸収材として機器内のガドリニウ

ムを 150gGd とした場合，keff＋3σは 0.95 以下であり，第５一時貯留処理

槽は未臨界を維持できる。 

図２ 第５一時貯留処理槽の評価結果 

0

については商業機密の観点から公開できません。

208



補 6-3-29 

別紙－５ 

第７一時貯留処理槽の臨界計算 

1. 評価方法

臨界事故の起因事象，事故において想定される施設の安全機能の状態及び

運転状態等の前提条件を基に，第７一時貯留処理槽に硝酸ガドリニウム溶液

を所定量供給した場合における当該機器の解析条件を設定し，解析コードを

用いて体系の実効増倍率を算出する。算出した実効増倍率が後述の判断基準

を満足することを確認する。 

2. 解析コード

実効増倍率の算出は，ＪＡＣＳコードシステムを用いて行う。具体的には，

ＭＧＣＬライブラリを用いてＭＡＩＬにより巨視的断面積を作成し，モンテ

カルロコードＫＥＮＯ－Ⅳにより本体系の実効増倍率を算出する。

3. 判断基準

体系の平均実効増倍率に標準偏差の 3 倍を加えた値（keff＋3σ）が 0.95

以下となることを判断基準とする。 
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4. 解析条件

第７一時貯留処理槽の臨界計算は以下の条件により実施する。 

4.1 計算モデル 

第７一時貯留処理槽の臨界事故の起因は，運転員等による核燃料物質の誤

移送である。 

第７一時貯留処理槽の計算モデルにおいては，第７一時貯留処理槽の実形

状（円筒形）を考慮し，円筒形状でモデル化する。モデル図を図１に示す。 

モデル化における直径，高さ（上部管台を除く）及び胴板厚みは公称寸法

を用いる。また，液位，液量と Pu 濃度の関係を図 1 中に示す。 

4.2 その他の解析条件 

(1) プルトニウム同位体組成は以下の通りとする。

239Ｐｕ ： 71wt% 

240Ｐｕ ： 17wt% 

241Ｐｕ ： 12wt% 

(2) 核燃料物質は，均質・均一の硝酸プルトニウム水溶液とし，その化学形

態はＰｕ（ＮＯ3）3とする。

(3) 遊離硝酸，核分裂生成物及びアクチニド（プルトニウムは除く）は考慮

しない。

(4) 臨界安全解析における第７一時貯留処理槽への液移送元は，プルトニウ

ム量が最大となる精製建屋一時貯留処理設備の第 3 一時貯留処理槽とす

る。そのため，第７一時貯留処理槽に移送される液のプルトニウム濃度

は，精製施設プルトニウム精製設備のプルトニウム濃縮前の工程におけ

る通常運転時の変動を考慮した最大プルトニウム濃度である gPu/L と

し，液容量は第 3 一時貯留処理槽の容量である 3000Ｌとする。 

については商業機密の観点から公開できません。
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(5) 反射条件としては，第７一時貯留処理槽の外側に厚さ 2.5cm の水反射体

を設けるとともに，セルのコンクリート壁による反射を考慮する。第７

一時貯留処理槽とコンクリート間の距離は公称寸法を基に，保守的とな

るよう設定する。

(6) 溶液中のガドリニウム量は 2400gGd とする。

(7) 第７一時貯留処理槽内のプルトニウム量 kgPu（＝ gPu/L×3000L）及

びガドリニウム量 2400gGd を固定する。ただし，臨界事故の発生条件及

び進展の不確実性を考慮し，状態の変化を包絡できるように，プルトニ

ウム濃度が変動した場合でも未臨界を維持できることを確認する。

(8) 同一セルに設置される中性子の相互干渉の考慮が必要な他の機器は存在

しないため，臨界計算は第 7 一時貯留処理槽に着目した単一ユニットの

評価を行なう。

については商業機密の観点から公開できません。
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図１ 第 7 一時貯留処理槽の計算モデル 

については商業機密の観点から公開できません。
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5. 臨界評価の結果

第７一時貯留処理槽に 2400gGd のガドリニウムを供給した場合の評価結果

を図２に示す。これらの結果から，中性子吸収材として機器内のガドリニウ

ムを 2400gGd とした場合，keff＋3σは 0.95 以下であり，第７一時貯留処理

槽は未臨界を維持できる。 

図２ 第７一時貯留処理槽の評価結果 

については商業機密の観点から公開できません。
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6. 臨界計算における評価の余裕について

 1.～5.に示すように，第 7 一時貯留処理槽においては，評価条件を，想定

しうる最も厳しい条件としており，臨界事故の起因及び臨界事故による状態

の変化が生じた場合でも未臨界に移行することが可能であることが示された。 

 本項では，想定しうる事故条件のうち，現実的な事故条件を想定して評価

条件を設定することにより，臨界事故後に供給するとしている可溶性中性子

吸収材の供給量が十分な余裕を有しているとともに，有効性評価で前提とし

ている臨界継続時間（10 分）の短縮の可能性について考察する。 

 さらに，評価上は未臨界に必要となる可溶性中性子吸収材の供給に 10 分

を要するとしているが，現実的な条件を考慮した場合に 10 分で供給可能と

なる中性子吸収材量を示す。 

 考察は主に誤移送を想定する溶液の Pu 濃度と，第 7 一時貯留処理槽に臨

界事故前に存在している未臨界濃度未満の溶液の量に着目する。 

6.1 高濃度 Pu 溶液による臨界事故の発生想定 

 臨界事故の対策では，臨界事故の発生を臨界検知用放射線検出器で検知し

た後，約 1 分で緊急停止系を操作することにより溶液の移送を停止すること

としている。したがって，4.2 で設定したように，誤移送元の貯槽の全量が

移送されるより前に移送は停止し，第 7 一時貯留処理槽内の Pu 量は 4.2 で

設定した量よりも小さくなる。 

この影響を評価するため，誤移送を想定する溶液の Pu 濃度については

4.2 で設定した濃度と同様とするものの，Pu 質量については臨界事故の発生

が想定される条件（実効増倍率が 1 を超過する際の Pu 質量）から決定し，

同体系に可溶性中性子吸収材を供給した場合に，未臨界に移行するために必

要な可溶性中性子吸収材量を求める。 
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本評価は補足的に実施するものであることから，入力の容易性等を考慮し

て，ＪＡＣＳコード システムと同様に，多数のベンチマーク計算により，

信頼性が確保された計算コードである，ＳＣＡＬＥコード システムを用い

る。 

モデル図及びその他の臨界評価条件については 4.と同様とする。

上記前提条件において，臨界事故が発生しうる液量かつ工程停止までの間

に移送される液量を考慮した第 7 一時貯留処理槽内の溶液量は約 300L とな

り，また，第 7 一時貯留処理槽を未臨界に移行するために必要な中性子吸収

材量は 1L 未満であった。 

6.2 低濃度 Pu 溶液による臨界事故の発生想定 

 第 7 一時貯留処理槽の臨界事故は，他の機器から高濃度の Pu 溶液を誤移

送することにより発生するものであるが，第 7 一時貯留処理槽に臨界事故前

に未臨界濃度未満の溶液が存在していることを考慮した場合，第 7 一時貯留

処理槽内で誤移送された Pu 溶液が希釈され，4.で示した液量よりも多い液

量で臨界事故に至っている可能性がある。 

 この影響を評価するため，第 7 一時貯留処理槽が満液となった状態におい

て，溶液の Pu 濃度をパラメータとして臨界計算を行い，臨界事故が発生し

うる Pu 濃度を特定するとともに，同体系に可溶性中性子吸収材を供給した

場合に，未臨界に移行するために必要な可溶性中性子吸収材量を求める。 

本評価は補足的に実施するものであることから，入力の容易性等を考慮し

て，ＪＡＣＳコード システムと同様に，多数のベンチマーク計算により，

信頼性が確保された計算コードである，ＳＣＡＬＥコード システムを用い

る。 

モデル図及びその他の臨界評価条件については 4.と同様とする。
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上記前提条件において，臨界事故が発生しうる Pu 濃度は約 9.5gPu/L とな

り，また，第 7 一時貯留処理槽を未臨界に移行するために必要な中性子吸収

材量は約 4L であった。 

6.3 現実的な条件における可溶性中性子吸収材の供給量 

 臨界事故が発生したことを臨界検知用放射線検出器により検知した場合，

第 7 一時貯留処理槽に対し，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系を用いて

10 分以内に可溶性中性子吸収材を供給する。 

 供給完了時間については十分な余裕をもって設定しているため，実際の設

備構成を踏まえた場合，その時間は，５分程度と見積もられる。 

 そのため，想定している 10 分で第 7 一時貯留処理槽に供給できる可溶性

中性子吸収材量は，未臨界に移行するために必要な量の約２倍（4800gGd）

以上となり，未臨界に必要な中性子吸収材量を十分上回り，余裕を有する。 

6.4 まとめ 

 5.，6.1 及び 6.2 の結果より，有効性評価で必要とされた中性子吸収材量

約 16L に対し，現実的な条件を考慮した場合には供給量は約 4L 程度となる

と評価された。その場合には，重大事故時可溶性中性子吸収材供給系からの

中性子吸収材の供給により未臨界に移行できる時間が，有効性評価で前提と

している臨界継続時間（10 分）よりも短縮できる場合があることが示され

た。 

 また，6.3 の結果より，実際に第 7 一時貯留処理槽に供給される可溶性中

性子吸収材量は，未臨界に必要な中性子吸収材量を十分上回り，余裕を有す

るため，確実に未臨界に移行できる。 
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６．臨界事故への対処 
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解析に用いるパラメータの根拠等
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本書では，臨界事故の有効性評価に用いたパラメータの設定において

参照した根拠等を示す。具体的には以下の項目について記載する。 

1. 臨界事故におけるセシウム－137 換算放出量の評価方法と評価に

用いたパラメータについて

2. 臨界事故において外部に放出される可能性のある放射性希ガス及

び放射性よう素の大気中への放出割合の評価方法と評価に用いた

パラメータについて

3. 臨界事故への対処において実施する放射線分解水素の掃気対策

で供給する空気流量の評価方法と評価に用いたパラメータにつ

いて

4. 線量告示に定められた周辺監視区域外の空気中の濃度限度との比

較に係る評価方法と評価に用いたパラメータについて

5. 貯留タンク内の放射性物質濃度の推移について
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1. 臨界事故におけるセシウム－137 換算放出量の評価方法と評価に用

いたパラメータについて

1.1 評価の前提 

本資料では，臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（セシウ

ム－137 換算）の評価方法を説明する。

臨界事故における放射性物質の放出量は、可溶性中性子吸収材の自動

供給による未臨界への移行，及び貯留設備による放射性物質の貯留によ

り低減されることから，上記対策の効果を考慮して放出量を計算する。 

セシウム－137 換算の放出量の評価においては，長期的な放射線被ば

く影響を評価する観点から，溶液の蒸発に同伴する放射性物質（エアロ

ゾル）を対象とし，地表沈着の考えられない放射性希ガス及び放出量の

大部分が半減期の短い放射性よう素については，評価の対象としない。 

1.2 セシウム－137 換算放出量の評価条件 

臨界事故の有効性評価における大気中への放射性物質の放出量は，臨

界事故が発生した機器が保有する放射性物質量（以下，本資料において

「ＭＡＲ」という。）に対して，臨界事故の影響を受ける割合（以下，

本資料において「ＤＲ」という。），核分裂の熱エネルギによる沸騰等

により放射性物質が機器の気相に移行する割合（以下，本資料において

「ＡＲＦ」という。），大気中への放出経路における低減割合，及び肺

に吸収され得るような浮遊性の微粒子状の放射性物質の割合（以下，本

資料において「ＲＦ」という。）を乗じて算出する。 

評価した大気中への放射性物質の放出量にセシウム－137 への換算

係数を乗じて，大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）

を算出する（１式）。 

大気中への放射性物質の放出量（Ｃｓ－137 換算） 

＝大気中への放射性物質の放出量［Ｂｑ］ 

×Ｃｓ－137 換算係数   （１式） 

大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）の評価方法の

フローを第 1.2－１図に示す。

220



補 6-4-3 

第1.2－１図 大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137換算）の

評価方法のフロー 

②臨界事故の影響を受ける割合（ＤＲ）及び核分裂の熱

エネルギによる沸騰等により放射性物質が機器の気相

部に移行する割合（ＡＲＦ）の設定

③大気中への放出経路における低減割合

の設定 

大気中への放射性物質の 

放出量の算出 

①×②×③×④

大気中への放射性物質の放出量 

（セシウム－137 換算）の算出

①臨界事故が発生した機器が保有する

放射性物質量（ＭＡＲ）の設定

④肺に吸収され得るような浮遊性の微粒

子状の放射性物質の割合（ＲＦ）の設定
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1.3 評価に用いる各種パラメータの設定 

(１) ＭＡＲ

ａ．ＭＡＲの設定方針について

放射性物質量は，１日当たり処理する使用済燃料の平均燃焼度

45,000ＭＷｄ／ｔ・ＵＰｒ，照射前燃料濃縮度 4.5ｗｔ％，比出力 38

ＭＷ／ｔ・ＵＰｒ，冷却期間 15 年を基に算出した放射性物質量に，

使用済燃料の燃料仕様の変動に係る補正係数を考慮して，平常運転時

の最大値又は臨界事故の発生が想定される条件下における放射性物

質量を設定する。 

使用済燃料の燃料仕様の変動に係る補正係数を第 1.3－１表に示す。

また，各機器で使用するインベントリの設定根拠を第 1.3－２表に示

す。 

なお，臨界が発生した場合，溶液中に新たに核分裂生成物が生成す

るが，臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137

換算）評価におけるＭＡＲは，臨界事故の発生を想定する機器が内包

する溶液中の放射性物質が支配的であり，臨界により生成する核分裂

生成物のうち，セシウム－137 評価の対象としない放射性希ガス及び

放射性よう素を除く核分裂生成物による影響は無視できるため，ＭＡ

Ｒとしては考慮しない。  

第1.3－１表 燃料仕様の変動に係る補正係数 

元素グループ 
燃料仕様の変動に係る

補正係数 

Ｒｕ／Ｒｈ 1.7 

その他ＦＰ※１ 1.1 

Ｐｕ 2.0 

Ａｍ，Ｃｍ 2.7 

※１：その他ＦＰとは，核分裂生成物のうち，Ｋｒ－85，Ｉ－129 及び

Ｒｕ／Ｒｈを除いたものを示す。 
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第 1.3－２表 インベントリの設定根拠 

建屋 機器 
使用するインベン

トリ
臨界の想定 根拠 

前処理

建屋 

溶解槽Ａ/Ｂ 溶解液（溶解槽内） 
動的機器の多

重故障を想定 

燃料せん断片の溶解不良による臨界事故を想定するため，溶液の

放射性物質濃度は平常運転時よりも低下していることが予想さ

れるが，安全側の評価として溶解槽の平常運転時に想定されるイ

ンベントリを用いる。

エンドピース酸洗

浄槽Ａ/Ｂ 
溶解液（溶解槽内） 

動的機器の多

重故障を想定 

せん断機又は溶解槽から未溶解のせん断片が移行することによ

る臨界事故を想定するため，溶液の放射性物質濃度は当該機器の

平常運転時の濃度よりも上昇している可能性があることから，溶

解液のインベントリを使用して放出量を計算する。 ハル洗浄槽Ａ/Ｂ

精製建

屋 

第５一時貯留処理

槽 

硝酸プルトニウム

溶液（24gPu/L） 
誤移送を想定 

当該機器の移送元の機器（放射性配管分岐第 1 セル漏えい液受皿

１又は放射性配管分岐第 1 セル漏えい液受皿２）に内包される可

能性のある溶液のうち，想定される最も高いプルトニウム濃度の

溶液として，プルトニウム濃縮缶により濃縮される前のプルトニ

ウム溶液（最大値 24gPu/L）を設定する。

第７一時貯留処理

槽 

硝酸プルトニウム

溶液（24gPu/L） 
誤移送を想定 

当該機器の移送元の機器（精製建屋 第３一時貯留処理槽）に内

包される可能性のある溶液のうち，想定される最も高いプルトニ

ウム濃度の溶液として，プルトニウム濃縮缶により濃縮される前

のプルトニウム溶液（最大値 24gPu/L）を設定する。 
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ｂ．臨界事故で発生する放射性よう素について 

臨界事故においては，核分裂に伴う核分裂生成物として放射性よう素

が生成され，放射性よう素は高性能粒子フィルタにより除去できない。 

しかしながら、放射性よう素の大部分が短半減期であり，臨界事故へ

の対処において実施する貯留設備への貯留対策により，放出される放射

能量を低減出来る。 

放射性よう素の放射能をガンマ線実効エネルギを0.5MeVにて合算した

場合の減衰時間に対する減衰割合を第 1.3－１図に示す。 

 
第 1.3－１図 放射性よう素の時間による減衰 

 

貯留設備の貯留タンクに導入された放射性よう素は，貯留することで，

十分な減衰時間を確保する。 

また，廃ガス処理系統に残留した放射性よう素については，廃ガス処

理系統に設置されているよう素フィルタにより除去できる可能性がある

が，よう素フィルタは銀吸着型であり，吸着可能な容量を上回った場合

には除去できない可能性がある。 

廃ガス処理系統に設置されているよう素フィルタの仕様を第 1.3－３

表に示す。  
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第 1.3－３表 廃ガス処理系統に設置されているよう素フィルタの仕様 

廃ガス処理系統 よう素フィルタの仕様 設計上の除染係数 

せん断処理・溶解廃ガ

ス処理設備 

銀系吸着材 

2 段/1 系列 

3 系列（1 系列は予備） 

250 

精製建屋塔槽類廃ガ

ス処理系（プルトニウ

ム系） 

銀系吸着材 

1 段/1 系列 

1 系列 

10 

 

ただし，臨界事故により発生する放射性よう素は，主排気筒から放出

された場合において，周辺監視区域境界で，線量告示（核原料物質又は

核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規定に基づく線量限度等を定

める告示）の周辺監視区域外の空気中の濃度限度（三月間平均）を下回

る。 
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(２) ＤＲ

臨界により機器から気相中に移行する放射性物質の割合（移行率）

は，設計基準事故のうち，溶解槽における臨界と同じ値とし，以下の

とおりとする。 

ルテニウム 溶液中の保有量及び臨界に伴う生成量の0.1％

その他 全核分裂数のエネルギによる蒸発量に相当する溶液

体積中の保有量の0.05％ 

上記より，臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（セシウム

－137 換算）評価におけるＤＲは，ルテニウムについては１とし，そ

の他の放射性物質については，放射性物質の気相中への移行率が，機

器内の溶液が核分裂で発生する熱エネルギにより蒸発することを前

提として設定されていることを踏まえ，機器が保有する溶液量に対す

る蒸発する溶液量の割合とする。 

蒸発する溶液は水とし，臨界事故発生時点で既に溶液が沸騰状態に

あるものとし，核分裂で発生する熱エネルギは，全て溶液の蒸発に使

用されるものとする。 

具体的な蒸発量の計算例は以下のとおりである。 

・１核分裂当たりの放出エネルギ：200×10６［ｅＶ］

・ｅＶからＪへの換算係数：1.60218×10－19[Ｊ/ｅＶ]

・水の蒸発潜熱：2257［ｋＪ/ｋｇ］（100℃における潜熱を設定） 

これより， 

蒸発量［ｍ３］＝全核分裂数[fissons]×200×10６［ｅＶ/fission］

×1.60218×10－19[Ｊ/ｅＶ]／（2257［ｋＪ/ｋｇ］×1000［ｋＪ

／Ｊ］×1000［ｋｇ／ｍ３］） 

臨界事故時の全核分裂数は 1.6×1018[fissions]となることから，

臨界事故による溶液の蒸発量は 0.023［ｍ３］となる。 
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ここで，ＭＡＲとＤＲの積は以下の通りに書き直せる。 

・ルテニウム

ＭＡＲ［Ｂｑ］×ＤＲ［－］

＝ ＭＡＲ［Ｂｑ］×１ 

＝ 放射性物質濃度［Ｂｑ/ｍ３]×機器内溶液量［ｍ３］ 

・その他の放射性物質

ＭＡＲ［Ｂｑ］×ＤＲ［－］

＝ ＭＡＲ［Ｂｑ］×ＤＲ［蒸発量÷機器内溶液量］ 

＝ 放射性物質濃度［Ｂｑ/ｍ３]×蒸発量［ｍ３］ 

従って，放射性物質濃度［Ｂｑ/ｍ３]×（蒸発量［ｍ３］又は機器内

溶液量［ｍ３］）によりＭＡＲ×ＤＲを計算した。 

(３) ＡＲＦ

上記(２)の移行率の設定より，臨界事故時の大気中への放射性物質の

放出量（セシウム－137 換算）評価におけるＡＲＦは，ルテニウムに

対しては 1.0×10－３，その他に対しては 5.0×10－４と設定する。 

本設定の根拠については1.6に示す。 

(４) 大気中への放出経路における低減割合

ａ．高性能粒子フィルタの除染係数の設定

臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137

換算）評価における大気中への放出経路における低減割合は以下

のとおりとする。 

貯留タンクでの滞留が完了した後に，廃ガス処理設備を起動す

ることで，機器内の気相中に残留している放射性物質は，せん断

処理・溶解廃ガス処理設備又は精製建屋塔槽類廃ガス処理系（プ

ルトニウム系）から主排気筒を経由して大気中に放出される。

せん断処理・溶解廃ガス処理設備及び精製建屋塔槽類廃ガス処

理系（プルトニウム系）の高性能粒子フィルタは２段で，１段当

たりの放射性エアロゾルの除染係数は10３以上であるが，蒸気雰囲

気が除染係数を低下させる傾向を有することを考慮して，高性能

粒子フィルタの放射性エアロゾルの除染係数は，蒸気による劣化

を考慮した高性能粒子フィルタの除染係数（１段あたり10２）とし，

２段として10４とする。 
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本設定の根拠については1.7に示す。 

ｂ．放出経路構造物による除染係数の設定 

臨界事故への対処において，廃ガス処理設備の配管の経路を通じ

て貯留タンクへの貯留を行う場合，廃ガス処理設備の配管曲がり部

によるエアロゾルの慣性沈着効果を見込むことができる。 

この効果については，除染係数として数桁程度を見込めることが

予想されるが，慣性沈着効果による除染係数として（10）を設定す

る。 

臨界事故において発生するミストの濃度は100ｍｇ/ｍ３を超える

ことから１回の配管曲がり部における除染係数は10以上であること

が想定される。 

本設定の根拠については1.8に示す。 

ｃ．貯留タンクによる低減割合の設定 

臨界事故において気相中に移行した放射性物質は，機器に供給さ

れる空気及び臨界事故に伴う溶液の沸騰で発生した水蒸気により貯

留タンクに導かれ，貯留タンクで貯留されるため，ＬＰＦにおいて

この効果を見込む。 

この効果による低減割合の設定にあたっては，機器に供給される

空気と機器内の放射性物質が完全混合状態となると仮定した場合，

一定量の放射性物質が貯留タンクに貯留されずに機器内に残留する

可能性があることを踏まえて設定する。 

具体的には，臨界事故発生時点において溶液が沸騰状態にあり，

臨界事故のエネルギにより水蒸気が発生し，同水蒸気によって機器

外に放射性物質が移動した場合において，機器内に残留する放射性

物質の割合を低減割合とする。 

本設定の根拠については1.9に示す。 

ｄ．ＬＰＦの設定 

ａ．～ｃ．より，大気中への放出経路における低減割合として，

以下の値（ＬＰＦ）を設定する。 

ܨܲܮ ൌ
1

DFୌ୉୔୅
ൈ

1
DF経路

ൈ η୲ୟ୬୩
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DFୌ୉୔୅：高性能粒子フィルタの除染係数

DF経路：放出経路構造物による除染係数

η୲ୟ୬୩：貯留タンクによる低減割合

(５) ＲＦ

肺に吸収され得るような浮遊性の微粒子状の放射性物質の割合は１

とする。 

上記のＭＡＲ，ＤＲ，ＡＲＦ，ＬＰＦ，及びＲＦより，大気中への放

射性物質の放出量は以下の（２式）で計算できる。 

大気中への放射性物質の放出量［Ｂｑ］ 

＝ＭＡＲ×ＤＲ×ＡＲＦ×ＬＰＦ×ＲＦ   （２式） 

1.4 環境へのセシウム－137 換算放出量 

(１) セシウム－137 換算係数

放射性物質のセシウム－137 への換算係数は，ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤ

ＯＣ－1162 に示される，地表沈着した放射性物質からのガンマ線に

よる外部被ばく及び再浮遊した放射性物質の吸入摂取による内部被

ばくにかかる実効線量への換算係数についてセシウム－137 と着目核

種との比を用いる。ただし，プルトニウム，アメリシウム及びキュリ

ウムの核種については，化学形態による影響の違いを補正するために，

ＩＡＥＡ－ＴＥＣＤＯＣ－1162 に記載の吸入摂取換算係数をＩＣ

ＲＰ Ｐｕｂ．72 の吸入摂取換算係数で補正するために設定する

「吸入核種の化学形態に係る補正係数」を用いて，以下の計算式によ

り算出する。

換算係数のセシウム－核種の放出量核種　

換算放出量　－セシウム

137  

137 

ii
i

   

核種 iのセシウム－137換算係数は以下の方法で算定する。

換算係数のセシウム－核種
換算係数のセシウム－

換算係数の核種

係数－のセシウム核種

137
137

137 

4

4 i
CF

CFi

i


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ここで，主要核種に係る換算例を第1.4－１表に，吸入核種の化学

形態に係る補正係数を第1.4－２表に示す。 

なお，放射性希ガスに対してはセシウム－137換算係数は設定され

ていない。 
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第 1.4－１表 主要核種に係る換算例※１ 

主要核種 

ＴＥＣＤＯＣの 

ＣＦ４換算係数【Ａ】 

ＴＥＣＤＯＣ 

のＣＦ４換算係数 

（Ｃｓ－137 の値）【Ｂ】 

吸入核種の化学形

態に係る補正係数 

【Ｃ】 

Ｃｓ－137 換算係数※２ 

【Ｄ】＝ 

【Ａ】／【Ｂ】×【Ｃ】 

ｍＳｖ／ｋＢｑ／ｍ２ ｍＳｖ／ｋＢｑ／ｍ２ － － 

Ｓｒ－90 2.1×10-２ 1.3×10-１ 

1.0 

0.16 

Ｒｕ－106 4.8×10-３ 1.3×10-１ 0.037 

Ｃｓ－134 5.1×10-２ 1.3×10-１ 0.39 

Ｃｓ－137 1.3×10-１ 1.3×10-１ 1.0 

Ｃｅ－144 1.4×10-３ 1.3×10-１ 0.011 

Ｅｕ－154 1.3×10-１ 1.3×10-１ 1.0 

Ｐｕ－238 6.6 1.3×10-１ 0.41 21 

Ｐｕ－239 8.5 1.3×10-１ 0.42 27 

Ｐｕ－240 8.4 1.3×10-１ 0.42 27 

Ｐｕ－241 1.9×10-１ 1.3×10-１ 0.39 0.56 

Ａｍ－241 6.7 1.3×10-１ 0.45 23 

Ｃｍ－242 5.9×10-２ 1.3×10-１ 0.88 0.40 

Ｃｍ－244 2.8 1.3×10-１ 0.47 10 

※１：放射平衡核種の子孫核種の寄与は，親核種に含む。 

※２：地表沈着した放射性物質のガンマ線による外部被ばく及び再浮遊した放射性物質の吸入摂取による内部被

ばくに係る実効線量を用いてＣｓ－137 放出量に換算する係数。 
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第 1.4－２表 吸入核種の化学形態に係る補正係数 

核種 

ＴＥＣＤＯＣの吸入 

摂取換算係数 

【ａ】 

ＩＣＲＰ Ｐｕｂ.72 

の吸入摂取 

換算係数（化学形態を考慮） 

【ｂ】 

吸入核種の化学形態 

に係る補正係数 

【ｃ】＝【ｂ】／【ａ】 

Ｓｖ／Ｂｑ Ｓｖ／Ｂｑ － 

Ｐｕ－238 1.13×10-４※１ 4.6×10-５ 0.41 

Ｐｕ－239 1.20×10-４※１ 5.0×10-５ 0.42 

Ｐｕ－240 1.20×10-４※１ 5.0×10-５ 0.42 

Ｐｕ－241 2.33×10-６※１ 9.0×10-７ 0.39 

Ａｍ－241 9.33×10-５ 4.2×10-５ 0.45 

Ｃｍ－242 5.93×10-６ 5.2×10-６ 0.88 

Ｃｍ－244 5.73×10-５ 2.7×10-５ 0.47 

※１：化学形態としてキレートを想定。

232



補 6-4-15 

1.5 評価結果 

臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（Ｃｓ－137換算）の計算過

程を第1.5－１表から第1.5－５表に，評価結果を第1.－６表に示す。 

第1.1－６表の結果から，放射性物質の放出量は事業指定基準規則第28条

で要求されているセシウム－137換算で100ＴＢｑを十分下回る。 

さらに大気中への放射性物質の放出の推移の（概念図）を第1.5－１図に

示す。 
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第 1.5－１表 溶解槽における臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（Ｃｓ－137 換算）の計算過程 

・その他核種

・Ru／Rh グループ

溶解槽
核種グループ [Bq/m3] [m3] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

放射能濃度 蒸発量 ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Zr／Ｎｂ 3.85E+10 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 6.64E-01 2.41E-02 1.60E-02

Ｒｕ／Ｒｈ
Ｃｓ／Ｂａ 1.94E+15 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 3.35E+04 5.13E-01 1.72E+04
Ｃｅ／Ｐｒ 4.32E+10 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 7.46E-01 5.35E-03 3.99E-03
Ｓｒ／Ｙ 1.41E+15 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 2.43E+04 8.08E-02 1.97E+03

その他ＦＰ 9.73E+13 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 1.68E+03 4.87E-01 8.17E+02
Ｐｕ（α） 1.50E+15 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 2.59E+04 1.76E+00 4.56E+04

Ａｍ／Ｃｍ（α） 1.22E+14 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 2.10E+03 1.78E+01 3.73E+04
Ｕ（α） 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00

Ｎｐ（α） 2.42E+11 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 4.17E+00 3.41E-01 1.42E+00

別途計算（ルテニウムの移行率の設定が異なるため）

溶解槽
[Bq/m3] [Bq] [m3] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

核種 放射能濃度 MAR 蒸発量 ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Rh-102 8.07E+08 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 1.39E-02 0.00E+00 0.00E+00
Ru-103 7.88E-26 1.00E-03 1.50E-06 1.18E-34 1.15E-02 1.36E-36

Rh-103ｍ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Ru-106 9.90E+11 1.00E-03 1.50E-06 1.49E+03 3.69E-02 5.49E+01
Rh-106 3.30E+11 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 5.69E+00 0.00E+00 0.00E+00
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第 1.5－２表 エンドピース酸洗浄槽における臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（Ｃｓ－137 換算）の計算過

程 

・その他核種 

 

・Ru／Rh グループ 

エンドピース酸洗浄槽
核種グループ [Bq/m3] [m3] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

放射能濃度 蒸発量 ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Zr／Ｎｂ 3.85E+10 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 2.21E-01 2.41E-02 5.34E-03

Ｒｕ／Ｒｈ
Ｃｓ／Ｂａ 1.94E+15 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 1.12E+04 5.13E-01 5.73E+03
Ｃｅ／Ｐｒ 4.32E+10 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 2.49E-01 5.35E-03 1.33E-03
Ｓｒ／Ｙ 1.41E+15 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 8.12E+03 8.08E-02 6.55E+02

その他ＦＰ 9.73E+13 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 5.59E+02 4.87E-01 2.72E+02
Ｐｕ（α） 1.50E+15 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 8.63E+03 1.76E+00 1.52E+04

Ａｍ／Ｃｍ（α） 1.22E+14 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 6.99E+02 1.78E+01 1.24E+04
Ｕ（α） 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00

Ｎｐ（α） 2.42E+11 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 1.39E+00 3.41E-01 4.74E-01

別途計算（ルテニウムの移行率の設定が異なるため）

エンドピース酸洗浄槽
[Bq/m3] [Bq] [m3] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

核種 放射能濃度 MAR 蒸発量 ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Rh-102 8.07E+08 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 4.64E-03 0.00E+00 0.00E+00
Ru-103 5.52E-26 1.00E-03 5.00E-07 2.76E-35 1.15E-02 3.18E-37

Rh-103ｍ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Ru-106 6.93E+11 1.00E-03 5.00E-07 3.47E+02 3.69E-02 1.28E+01
Rh-106 3.30E+11 2.30E-02 5.00E-04 5.00E-07 1.90E+00 0.00E+00 0.00E+00
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第 1.5－３表 ハル洗浄槽における臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（Ｃｓ－137 換算）の計算過程 

・その他核種

・Ru／Rh グループ

ハル洗浄槽
核種グループ [Bq/m3] [m3] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

放射能濃度 蒸発量 ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Zr／Ｎｂ 3.85E+10 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 6.64E-01 2.41E-02 1.60E-02

Ｒｕ／Ｒｈ
Ｃｓ／Ｂａ 1.94E+15 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 3.35E+04 5.13E-01 1.72E+04
Ｃｅ／Ｐｒ 4.32E+10 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 7.46E-01 5.35E-03 3.99E-03
Ｓｒ／Ｙ 1.41E+15 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 2.43E+04 8.08E-02 1.97E+03

その他ＦＰ 9.73E+13 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 1.68E+03 4.87E-01 8.17E+02
Ｐｕ（α） 1.50E+15 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 2.59E+04 1.76E+00 4.56E+04

Ａｍ／Ｃｍ（α） 1.22E+14 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 2.10E+03 1.78E+01 3.73E+04
Ｕ（α） 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 0.00E+00 7.35E+00 0.00E+00

Ｎｐ（α） 2.42E+11 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 4.17E+00 3.41E-01 1.42E+00

別途計算（ルテニウムの移行率の設定が異なるため）

ハル洗浄槽
[Bq/m3] [Bq] [m3] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

核種 放射能濃度 MAR 蒸発量 ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Rh-102 8.07E+08 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 1.39E-02 0.00E+00 0.00E+00
Ru-103 5.25E-27 1.00E-03 1.50E-06 7.88E-36 1.15E-02 9.09E-38

Rh-103ｍ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Ru-106 6.60E+10 1.00E-03 1.50E-06 9.90E+01 3.69E-02 3.66E+00
Rh-106 3.30E+11 2.30E-02 5.00E-04 1.50E-06 5.69E+00 0.00E+00 0.00E+00
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第 1.5－４表 精製建屋 第５一時貯留処理槽における臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（Ｃｓ－137換算）

の計算過程 

・その他核種 

 

・Ru／Rh グループ 

第５一時貯留処理槽
核種グループ [Bq/m3] [m3] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

放射能濃度 蒸発量 ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Zr／Ｎｂ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00

Ｒｕ／Ｒｈ
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00

その他ＦＰ 6.49E+07 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 7.46E-04 4.87E-01 3.63E-04
Ｐｕ（α） 1.49E+16 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 1.72E+05 1.76E+00 3.02E+05

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
Ｕ（α） 8.36E+06 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 9.61E-05 7.35E+00 7.07E-04

Ｎｐ（α） 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

別途計算（ルテニウムの移行率の設定が異なるため）

第５一時貯留処理槽
[Bq/m3] [Bq] [m3] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

核種 放射能濃度 MAR 蒸発量 ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Rh-102 4.24E+03 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 4.88E-08 0.00E+00 0.00E+00
Ru-103 4.28E-31 1.00E-03 1.00E-06 4.28E-40 1.15E-02 4.94E-42

Rh-103ｍ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Ru-106 5.38E+06 1.00E-03 1.00E-06 5.38E-03 3.69E-02 1.99E-04
Rh-106 1.73E+06 2.30E-02 5.00E-04 1.00E-06 2.00E-05 0.00E+00 0.00E+00
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第 1.5－５表 精製建屋 第７一時貯留処理槽における臨界事故時の大気中への放射性物質の放出量（Ｃｓ－137換算）

の計算過程 

・その他核種

・Ru／Rh グループ

第７一時貯留処理槽
核種グループ [Bq/m3] [m3] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

放射能濃度 蒸発量 ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Zr／Ｎｂ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 0.00E+00 2.41E-02 0.00E+00

Ｒｕ／Ｒｈ
Ｃｓ／Ｂａ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 0.00E+00 5.13E-01 0.00E+00
Ｃｅ／Ｐｒ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 0.00E+00 5.35E-03 0.00E+00
Ｓｒ／Ｙ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 0.00E+00 8.08E-02 0.00E+00

その他ＦＰ 6.49E+07 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 1.87E-03 4.87E-01 9.08E-04
Ｐｕ（α） 1.49E+16 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 4.30E+05 1.76E+00 7.56E+05

Ａｍ／Ｃｍ（α） 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 0.00E+00 1.78E+01 0.00E+00
Ｕ（α） 8.36E+06 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 2.40E-04 7.35E+00 1.77E-03

Ｎｐ（α） 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 0.00E+00 3.41E-01 0.00E+00

別途計算（ルテニウムの移行率の設定が異なるため）

第７一時貯留処理槽
[Bq/m3] [Bq] [m3] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

核種 放射能濃度 MAR 蒸発量 ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Rh-102 4.24E+03 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 1.22E-07 0.00E+00 0.00E+00
Ru-103 1.79E-30 1.00E-03 2.50E-06 4.49E-39 1.15E-02 5.18E-41

Rh-103ｍ 0.00E+00 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 0.00E+00 0.00E+00 0.00E+00
Ru-106 2.26E+07 1.00E-03 2.50E-06 5.64E-02 3.69E-02 2.08E-03
Rh-106 1.73E+06 2.30E-02 5.00E-04 2.50E-06 4.99E-05 0.00E+00 0.00E+00
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第1.5－６表 臨界事故における大気中への放射性物質の放出量 

（Ｃｓ－137換算） 

臨界事故の発生を想定する機器 評価対象 放出量(ＴＢｑ) 

溶解槽 

Ｃｓ－137換算値 

1.1×10－７ 

エンドピース酸洗浄槽 3.5×10－８ 

ハル洗浄槽 1.1×10－７ 

精製建屋 第５一時貯留処理槽 3.1×10－７ 

精製建屋 第７一時貯留処理槽 7.6×10－７ 
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第1.5－１図 臨界事故時の放射性物質の大気中への放出の推移 

（有効性評価条件に基づく評価）（概念図） 
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1.6 DR 及び ARF の設定に係る文献の適用性について 

DR 及び ARF は，設計基準事故時の想定と同様に，事故の評価に係る文献

(NUREG-1320) 1)のうち，臨界事故に関する評価方法に記載されている移行率

より設定している（第 1.6－1 図）。 

 

第 1.6－1 図 ウラン燃料再処理施設における移行率の記載部分

（NUREG/-13201) 抜粋） 
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NUREG-1320 における移行率の適用条件との臨界事故の発生を想定する条

件との比較を第 1.6－1 表に示す。文献（NUREG-1320）にはウラン燃料の再

処理施設での臨界事故時の ARF が示されており，当社の再処理施設に適用で

きると判断した。 

第 1.6－1 表 NUREG-1320 の適用条件との臨界事故の発生を想定する条件と

の比較 

項目 文献記載内容 
臨界事故の発生を想定す

る条件 
考察 

適用施設 ウラン燃料の再
処理施設

ウラン燃料の再処理施設 同一条件で
あり適用可
能である。 

溶液中に
存在する
核種 

希ガスを除くす
べての核分裂生
成物及び超ウラ
ン元素を含む

使用済み燃料の燃焼条件
に応じて溶液中に含まれ
る放射性核種 

同一条件で
あり適用可
能である。 

放出が想
定される
核種 

放射性希ガス，放
射性よう素 
放射性 Ru，非揮
発性元素 

放射性 Ru 及び非揮発性元
素（希ガス・よう素につい
ては Cs-137 換算の対象と
していない） 

重大事故の
条件を包含
するため適
用可能であ
る。 

溶液量 100L 以上の領域
に適用 

想定する溶液量は最小の
機器においても 100L を上
回る 

適用範囲内
であり適用
可能である。 

参考文献 

1) J.E.Ayer．et al．Nuclear Fuel Cycle Facility Accident Analysis

Handbook．United States Nuclear Regulatory Commission，1988，

NUREG-1320．
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1.7 ミスト発生によるフィルタの劣化の根拠について 

ミスト発生によるフィルタの劣化の影響は文献 NUREG/CR-6410に基づき

設定している。 

NUREG/CR-64101)には，標準的な高性能粒子フィルタに対して過酷な条件を

想定した場合の通過率の変化が示されている。 

臨界事故においては，溶液の沸騰に伴う水蒸気により，フィルタが濡れる

可能性があることから，NUREG/CR-6410のmoistureに規定されるうち，厳し

い条件を与えるWaterspray時の通過率を適用している。 

Waterspray時は通過率が10倍（除染係数が１桁低下）となることから，ミ

スト発生によるフィルタの劣化を考慮した高性能粒子フィルタの放射性エ

アロゾルの除染係数を１段あたり10２と設定した。

参考文献 

1) Nuclear Fuel Cycle Facility Accident Analysis Handbook,

NUREG/CR-6410, 1998.
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第1.7－１表 高性能粒子フィルタの通過率の変動（NUREG/CR-64101) 抜

粋） 
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1.8 臨界事故において発生するミストの濃度について 

Walsh, Schea による蒸発缶の研究 1)によれば，配管の曲部等において１

回の直角衝突を通過した後のミスト濃度は 10ｍｇ／ｍ３以下となること

が報告されている。従って，臨界事故により発生するミストの濃度が 100

ｍｇ／ｍ３以上であれば，1回の曲部における除染係数は 10 以上であると

想定される。 

ミスト濃度は以下の式で表される。

エアロゾル発生速度 ቀ௞௚
௛
ቁ＝	

臨界事故発生から未臨界に至るまでの溶液※２の移行量ሺ௞௚ሻ※１

臨界継続時間（௛）
 … (1) 

ミスト濃度(mg/m3)＝
エアロゾル発生速度（௞௚/௛）

蒸気速度ሺ௠ଷ/௛ሻ
ൈ 10６ (mg/m3) … (2) 

※１ 臨界事故発生から未臨界に至るまでの溶液の移行量（kg）

＝溶液の質量(kg) ×放射性物質の気相への移行割合    … (3) 

ここで，放射性物質の気相部への移行割合は 5×10-４ である。 

※２ 臨界により蒸発する溶液は水とする。

配管曲部での除染係数の評価においてはエアロゾル発生速度が小さい

ほうが安全側であるため，バースト期における溶液の蒸発によるミストの

発生は無視し，プラトー期での溶液の蒸発によるミストの発生量を計算す

る。 

単位時間当たりの蒸発する溶液の質量をξ（ｋｇ／ｈ），溶液の単位質

量あたりの体積をＶｗｌ（ｍ３／ｋｇ），蒸発による水の体積膨張率をαａ

ｑとすると，  

ミスト濃度(mg/m3)＝
ξሺ୩୥/୦ሻൈε

ξሺ୩୥/୦ሻൈ୚౭ౢሺ௠య/୩୥ሻൈαೌ೜
ൈ 10଺ሺmg/݉ଷሻ

＝ 
ε

୚౭ౢሺ௠య/୩୥ሻൈαೌ೜
ൈ 10଺ሺmg/݉ଷሻ

＝ 
５ൈଵ଴షర

１ൈଵ଴షయሺ௠య/୩୥ሻൈሺଵ.଻ൈଵ଴యሻ
ൈ 10଺ሺmg/݉ଷሻ＝ 2.9 ൈ 10ଶ (mg/m3)

従って，臨界事故によって発生する放射性エアロゾルのミスト濃度は

100ｍｇ／ｍ３以上であるから，配管曲部における除染係数として 10 を見

込むことができる。 
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参考文献 

１ ) “Sitting of fuel Reprocessing Plants and Waste Management 

Facilities”, ORNL-4451, 1970 
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1.9 エアロゾルの放出割合の設定根拠 

臨界事故が発生した場合，核分裂により放出される熱エネルギによって

溶液の温度が上昇し沸点に至ると，溶液の蒸発により放射性物質が放射性

エアロゾルとして気相中に移行する。ここでは臨界により発生したエアロ

ゾルが機器に残存する割合（以下，1.9 において「機器内残存率」という。）

を評価する。 

 

1.9.1 機器の気相部に導入される放射能量 

  エアロゾルは溶液の沸騰により発生する。時間ݐ߂ [h]の間に溶液中か

ら気相部に移行する放射能量（機器の気相部に導入される放射能量）

 。௜௡ [Bq]は，以下の式で表せるܣ߂

 

௜௡ܣ߂ ൌ ߝ	 ൈ ௟ܥ ൈ ௩௔௣ݒ ൈ   ݐ߂
 気相への移行割合 [１]：    ߝ

 ௟   ：液相中の放射能濃度 [Bq／m3]ܥ

 ௩௔௣ ：単位時間当たりの溶液の蒸発量[m3／h]ݒ

 

なお，沸騰により喪失する水分量はバースト分も含めて約 23L と少量

であるため，沸騰による溶液の濃度上昇は考慮しない。 

  

1.9.2  機器の気相部から機器外へ移行する放射能量 

  臨界事故が発生した機器の気相部に移行した放射性物質は，機器に供

給される気体及び溶液の蒸発により発生する水蒸気（以下，「機器に供

給される気体等」という。）により，機器外に移行する。 

機器に供給される気体等と機器の気相部内の気体が完全混合状態と

なる，すなわち，機器の気相部に導入される放射性物質が機器の気相部

で混合し，均一になると仮定する。この場合，ݐ߂ [h]の間に機器の気相

部から機器外へ移行する放射性物質は，機器の気相部内の放射性物質及

びݐ߂ [h]の間に溶液中から気相部に移行する放射能物質が，機器の気相

部内の気体及びݐ߂[h]の間に機器に流入する気体等より混合し，均一に

なり，	ݐ߂[h]の間に機器に流入する気体等の体積分の放射性物質が機器

の気相部から機器外へ移行すると考えられる。 

従って，機器の気相部から機器外へ移行する気体等の放射能濃度C′୥ 
[Bq／m3]は以下の通りとなる。 
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C′୥ሾ݊ሿ ൌ
ሺA୧୬ሾ݊ െ 1ሿ െ	ܣ௘௫ሾ݊ െ 1ሿሻ ൅ ∆A୧୬ሾ݊ሿ

௚ܸ ൅ ൫ܴሾ݊ሿ ൅ ௩௔௣ሾ݊ሿ൯ݍ ൈ ݐ߂	
 

 

 ௜௡   :溶液中から気相部に移行する放射能量[Bq]ܣ

 ௘௫   :機器の気相部から機器外へ移行する放射能量[Bq]ܣ

௚ܸ    ：機器の気相部体積[m3] 

ܴ    ：機器に供給される気体の流量 [m3／h] 

  ௩௔௣  ：単位時間当たりの溶液の蒸発蒸気量 [m3／h]ݍ

 

ここで， 

ܴ ൌ ܴ଴ ൅ R′ 
ܴ଴    ：臨界事故発生時から機器に供給される計装用圧縮空気，

水素掃気用空気等の流量 [m3／h] 

ܴ′    ：機器の気相部内に存在する水素を含む気体を掃気するため

に供給する空気の流量[m3／h] 

である。 

 

これより，時間ݐ߂ [h]の間に機器の気相部から機器外へ移行する放

射能量∆Aୣ୶ [Bq]は，以下の式で表せる。 

 

∆Aୣ୶ ൌ ௚′ܥ 	ൈ ൫ܴ ൅ ௩௔௣൯ݍ ൈ  ݐ߂	
 

 

以上より，溶液中から気相部に移行する放射能量ܣ௜௡ 及び機器の気相

部から機器外へ移行する放射能量ܣ௘௫は以下の式により求められる。 

௜௡ሾ݊ሿܣ ൌ෍ܣ߂௜௡ሾ݅ሿ
௡

௜

௘௫ሾ݊ሿܣ，	 ൌ෍ܣ߂௘௫ሾ݅ሿ
௡

௜

 

なお，バースト期の計算上の取り扱いについては ݒ௩௔௣，ݍ௩௔௣を下記の

通りに置き換え，ݐ߂ を十分小さくとって計算する。 

௩௔௣ݒ  → 	
௏ೡೌ೛,			್ೠೝೞ೟	

௱௧
௩௔௣ݍ，  → 	

ொೡೌ೛,			್ೠೝೞ೟	

௱௧
 

௩ܸ௔௣,			௕௨௥௦௧ :バースト期のおける溶液の蒸発量 [m3] 

ܳ௩௔௣,			௕௨௥௦௧ ：バースト期のおける溶液の蒸発蒸気量 [m3] 
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上式より求めたܣ௘௫をܣ௜௡で除した値ሺܣ௘௫/		ܣ௜௡ሻが機器外への移行割合，

この値を１から引いたもの（1െ ௜௡）が，機器内の残留割合（機ܣ		/௘௫ܣ	

器内残存率）となる。 
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1.9.3 計算結果 

本評価に用いた設定値を機器毎に第 1.9－１表に，その設定根拠を第

1.9－２表に示す。 

臨界事故により発生する熱エネルギにより溶液が沸騰した場合，溶液中

の放射性物質がエアロゾルとして気相中に移行することから，本評価にお

いては，臨界事故が発生した時点で溶液は沸騰状態にあると仮定し，核分

裂により溶液へ付与される熱エネルギは全て溶液の蒸発に使用されると

仮定する。また，機器外への放射性物質の押し出し効果として，沸騰に伴

って発生する水蒸気量を考慮する。 

機器内残存率の計算結果の計算結果を第 1.9－３表に示す。機器内残存

率は第７一時貯留処理槽で最大 25％となる。 
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第 1.9－１表 機器残存率の計算に使用する設定値 

溶解槽 エンド
ピース
酸洗浄
槽 

ハル洗
浄槽

第５一
時貯留
処理槽 

第７一
時貯留
処理槽 

補足 

[１] ߝ 5.0E-4 同左 同左 同左 同左 

௩௔௣ [m3／h]ݒ 5.11E-2 同左 同左 同左 同左 

௩ܸ௔௣,			௕௨௥௦௧

[m3] 
1.42 E-2 同左 同左 同左 同左 

ܴ଴ [m3／h] 0.671 0.2 0.139 0.042 0.406 

ܴ′ [m3／h] 6 同左 同左 同左 同左 

௩௔௣ [m3／h]ݍ 86.9 同左 同左 同左 同左 ※１

ܳ௩௔௣,			௕௨௥௦௧
[m3] 

24.1 同左 同左 同左 同左 ※１

௚ܸ [m
3] 6.97 3 7.008 4.2 13 

※１ 蒸気量の計算方法は以下のとおり。

・１核分裂当たりの放出エネルギ：200×10６［ｅＶ］

・ｅＶからＪへの換算係数：1.60218×10－19[Ｊ／ｅＶ]

・水の蒸発潜熱：2257［ｋＪ／ｋｇ］（100℃における潜熱を設定） 

これより，蒸発蒸気量［ｍ３／h］＝核分裂率[fissions／s]×

3600[s／h]×200×10６［ｅＶ］×1.60218×10－19[Ｊ／ｅＶ]／（2257

［ｋＪ/ｋｇ］×1000［ｋＪ／Ｊ］×1000［ｋｇ／ｍ３］） 

バースト期の蒸発量は，上記の式で 

蒸発蒸気量［ｍ３／h］→蒸発蒸気量［ｍ３］ 

核分裂率[fissions／s]→バースト期の核分裂数[fissions] 

と置き換えて計算する。 
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第 1.9－２表 機器内残存率の計算に使用する値の設定およびその根拠 

項目 設定 根拠 

溶液の沸騰に
よる水蒸気の
発生 

考慮する 臨界によって発生するエアロゾル
は主に溶液の沸騰により生じるた
め，水蒸気の発生を考慮する。 

沸騰開始時間 臨界発生と同時 放出量評価の観点からは，臨界発生
と共に沸騰が開始するとすること
が安全側の設定になるため。 

沸騰終了時間 未臨界移行時間の
10 分とする。 

沸騰は臨界による熱エネルギによ
り生じるため，未臨界への移行によ
り沸騰が終了するため。 

機器に供給さ
れる空気量 

考慮する 臨界事故時に供給され続ける空気
量として設定する。 

機器の気相部
内に存在する
水素を含む気
体を掃気する
ために供給す
る空気（追加
空気）の流量 

６[m3／h]※１ 機器の気相部内に存在する水素を
含む気体を掃気するために供給す
る空気（追加空気）の流量として６
[m3／h]※１を考慮する。 

追加空気の供

給開始時間 

臨界事故の検知※２

を起点として40分

後 

現場移動，ホース敷設の時間を考慮

して設定 

水素発生量 考慮しない エアロゾルを機器外へ押し出す気
体という観点では，水素は供給ガス
と同じ役割である。従って，エアロ
ゾルの機器残留率の評価では，水素
発生量を見込まないほうがより安
全側の評価となる。

気相部容積 溶解槽，ハル洗浄
槽及びエンドピー
ス酸洗浄槽

オーバーフロー運転であり液量が
変化しないため，運転時に想定され
る気相部の容積とする

第５一時貯留処理
槽及び第７一時貯
留処理槽 

誤移送時の液量が定まらず，また気
相部容積が大きいほうが安全側の
結果を与えるため，機器の全容積と
する 

※１ 本設定の根拠は 3.に示す。

※２ 臨界事故の発生と検知の時刻は同時とする。
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第 1.9－３表 機器内残存率の計算結果 

機器名 機器内残存率[%] 

（計算結果） 

機器内残存率[%] 

（有効性評価使

用値） 

溶解槽 12 15 

エンド ピース酸洗浄槽 ４ ５ 

ハル洗浄槽 13 15 

第 5 一時貯留処理槽 7 10 

第 7 一時貯留処理槽 25 25 
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2. 臨界事故において外部に放出される可能性のある放射性希ガス及び

放射性よう素の大気中への放出割合の評価方法と評価に用いたパラメ

ータについて 

 

臨界事故時の有効性評価の一つとして，公衆への被ばく影響が大きい放

射性希ガス及び放射性よう素の放出量について，放出量の低減効果を評価

している。ここでは，同評価の内容について取りまとめる。 

 

2.1  評価対象の放射性物質  

評価対象とする放射性物質は，臨界事故における公衆の放射線被ばく

影響の大きさの観点から放射性希ガス・よう素（以下，「放射性希ガス

等」という。）を対象とする。放射性希ガス等の内訳を第 2.1－１表に示

す。  

本表に記載の核種は，設計基準事故において想定している溶解槽にお

ける臨界事故時の線量評価として想定している核種と同一とした。 

 

溶解槽，エンドピース酸洗浄槽，及びハル洗浄槽（以下，「溶解槽等」

という。）における臨界事故では，核分裂による放射性希ガス等の生成

量は，核分裂を起こす核燃料物質がウラン及びプルトニウムであること

から，放射性希ガス等の発生量の多いウラン－235 の核分裂収率に核分

裂率を乗じた値を使用する。  

精製建屋 第５一時貯留処理槽及び精製建屋 第７一時貯留処理槽（以

下，「第５一時貯留処理槽等」という）における臨界事故では，臨界で

核分裂を起こす核燃料物質がプルトニウムであることから，プルトニウ

ム－239 の核分裂収率に核分裂率を乗じた値を使用する。  
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第 2.1－１表 臨界事故時に発生する放射性希ガス等の生成に係る諸定数 

 

 

U-235 Pu-239

Kr-83m 0.53 0.29 1.83 h 1.050E-04 2.500E-03 1
Kr-85m 1.31 0.55 4.48 h 4.300E-05 1.590E-01 1
Kr-85 0.29 0.13 10.73 y 2.050E-09 2.200E-03 1
Kr-87 2.54 0.95 76.3 m 1.510E-04 7.930E-01 1
Kr-88 3.58 1.32 2.8 h 6.880E-05 1.950E+00 1
Kr-89 4.68 1.46 3.18 m 3.630E-03 2.067E+00 1
Xe-131m 0.04 0.05 11.9 d 6.740E-07 2.000E-02 1
Xe-133m 0.19 0.23 2.25 d 3.570E-06 4.200E-02 1
Xe-133 6.77 6.97 5.29 d 1.520E-06 4.500E-02 1
Xe-135m 1.06 1.56 15.65 m 7.380E-04 4.320E-01 1
Xe-135 6.63 7.47 9.083 h 2.120E-05 2.500E-01 1
Xe-137 6.13 6.24 3.83 m 3.020E-03 1.810E-01 1
Xe-138 6.28 4.89 14.17 m 8.150E-04 1.183E+00 1
Ｉ-129 0.66 1.51 15700000 y 1.400E-15 2.400E-02 0.25
Ｉ-131 2.84 3.74 8.06 d 9.950E-07 3.810E-01 0.25
Ｉ-132 4.21 5.27 2.28 h 8.450E-05 2.253E+00 0.25
Ｉ-133 6.77 6.93 20.8 h 9.260E-06 6.080E-01 0.25
Ｉ-134m 0.43 0.96 3.7 m 3.120E-03 2.280E-01 0.25
Ｉ-134 7.61 7.29 52.6 m 2.200E-04 2.750E+00 0.25
Ｉ-135 6.41 6.31 6.61 h 2.910E-05 1.645E+00 0.25

崩壊定数

（ｓ-1）

（Ｘ＋γ）線
実効エネルギ
Ｅ(MeV／dis)

気相移行
割合

収率(％)
核種 半減期
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2.2 機器の気相部に導入される放射能量 

放射性希ガス等は臨界の核分裂により発生する。時間ݐ߂ [h]の間に溶

液中から気相部に移行する放射能量（機器の気相部に導入される放射能

量）ܣ߂௜௡ [Bq]は，以下の式で表せる。

௜௡ܣ߂ ൌ ݂ ൈ 	߯ ൈ 3600 ൈ ݐ߂
݂ ：単位時間当たりの核分裂数[fissions／s]

߯ ：1 核分裂当たり希ガスの発生量（ガンマ線実効エネルギ 0.5Ｍ

ｅＶ換算値） [Bq／fission] であり，以下の式で表される。 

߯ ൌ 	∑ ௜ܻ ൈ ௜	௜ߣ ൈ ா೔
଴.ହ
ൈ ௜ߝ

Y୧   ：核種 iの核分裂収率 [1／fission] 

  ：核種	௜ߣ iの崩壊定数[1／s]  

E୧  ：核種 iの（Ｘ＋γ）線実効エネルギ[MeV／dis] 

௜   ：核種ߝ i の気相移行割合[1] であり，設計基準事故のうち，

溶解槽における臨界と同じ値とし， 具体的には 

௜ߝ ൌ ൝
1			 ൫希ガス൯

0.25			൫よう素൯
とする。 

上式より 

߯ ൌ ൝
	9.5Eെ 4		൫溶解槽等における臨界事故൯

4.3Eെ 4			൫第５一時貯留処理槽等における臨界事故൯

[Bq ／fission]となる。 
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2.3  機器の気相部から機器外へ移行する放射能量 

  臨界事故が発生した機器の気相部に移行した放射性物質は，機器に供

給される気体及び溶液の蒸発により発生する水蒸気（以下，「機器に供

給される気体等」という。）により，機器外に移行する。 

機器に供給される気体等と機器の気相部内の気体が完全混合状態と

なる，すなわち，機器の気相部に導入される放射性物質が機器の気相部

で混合し，均一になると仮定する。この場合，ݐ߂ [h]の間に機器の気相

部から機器外へ移行する放射性物質は，機器の気相部内の放射性物質及

びݐ߂ [h]の間に溶液中から気相部に移行する放射能物質が，機器の気相

部内の気体及びݐ߂[h]の間に機器に流入する気体等より混合し，均一に

なり，	ݐ߂[h]の間に機器に流入する気体等の体積分の放射性物質が機器

の気相部から機器外へ移行すると考えられる。 

従って，機器の気相部から機器外へ移行する気体等の放射能濃度C′୥ 
[Bq／m3]は以下の通りとなる。 

 

C′୥ሾ݊ሿ ൌ
ሺA୧୬ሾ݊ െ 1ሿ െ	ܣ௘௫ሾ݊ െ 1ሿሻ ൅ ∆A୧୬ሾ݊ሿ

௚ܸ ൅ ൫ܴሾ݊ሿ ൅ ௩௔௣ሾ݊ሿ൯ݍ ൈ ݐ߂	
 

 

 ௜௡   :溶液中から気相部に移行する放射能量[Bq]ܣ

 ௘௫   :機器の気相部から機器外へ移行する放射能量[Bq]ܣ

௚ܸ    ：機器の気相部体積[m3] 

ܴ    ：機器に供給される気体の流量 [m3／h] 

 ௩௔௣  ：単位時間当たりの溶液の蒸発蒸気量 [m3／h]ݍ

 

ここで， 

ܴ ൌ ܴ଴ ൅ R′ 
ܴ଴    ：臨界事故発生時から機器に供給される計装用圧縮空気，

水素掃気用空気等の流量 [m3／h] 

ܴ′    ：機器の気相部内に存在する水素を含む気体を掃気するため

に供給する空気の流量[m3／h] 

である。 

 

これより，時間ݐ߂ [h]の間に機器の気相部から機器外へ移行する放

射能量∆Aୣ୶ [Bq]は，以下の式で表せる。 
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∆Aୣ୶ ൌ ௚′ܥ 	ൈ ൫ܴ ൅ ௩௔௣൯ݍ ൈ ݐ߂	

以上より，溶液中から気相部に移行する放射能量ܣ௜௡ 及び機器の気相

部から機器外へ移行する放射能量ܣ௘௫は以下の式により求められる。

௜௡ሾ݊ሿܣ ൌ෍ܣ߂௜௡ሾ݅ሿ
௡

௜

௘௫ሾ݊ሿܣ，	 ൌ෍ܣ߂௘௫ሾ݅ሿ
௡

௜

上式より求めたܣ௘௫をܣ௜௡で除した値（ܣ௘௫/		ܣ௜௡）が機器外への移行割

合，この値を１から引いたもの（1െ ௜௡）が，機器内の残留割合(機ܣ		/௘௫ܣ	

器内残存率)となる。 
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2.4 放射性希ガス及び放射性よう素の時間減衰 

放射性希ガス及び放射性よう素の時間減衰の放出量及び放出割合の

評価においては，放射性物質の時間減衰を考慮する。可溶性中性子吸収

材供給完了から放射性希ガス等が機器外へ移行するまでの時間を減衰

時間とする。 

上記より，単位時間あたりの大気中への放出量∆	A′ୣ୶ [Bq]は，以下の

式で表せる。 

∆	A′ୣ୶ሾnሿ ൌ δሾnሿ ൈ 	Dሾnሿ ൈ ∆	Aୣ୶ሾnሿ

δሾnሿ ൌ ൝
0		൫廃ガス処理設備の再起動まで൯

1			൫廃ガス処理設備の再起動後൯

ここで D は減衰を見込まない場合の放射能に対する減衰を見込む場合

の放射能の比率（以下，「減衰率」という。）であり，以下の通りである。 

Dሾnሿ ൌ
∑ ௝ܻ ൈ ௝	௝ߣ ൈ

௝ܧ
0.5 ൈ ௝ߝ ൈ exp	ሺെߣ௝ ൈ ሺ݊ ൈ ݐ߂ െ ܶீ ௗሻሻ

∑ ௜ܻ ൈ ௜	௜ߣ ൈ
௜ܧ
0.5 ൈ ௜ߝ

ܶீ ௗ：中性子吸収材供給完了時間 [h]

（ ݊ ൈ ݐ߂ ൑ ܶீ ௗ の場合 Dሾnሿ ൌ 1 ）

以上より，減衰を考慮した大気中への放出量A′ୣ୶は以下の式により求

められる。 

A′ୣ୶ሾ݊ሿ ൌ෍߂A′ୣ୶ሾ݅ሿ

௡

௜

上式より求めたAᇱୣ୶をܣ௜௡で除した値ሺAᇱୣ୶/		ܣ௜௡ሻが大気中への放出割合

（減衰考慮）となる。 

減衰を考慮しない場合の機器内残存率(1െ ௜௡ሻに減衰率を乗じܣ		/௘௫ܣ	

たD ൈ ሺ1െ 。௜௡ሻが機器内の残留割合（減衰考慮）となるܣ		/௘௫ܣ	

なお，バースト期の計算上の取り扱いについては ݂，ݍ௩௔௣を下記の通

りに置き換え，ݐ߂ を十分小さくとって計算する。
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݂ → 	 ி್ೠೝೞ೟
௱௧

௩௔௣ݍ， → 	
ொೡೌ೛,			್ೠೝೞ೟

௱௧

 ௕௨௥௦௧     :バースト期の核分裂数 [fissions]	ܨ

ܳ௩௔௣,			௕௨௥௦௧ ：バースト期における溶液の蒸発蒸気量 [m3]

本評価に用いた設定値を機器毎に第 2.4－１表に，その設定根拠を第

2.4－２表に示す。 

・機器の気相部内に存在する水素を含む気体を掃気するために供給する空

気の流量について 

手動による水素掃気用の空気の供給は，臨界事故の検知を起点として

40 分から開始する。また，貯留タンクによる放射性物質を含む気体の貯

留完了確認後に廃ガス処理設備の再起動を行うが，これは臨界事故の検

知※を起点として 60 分以降となる。 

これを踏まえ，機器の気相部に存在する水素を含む気体を掃気するた

めに供給する空気（以下，「追加空気」という。）の流量を以下のとおり

設定し，放射性希ガス等の放出量の低減効果を評価する。 

①臨界事故の検知を起点として 40 分から 60 分までの，追加空気の流量

を６[m3/h]とする。

②放射性希ガス等に対しては放射能の減衰が見込めるため，事態収束後

に追加空気の供給を停止することは，放射性希ガス等の放出割合の低

減に資する。本評価では臨界事故の検知を起点として 60 分以降の追

加空気の流量を０[m3／h]とした場合の評価を行う。

※ 臨界事故の発生と検知の時刻は同時とする。

260



補 6-4-43 

第 2.4－１表 放出割合の計算に使用する設定値 

溶解槽 エンド
ピース
酸洗浄
槽 

ハル洗
浄槽

第５一
時貯留
処理槽 

第７一
時貯留
処理槽 

補足 

݂
[fissions ／

s] 

1E+15 同左 同左 同左 同左 

௕௨௥௦௧	ܨ
[fissions] 

1E+18 同左 同左 同左 同左 

ܴ଴ [m3／h] 0.671 0.2 0.139 0.042 0.406 

R′ [m3／h] 6  同左 同左 同左 同左 臨界事故

の検知を

起点とし

て40分か

ら 開 始

し，60 分

まで継続 

0 同左 同左 同左 同左 臨界事故

の検知を

起点とし

て60分以

降 

௩௔௣ [m3／h]ݍ 0 同左 同左 同左 同左 考慮しな

い。 

ܳ௩௔௣,			௕௨௥௦௧
[m3] 

0 同左 同左 同左 同左 同上 

௚ܸ [m
3] 6.97 3 7.008 4.2 13 
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第 2.4－２表 放出割合の計算に使用する値の設定およびその設定根拠 

項目 設定値 設定根拠 

プラトー期の核分裂率

（基準） 

1E+15 fissions/s 過去の事故より設定 

バースト期の核分裂数 1E+18 fissions 同上 

核分裂収率 溶解槽等： 

U－235 の核分裂収率 

第５一時貯留処理槽

等： 

Pu－239 の核分裂収率 

機器ごとに，核分裂を

起こす核燃料物質の違

いを踏まえ設定。 

希ガスの発生時間 臨界事故発生～未臨界

移行時間の 10 分間 

未臨界への移行により

希ガスの発生が終了す

る。 

空気供給開始時間 臨界事故の検知※１を

起点として 40 分後 

現場移動，ホース敷設

の時間を考慮して設定 

廃ガス処理設備の再起

動を行う時間 

臨界事故の検知※１を

起点として 60 分 

評価上は左記時点よ

り，主排気筒から大気

中への放出が開始する

と設定。 

沸騰による蒸発蒸気量 考慮しない※２ より厳しい評価結果を

与えるよう，沸騰を考

慮しない。 

水素発生量 考慮しない より厳しい評価結果を
与えるよう，水素発生
量を考慮しない。 

気相部容積 溶解槽，ハル洗浄槽及
びエンドピース酸洗浄
槽 

オーバーフロー運転で
あり液量が変化しない
ため，運転時に想定さ
れる気相部の容積とす
る

第５一時貯留処理槽及
び第７一時貯留処理槽 

誤移送時の液量が定ま
らず，また気相部容積
が大きいほうが安全側
の結果を与えるため，
機器の全容積とする 
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項目 設定値 設定根拠 

機器の気相部内に存在

する水素を含む気体を

掃気するために供給す

る空気（追加空気）の

流量 

臨界事故の検知※１を

起点として 40 分から

開始し，60 分まで： 

6 m3/h  

水素を含む気体を掃気

するために供給する空

気流量。 

 

臨界事故の検知※１を

起点として 60 分以降： 

０ m3/h 

事態収束後に追加空気

の供給を停止すること

が，放射性希ガス等の

放出割合の低減に資す

るため，本評価では臨

界事故の検知を起点と

して 60 分以降の追加

空気の流量を０[m3／

h]とした場合の評価を

行う。 

希ガス減衰時間 臨界事故の検知※１か

ら 10 分～機器の気相

部外へ排出されるまで 

 

可溶性中性子吸収材の

供給完了(臨界事故の

検知※１から 10分)から

機器の気相部外へ排出

されるまでの時間を減

衰時間として見込む。 

 

※１ 臨界事故の発生と検知の時刻は同時とする。 

※２ 沸騰について 

未臨界への移行により溶液の沸騰は終了すると仮定する。（臨界事故

の発生を想定する機器であって，臨界発生以前から既に沸騰状態にある

機器は存在せず，また臨界事故の拡大防止対策として工程を停止するた

め。） 

沸騰により発生した蒸気は機器気相部の放射性物質を機器外へ押し

出す効果があるが，廃ガス処理設備の再起動は未臨界への移行後に行う

ため，沸騰により機器外へ押し出された放射性物質は貯留タンクに貯留

される。そのため本評価の観点からは，溶液の沸騰を考慮しない方がよ

り厳しい評価結果を与える。 

誤移送を起因として臨界が発生する精製建屋 第５一時貯留処理槽

及び第７一時貯留処理槽は機器毎に誤移送時の液量が定まらないこと

から，より厳しい評価結果を与えるよう，溶液の沸騰を考慮しない。   
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一方，溶解槽，エンドピース酸洗浄槽，及びハル洗浄槽はオーバーフ

ロー運転であり，臨界事故時の機器内溶液量が定められるが，より厳し

い評価結果を与えるよう，精製建屋 第５一時貯留処理槽及び第７一時

貯留処理槽と同じく溶液の沸騰を考慮しない。
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2.5 計算結果  

臨界事故発生から６時間経過時点の放出割合の計算結果の計算結果を

第 2.5－１表に示す。 

機器から大気中へ放出される放射性希ガス等の割合（①）及び臨界事故

発生から６時間経過時点の放射性希ガス等の機器内残存率の割合（④）の

和は１％程度となる。すなわち，貯留設備による放射性物質の貯留により，

放射性希ガス等の大気中への放出割合は１％程度に低減される。 
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第 2.5－１表 臨界事故発生から６時間経過時点の放出割合の計算結果 

（水素掃気対策のため追加供給する空気流量６m3/h とした場合） 

溶解槽 エンドピース酸

洗浄槽

ハル洗浄槽 第５一時貯留処

理槽 

第７一時貯留処

理槽 

① 大気中への放出

割合（減衰考慮） 

ሺAᇱୣ୶/		ܣ௜௡ሻ

0.63 0.33 0.16 0.068 0.28 % 

② 希ガス等の機器

内残存率（減衰

なし） 

ሺ1െ ௜௡ሻܣ		/௘௫ܣ	

43 35 67 59 72 % 

③ ６時間経過時点

の減衰率ሺDሻ
5.3×10-3 5.3×10-3 5.3×10-3 8.3×10-3 8.3×10-3 -

④ 放射性希ガス等

の機器内残存率

（減衰考慮） 

（=②×③） 

D ൈ ሺ1െ  ௜௡ሻܣ		/௘௫ܣ	

0.23 0.19 0.35 0.48 0.59 % 

臨界事故により生成する放射性希ガス等の放出割合 （①＋④） 

0.86 0.51 0.51 0.55 0.86 % 
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2.6 核分裂収率の妥当性について 

2.6.1 出典の説明 

2.1 で示した核分裂収率は，出典 1 から引用している。 

出典 1 には，核分裂により生成する放射性核種に対し，核分裂に寄

与する核燃料物質及び中性子の種別に応じて，核分裂収率が収載され

ている。（第 2.6-1 表） 

また，核分裂収率については，独立収率(Independent Yield)と積算

収率(Cumulative yield)がそれぞれ報告されている。 

さらに，核分裂収率は実験又は計算により求められており，それら

の結果を統計的な処理により統合し，推奨値が報告されている。臨界

事故の有効性評価で用いる核分裂収率は，すべて推奨値を用いる。 

第 2.6-1 表 収載されている収率の例 

核燃料物質 中性子の種別 文献１での表記 

ウラン-235 熱中性子 U235T 

ウラン-235 核分裂スペクトル U235F 

プルトニウム-239 熱中性子 PU239T 

プルトニウム-239 核分裂スペクトル PU239F 

2.6.2 核分裂収率の違いについて 

 核分裂収率には，独立収率と積算収率があり，核分裂により生成し

た放射性核種のみが含まれる独立収率に比べ，親核種の崩壊により生

成する寄与も含まれている積算収率は，大きくなる。 

 臨界事故対策の有効性評価の対象としている放射性希ガス等のうち，

ガンマ線実効エネルギを 0.5ＭｅＶとした場合の，気相に移行する全放

射能に対する寄与を見ると，U-235 かつ熱中性子による臨界において，

臨界継続時間 10 分時点における支配的な核種の方が，Kr-89（全移行

量の約 40％）と Xe-138（全移行量の約 40％）である。 

 また，Pu-239 かつ熱中性子による臨界において，臨界継続時間 10

分時点における支配的な核種は，Kr-89（全移行量の約 20％），Xe-138

（全移行量の約 50％）及び I-134（全移行量の約 20％）である。 

これらの核種の核分裂収率等を第 2.6-2 表に示す。 
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第 2.6-2 表 放出放射性物質量において支配的 

となる核種の核分裂収率 

U-235T Pu-239T 

核種 RI [%] RC [%] RI [%] RC [%] 

Kr-89 2.7 4.7 1.2 1.5 

Xe-138 4.7 6.3 4.1 4.9 

I-134 0.4 7.6 2.1 7.3 

RI: 推奨独立収率(Recommended Independent yields) 

RC: 推奨積算収率(Recommended Cumulative yields) 

2.6.3 評価で用いる核分裂収率について 

 臨界事故の起因との関連で，臨界事故対策の有効性評価では２種類

の核分裂収率を使い分ける。具体的には，第 2.6-3 表に示す。 
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第 2.6-3 表 臨界事故対策の有効性評価で用いる核分裂収率 

臨 界 事 故 の

発 生 を 想 定

する機器 

核 分 裂 に

支 配 的 と

な る 核 燃

料物質 

核 分 裂 に

支 配 的 と

な る 中 性

子の種別 

設定の根拠 

溶解槽 ウ ラ ン

-235

熱中性子 臨界事故の発生の起因が，

燃料の溶解不良又は過剰な

燃料せん断片の供給による

ものであり，使用済燃料中

のウラン-235 が支配的にな

って臨界が発生していると

考えられ，また，ウラン-235

における核分裂収率とプル

トニウム-239 の核分裂収率

を比較すると，ウラン-235

を用いた方が放射性希ガス

の収率が大きいため，同値

を用いる。

エ ン ド ピ ー

ス酸洗浄槽

ハル洗浄槽

第 5 一時貯留

処理槽 

プ ル ト ニ

ウム-239

臨界事故の発生の起因が，

精製建屋一時貯留処理設備

において貯留した硝酸プル

トニウム溶液の誤移送であ

るため，プルトニウム-239

における核分裂収率を用い

る。

第 7 一時貯留

処理槽 

2.6.4 核分裂収率の妥当性 

 核分裂による放射性希ガス等の生成量の計算においては，核分裂に

より直接生成される放射能に加え，親核種の崩壊を経て生成される放

射能が考慮されている積算収率を用いていることから，妥当である。 

2.6.5 出典 

1）MEEK,M.E. and RIDER,B.F. : Compilation of Fission Product Yields , 

Vallecitos Nuclear Center, NEDO-12154-1(1974) 
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3. 臨界事故への対処において実施する放射線分解水素の掃気対策で

供給する空気流量の評価方法と評価に用いたパラメータについて

核分裂により発生する放射線分解水素及び溶液から発生する放射線分

解水素の掃気対策として，臨界事故が発生した機器内の水素を掃気するた

め，圧縮空気供給設備の一般圧縮空気系から臨界事故が発生した機器に空

気を供給する。ここでは，同評価の内容について取りまとめる。 

3.1 機器の気相部に導入される水素発生量 

水素は溶液の放射線分解により発生する。時間ݐ߂ [h]の間に溶液中か

ら気相部に移行する放射線分解水素（機器の気相部に導入される水素量）

。௜௡ [m3]は，以下の式で表せるܣ߂

௜௡ܣ߂ ൌ ሺݒுଶ,௖௥௜௧൅ ுଶ,௦௢௟ݒ ሻ ൈ 3600	 ൈ ݐ߂
ுଶ,௖௥௜௧ ：単位時間当たりの臨界による水素発生量[m3／s]ݒ

ுଶ,௦௢௟  ：単位時間当たりの溶液由来の水素発生量[m3／s]ݒ

ここで，ݒுଶ,௖௥௜௧は１核分裂当たりの発生エネルギを200ሾMeV/fissionsሿ，
単位時間当たりの核分裂数を݂ [fissions/s] ，水素１mol 当たりの体

積を 22.4[L/mol]として，以下の式で表せる。 

ுଶ,௖௥௜௧ݒ ൌ 	
݂ ൈ 200	 ൤ ܸ݁ܯ

൨ݏ݊݋݅ݏݏ݂݅ ൈ 10
଺ ൈ 値ܩ ቂ݉100ܸ݁ݏ݈݁ݑ݈ܿ݁݋ ቃ ൈ 22.4 ቂ ܮ

ቃ݈݋݉

100 ൈ 6.02 ൈ 10ଶଷ ቂ݈݉݋݉ݏ݈݁ݑ݈ܿ݁݋ ቃ ൈ 1000

臨界による水素発生の G 値は 1.8 を採用する。（G 値の根拠は補足説明

資料-8 参照） 

3.2 機器の気相部から機器外へ移行する水素量 

臨界事故が発生した機器に供給される気体等の流量と同じ体積中に

含まれる水素が機器外へ移行する。 

また，機器に供給される空気と機器内の水素が完全混合状態となる，

すなわち，機器の気相部に導入される水素は機器の気相部で混合し，均

一になると仮定すると，時間ݐ߂ [h]の間に機器の気相部から機器外へ移

行する気体等の水素濃度C′୥は以下の通りとなる。
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C′୥ሾ݊ሿ ൌ
௚ሾ݊ܥ െ 1ሿ ൈ ௚ܸ ൅ ∆A୧୬ሾ݊ሿ

௚ܸ ൅ ൫ܴሾ݊ሿ ൅ ௩௔௣ሾ݊ሿ൯ݍ ൈ ݐ߂	

 ௚   ：機器内水素濃度 [１]ܥ

௚ܸ    ：機器の気相部体積[m3] 

ܴ    ：機器に供給される気体の流量 [m3／h] 

௩௔௣  ：単位時間当たりの溶液の蒸発蒸気量 [m3／h]ݍ

ここで， 

ܴ ൌ ܴ଴ ൅ Rᇱ ൅ ሺݒுଶ,௖௥௜௧൅ ுଶ,௦௢௟ݒ ሻ ൈ 3600
ܴ଴   ：臨界事故発生時から機器に供給される計装用圧縮空気，

水素掃気用空気等の流量 [m3／h] 

ܴ′    ：機器の気相部内に存在する水素を含む気体を掃気するため

に供給する空気の流量[m3／h] 

である。本評価では，機器に供給される気体の流量として水素発生

量ሺݒுଶ,௖௥௜௧൅ ுଶ,௦௢௟ݒ ሻ ൈ 3600 [m
3／h]を見込む。

これより，時間ݐ߂ [h]の間に機器の気相部から機器外へ移行する水

素量∆Aୣ୶ [m3]は，以下の式で表せる。

∆Aୣ୶ ൌ ௚′ܥ 	ൈ ൫ܴ ൅ ௩௔௣൯ݍ ൈ ݐ߂	

3.3 機器内水素濃度 

溶液の蒸発に伴って気相部の容積が増加するが，その量はバースト分

も含めて約 23[L]であり，機器の気相部体積（３[m3]以上）に対して無

視できるほど小さいため，沸騰による溶液量の減少に伴う機器の気相部

体積の増加は考慮しない。 

上記を踏まえると，時間ݐ߂ [h]の間の機器内水素濃度の変化量∆C୥ は，

上記のܣ߂௜௡及び∆Aୣ୶を用いて，以下の式で表せる。

∆C୥ ൌ
௜௡ܣ߂ െ ௘௫ܣ߂

௚ܸ

以上より，機器内水素濃度C୥ は以下の式より求められる。
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C୥ሾ݊ሿ ൌ෍߂C୥ሾ݅ሿ

௡

௜

なお，バースト期の計算上の取り扱いについては ݒ௩௔௣，ݍ௩௔௣を下記の

通りに置き換え，ݐ߂ を十分小さくとって計算する。

ுଶݒ → 	
௏ಹమ,್ೠೝೞ೟

௱௧
௩௔௣ݍ， → 	

ொೡೌ೛,			್ೠೝೞ೟
௱௧

ுܸଶ,௕௨௥௦௧ :バースト期における水素発生量[m3]

ܳ௩௔௣,			௕௨௥௦௧ ：バースト期における溶液の蒸発蒸気量 [m3]

ுܸଶ,௕௨௥௦௧ は݂ を下記の通りに置き換えることにより，計算する。

݂ →	 ி್ೠೝೞ೟
௱௧

 ௕௨௥௦௧     :バースト期の核分裂数 [fissions]	ܨ

上記より，廃ガス処理設備の再起動を行う時間の目安である臨界事故

発生から１時間時点までに各機器に６[m3/h]を供給した場合の機器内

水素濃度C୥の変化を考察することによって，放射線分解水素の掃気対

策で供給する空気流量を評価した。 

本評価に用いた設定値を機器毎に第 3.3－１表に，その設定根拠を第

3.3－２表に示す。 
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第 3.3－１表 水素掃気用の追加供給空気必要量の計算に使用する設定値 

溶解槽 エンド
ピース
酸洗浄

槽 

ハル洗
浄槽

第５一
時貯留
処理槽 

第７一
時貯留
処理槽 

補足 

݂
[fissions ／

s] 

1E+15 同左 同左 同左 同左 

௕௨௥௦௧	ܨ
[fissions] 

1E+18 同左 同左 同左 同左 

ுଶ,௦௢௟ൈݒ 3600
[m3／h] 

2.65E-2 1.60E-3 1.77E-3 7.60E-4 1.60E-2 

ܴ଴ [m3／h] 0.671 0.2 0.139 0.042 0.406 

ܴ′ [m3／h] 6 同左 同左 同左 同左 臨界事故

の検知か

ら 40 分

以降から

考 慮 す

る。 

௩௔௣ [m3／h]ݍ 0 同左 同左 同左 同左 

ܳ௩௔௣,			௕௨௥௦௧
[m3] 

0 同左 同左 同左 同左 

௚ܸ [m
3] 6.97 3 7.008 3.6 3.8 
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第 3.3－２表 水素掃気用の追加供給空気必要量の計算に使用する値の 

設定およびその根拠 

項目 設定値 設定根拠 

プラトー期の核分裂率 1E+15 fissions/s 過去の事故より設定 

バースト期の核分裂数 1E+18 fissions 同上 

水素発生量（溶液由来） 機器毎に設定 臨界事故発生時の溶液の

性状を考慮して設定。※１ 

水素の発生時間 臨界事故発生～未臨

界移行時間の 10 分

間 

未臨界への移行により水

素の発生が終了する。 

機器に供給される空気

量 

機器毎に設定 臨界発生時点から吹き込

まれている計装用圧縮空

気及び水素掃気用空気等 

機器の気相部内に存在

する水素を含む気体を

掃気するために供給す

る空気の流量 

臨界事故の検知※２を

起点として 40 分か

ら開始し，6 m3/h  

各機器に６[m3/h]を供給

した場合の機器内の水素

濃度の変化を考察する。 

空気供給開始時間 臨界事故の検知※２を

起点として 40 分後 

現場移動，ホース敷設の

時間を考慮して設定 

沸騰による蒸発蒸気量 考慮しない より厳しい評価結果を与

えるよう，沸騰を考慮し

ない。 

気相部容積 溶解槽，ハル洗浄槽
及びエンドピース酸
洗浄槽 

オーバーフロー運転であ
り液量が変化しないた
め，運転時に想定される
気相部の容積とする

第５一時貯留処理槽
及び第７一時貯留処
理槽 

運転実績から想定される
機器内溶液のPu溶液の濃
度，及び誤移送時の最大
溶液量から設定。 

※１ 本設定の根拠は 3.5 に示す。

※２ 臨界事故の発生と検知の時刻は同時とする。
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3.4 計算結果  

追加空気として各機器に６[m3/h]供給した場合の機器内水素濃度のト

レンドを第 3.4－１図から第 3.4－10 図に示す。臨界事故により発生する

放射線分解水素の水素濃度は，臨界事故中でも８ｖｏｌ％に達しない。ま

た，各機器に６[m3/h]を供給することで，また，臨界事故発生から１時間

以内に４ｖｏｌ％未満に低減できる。

また，第 3.4－１表に示されるとおり，全ての機器で，溶液由来の放射

線分解水素の水素濃度平衡値が４ｖｏｌ％を下回ることから，一般圧縮空

気供給設備からの空気の供給により機器内の水素濃度を可燃限界濃度未

満にした後に，一般圧縮空気供給設備からの空気の供給を停止した場合に

おいても，機器内の水素濃度が可燃限界濃度に達することはない。 
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第 3.4－１表 溶液由来の放射線分解水素の水素濃度平衡値 

項目 

機器に供給され

る空気量 

[m3／h] 

ܴ଴ 

水素発生量（溶

液由来） 

[m3／h] 

ሺݒுଶ,௦௢௟ൈ 3600ሻ 

溶液由来の放射線

分解水素の水素濃

度平衡値 

[vol％] 
ுଶ,௦௢௟ൈݒ 3600

ுଶ,௦௢௟ൈݒ 3600൅ ܴ଴
 

溶解槽 0.671 2.65E-2 3.8 

エンドピー

ス酸洗浄槽 
0.2 1.60E-3 0.8 

ハル洗浄槽 0.139 1.77E-3 1.3 

第 5一時貯留

処理槽 
0.042 7.60E-4 1.8 

第 7一時貯留

処理槽 
0.406 1.60E-2 3.8 
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第 3.4－１図 溶解槽の機器内水素濃度のトレンド 

（水素掃気用の追加供給空気 ６ m3/h） 
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第 3.4－２図 エンドピース酸洗浄槽の機器内水素濃度のトレンド 

（水素掃気用の追加供給空気 ６ m3/h） 
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第 3.4－３図 ハル洗浄槽の機器内水素濃度のトレンド 

（水素掃気用の追加供給空気 ６ m3/h） 
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第 3.4－４図 第５一時貯留処理槽の機器内水素濃度のトレンド 

（水素掃気用の追加供給空気 ６ m3/h） 
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第 3.4－５図 第７一時貯留処理槽の機器内水素濃度のトレンド 

（水素掃気用の追加供給空気 ６ m3/h） 
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3.5 機器内溶液から発生する水素発生量 

  第 3.5－１表に機器内の溶液による水素発生量の設定に使用した値，

第 3.5－２表にその設定根拠を示す。 
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第3.5－１表 機器内の溶液による水素発生量の設定値 

建
屋
名 

機器名 液量
[m3] 

硝酸濃度 
[mol/L] 

G 値 崩壊熱密度 
水素発生量 

[m3/h] 
Gα 

[molecules/1
00eV] 

Gβγ 
[molecules/1

00eV] 

α 
[W/m3] 

β 
[W/m3] 

前
処
理
建
屋 

溶解槽 A 3 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 2.65E-2 
溶解槽 B 3 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 2.65E-2 

エンドピース酸洗浄槽 A 2.1 3 1.1E-01 4.2E-02 4.016E+02 1.098E+03 1.60E-3 
エンドピース酸洗浄槽 B 2.1 3 1.1E-01 4.2E-02 4.016E+02 1.098E+03 1.60E-3 

ハル洗浄槽 A 0.2 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 1.77E-3 
ハル洗浄槽 B 0.2 0 1.4E+00 4.5E-01 4.016E+02 1.098E+03 1.77E-3 

精
製
建
屋 

第５一時貯留処理槽 0.2 0.91 4.7E-01 9.8E-02 9.6E+02 0.0E+00 7.60E-4 

第７一時貯留処理槽 3 0.5 6.4E-01 1.57E-01 9.6E+02 0.0E+00 1.60E-2 
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第3.5－２表 機器内の溶液による水素発生量の設定根拠 

機器名 液量 硝酸濃度，G値※１ 
崩壊熱密度 

[W/m3] 

溶解槽 

オーバーフロ
ー運転であり
液量が変化し
ないため，運
転時に想定さ
れる液量とす
る。

溶解槽の臨界事故では硝酸濃度の低
下による溶解不良を起因として想定
しているため，安全側の評価として遊
離硝酸濃度を０[mol/L]とする。 

溶解液の崩壊熱密度。 

エンド
ピース
酸洗浄
槽 

平常運転時の硝酸濃度６[mol/L]にせ

ん断片装荷量 550ｋｇ・ＵＯ２（エン

ド ピース酸洗浄槽へ装荷する燃料せ

ん断片の質量を包含する条件として

燃料せん断片装荷量）が全量溶解した

場合の硝酸濃度を設定※２。 

せん断機又は溶解槽から

未溶解のせん断片が移行

することによる臨界事故

を想定するため，溶液の濃

度は当該機器の平常運転

時の濃度よりも上昇して

いる可能性があることか

ら，より厳しい結果となる

よう溶解槽の崩壊熱密度

を使用する。 

ハル洗
浄槽

平常運転時のハル洗浄槽内の溶液は
水であるため，より厳しい結果となる
よう遊離硝酸濃度を０[mol/L]とす
る。 

第５一
時貯留
処理槽 誤移送時に想

定される最大

移 送 量 を 設

定。 

移送元機器に流入する溶液のうち，酸
濃度が最小となるプルトニウム溶液
の酸濃度。 

想定される最も高いプル
トニウム濃度の溶液とし
て，プルトニウム濃縮缶に
より濃縮される前のプル
トニウム溶液（最大値
24gPu/L）の崩壊熱密度を
設定する。

第７一
時貯留
処理槽 

移送元機器に流入する溶液のうち，酸
濃度が最小となるプルトニウム溶液
の酸濃度。 

※１ 設定した硝酸濃度に対応するＧ値を使用する。

※２ エンドピース酸洗浄槽の硝酸濃度の計算は以下の通り。

Henrich らは、温度条件を指定せず 2～7 mol／L の硝酸による溶解で

NO と NO2 の発生割合がほぼ等しいとして、以下の（１式）を提案して

いる。（参考文献（１）参照） 

UO2 + 3 HNO3 → UO2(NO3)2 + (1/2) NO + (1/2) NO2 + (3/2) H2O  （１式）   

左辺に着目すると，UO2の溶解により消費される遊離硝酸の量[mol]は 

݉௎ைଶሾ݃ሿ

௎ைଶሾܯ
݃
ሿ݈݋݉

ൈ 3 ൌ 6.12 ൈ 10ଷሾ݈݉݋ሿ
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となる。 

ここで 

݉௎ைଶ:溶解するUO2質量 550 ൈ 10ଷሾ݃ሿ

௎ைଶ: UO2のmol質量 270ሾܯ ௚

௠௢௟
ሿ

である。 

従って，臨界事故時のエンドピース酸洗浄槽内の溶液の遊離硝酸濃度

は 

2.1ሾmଷሿ ൈ 10ଷ ቂ L݉ଷቃ ൈ 6 ቂ
݈݋݉
݈ ቃ െ 6.12 ൈ 10ଷሾ݈݉݋ሿ

2.1ሾmଷሿ ൈ 10ଷ ቂ ଷቃ݉ܮ
ൌ 3.0ሾNሿ

となる。 

参考文献

( 1 ) 再処理プロセス・化学ハンドブック検討委員会, 再処理プロセス・化

学ハンドブック第3版, JAEA-Review 2015-002, 2015,
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4. 線量告示に定められた周辺監視区域外の空気中の濃度限度との比較

に係る評価方法と評価に用いたパラメータについて

臨界事故により外部に放出される放射性物質は，敷地境界において，

線量告示（核原料物質又は核燃料物質の製錬の事業に関する規則等の規

定に基づく線量限度等を定める告示）の周辺監視区域外の空気中の濃度

限度（３ヶ月平均）（以下，「濃度限度」という。）を下回ることを評価

している。ここでは，同評価の内容について取りまとめる。 

4.1 評価の前提 

本評価では，臨界事故により生成する放射性エアロゾル並びに放射性

希ガス及び放射性よう素（以下，「放射性希ガス等」という。）を評価

対象とする。 

(１) 放射性エアロゾル

「1.」のセシウム－137 換算放出量（放射性エアロゾル）の評価で

は貯留タンクへの貯留を考慮し，放射性エアロゾルの放出割合（溶液

から気相中に移行した放射性エアロゾルが機器に残存する割合）を設

定しているが，本評価では保守性を見込み，全機器一律 100％と設定

（貯留タンクへの貯留を考慮せず，全量放出を想定）する。 

上記以外の放出量算出に係る評価条件は，「1.」と同様とする。 

(２) 放射性希ガス等

「2.」の放射性希ガス等の放出割合の評価では貯留タンクへの貯留

及び放射性希ガス等の時間減衰を考慮し，放射性希ガス等の大気中へ

の放出割合を１％程度に低減できると評価しているが，本評価では保

守性を見込み，全機器一律 100％と設定（貯留タンクへの貯留及び放

射性希ガス等の時間減衰を考慮せず，全量放出を想定）する。 

上記以外の放出量算出に係る評価条件は，「2.」と同様とする。 

4.2 評価方法 

(１) 放射性エアロゾル

濃度限度は３ヶ月平均の値で与えられているため，周辺監視区域外

の空気中の濃度[Ｂｑ／ｃｍ３]を算出するにあたっては「1.」及び

「4.1」で算出した各核種の放出量[Ｂｑ]より，３ヶ月放出での放出

率[Ｂｑ／ｓ]を算出する。 

 周辺監視区域外の空気中の濃度[Ｂｑ／ｃｍ３]（３ヶ月平均濃度）

は（１）式のとおり，放出率[Ｂｑ／ｓ]に相対濃度（以下，「χ／Ｑ」
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という。）を乗じて算出する。なお，χ／Ｑについては，放出源を主

排気筒，気象条件を 2013 年 4 月から 2014 年 3 月，実効放出継続時間

を１時間として算出した 1.2×10－６[s／ｍ３]の値を使用している。 

周辺監視区域外の空気中の濃度[Ｂｑ／ｃｍ３] 

＝放出率[Ｂｑ／s]×χ／Ｑ[s／ｍ３]×10－６[ｍ３／ｃｍ３]・・・（１） 

算出した周辺監視区域外の空気中の濃度についてα核種及びβγ

核種をそれぞれ合計し，α核種については放出が想定されるβγ核種

の中で最も保守側の値となるＣｍ－250 の濃度限度 2×10－10[Ｂｑ／

ｃｍ３]の値，βγ核種については放出が想定されるβγ核種の中で

最も保守側の値となるＳｒ－90 の濃度限度 8×10－７の値と比較し，

割合の和が１未満となることを確認する。 

(２) 放射性希ガス等

周辺監視区域外の空気中の濃度[Ｂｑ／ｃｍ３]（３ヶ月平均濃度）

は，「4.1(１)」と同様の方法で評価を行う。 

算出した周辺監視区域外の空気中の濃度について放射性希ガス等

の核種毎に最も保守側の値となる濃度限度の値と比較し，割合の和が

１未満となることを確認する。 

4.2 評価結果 

(１) 放射性エアロゾル

濃度限度との比較の結果，割合の和は最大でも約 1.3×10－３であり，

１未満となる。 

(２) 放射性希ガス等

濃度限度との比較の結果，割合の和は最大でも約 1.9×10－１であり，

１未満となる。 

(３) 結論

上記より，放射性エアロゾル及び放射性希ガス等の割合の和を合計

しても約 1.9×10－１であり、１未満となる。 

なお，基準規模を超える臨界事故（バースト期の核分裂数：1.1×1017

ｆｉｓｓｉｏｎｓ，プラトー期の核分裂数 1.0×1016ｆｉｓｓｉｏｎｓ

／ｓ及び臨界継続時間５分）では，1.6×1018ｆｉｓｓｉｏｎｓから
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3.1×1018ｆｉｓｓｉｏｎｓとなり約２倍となるため，上記で算出した

割合の和（放射性エアロゾル及び放射性希ガス等）も約２倍となるが，

その場合にも濃度限度との比は１未満となる。また，寄与が大きい放

射性希ガス等については実際には時間減衰を見込めるため，本評価結

果よりも十分小さくなると考えられる。 
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5. 貯留タンク内の放射性物質濃度の推移について

 臨界事故が発生した場合には，直ちに自動的に臨界事故が発生した機

器に接続される廃ガス処理設備を停止すると共に，臨界が発生した機器

から貯留タンクへの経路を確立し，空気圧縮機を用いて貯留タンクに放

射性物質を含む気体を貯留する。また，臨界事故が発生した機器に空気

を供給し，機器の気相部内に存在する放射性物質を含む気体を掃気し，

貯留タンクに導く。 

 ここでは，貯留タンクによる放射性物質を含む気体の貯留完了後，貯

留タンク内の放射性物質（放射性希ガス及び放射性よう素（以下，「放

射性希ガス等」という。）濃度が時間の経過に従ってどの程度減衰する

かについて説明する。なお，臨界事故により生成する放射性エアロゾル

は半減期が長く時間減衰が期待できないため，対象外とする。 

5.1 放射性希ガス等 

 第5.1－１図及び第5.1－２図にＵ－235及びＰｕ－239の核分裂収率

における放射性希ガス等の時間による減衰（放射性希ガス等をガンマ線

実効エネルギ 0.5MeV 換算とした場合の放射能に対する減衰）を示す。 

 第 5.1－１図及び第 5.1－２図のとおり，放射性希ガス等は貯留後１

日時点で千分の一程度まで減衰し，貯留後７日時点で十万分の一程度ま

で減衰する。 
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第 5.1－１図 放射性希ガス等の減衰割合（１時間後まで） 

第 5.1－２図 放射性希ガス等の減衰割合（７日後まで） 
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1. はじめに

本資料は，臨界事故の異常な水準の放出防止対策の有効性評価として大気

中への放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）を算定するにあたり，重

大事故等が発生する機器に保有される放射性物質量のうち事故の影響を受け

る割合（ＤＲ）を設定する際に想定した核分裂数について説明するものであ

る。 

2. 溶液体系における臨界事故の特徴

溶液体系における臨界事故の特徴として，最初に臨界に達した直後のエネ

ルギー放出は瞬時のうちに終わり，その後，何回かの出力の急激な上昇（バ

ースト）を繰り返し，続いて体系に添加された反応度が溶液の温度上昇等に

よってもたらされる負の反応度により相殺された状態を維持する。第１図に

出力変化の概念図を示す。

バーストの大きさや持続時間を決定する因子としては，核燃料物質の組

成・形態，容器の形状や，エネルギー放出に伴う系の温度変化，沸騰あるい

は気体状核分裂生成物の生成による気泡発生などがあり，その挙動は不確定

性を有する。(1)

第１図 溶液体系の臨界事故における出力変化

プラトー期

バースト期

出力振動期

臨界事故はバースト期，出力振動期，プラトー期に大別さ
れ，添加された反応度が溶液の温度上昇等の要因により
相殺され，核分裂率が低下する。

核
分

裂
率

（
対

数
）

時間
臨界事故における出力の過渡変化例

体系に添加された反応度が、液温上昇や蒸気ボイドによ
り相殺されている状態
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3. 核分裂数の設定方法

上述のとおり臨界事故時のふるまいは種々の要因が複雑に関連して変化し

ていくことから，核分裂数及び核分裂率を，確度を持って数値解析的に求め

ることは容易ではない。一方，臨界安全ハンドブック第２版(2)によれば，第

１表に示すとおり，臨界事故評価において事故シナリオを仮想する場合は，

臨界事故事例、臨界事故模擬実験の結果並びに基準を参考にする方法が提案

されており，他の再処理施設の臨界事故の評価においても事故事例に基づき

核分裂数が設定されている例がある。よって再処理施設の臨界事故において

も，過去の臨界事故事例を参考に核分裂数を設定することとする。 

第１表 臨界安全ハンドブック第２版における該当箇所 

294



補 6-5-3 

第２表 臨界安全ハンドブック第２版における該当箇所（つづき） 
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4. 過去の臨界事故事例

ロスアラモス国立研究所発行の A Review of criticality Accidents

(2000 Revision) (3)によると，過去に核燃料物質の処理施設で発生した臨界

事故は 22 件あり，そのうち 21 件が溶液若しくはスラリー状，１件が金属イ

ンゴットの核燃料物質によるものである（1978 年 12 月 13 日に発生した

Siberian Chemical Combine における臨界事故は金属体系，それ以外は溶液

体系）。過去に核燃料処理施設で発生した臨界事故の規模を第２表に示す。 

第２表 臨界事故時の核分裂数 

 

※ 推定核分裂率（出力）のない場合及び「バースト期のみ」等の記載がな

い場合は，全核分裂数を継続時間で除した値を推定核分裂率とした。

 第２表より，過去に発生した臨界事故のうち，核分裂数が最大となった事

例は 1959 年に Idaho Chemical Processing Plant にて発生した臨界事故の

4×1019fissions である。 

事象名 全核分裂数
[fissions]

推定核分裂率※
[fissions/sec]

バースト核分裂数
[fissions]

Mayak Production Association，1953.3.15 2.00E+17 3.33E+15 ―
Mayak Production Association，1957.4.21 1.00E+17 1.67E+14 ―
Mayak Production Association，1958.1.2 2.00E+17 （バースト期のみ） 2.00E+17
Oak Ridge Y-12Plant，1958.6.16 1.30E+18 6.90E+15 6.00E+16
Los Alamos Scientific Laboratory，1958.12.30 1.50E+17 （バースト期のみ） 1.50E+17
Idaho Chemical Processing Plant，1959.10.16 4.00E+19 4.44E+16 1.00E+17
Mayak Production Association，1960.12.5 2.50E+17 3.47E+13 ―
Idaho Chemical Processing Plant，1961.1.25 6.00E+17 1.00E+16 6.00E+16
Siberian Chemical Combine，1961.7.14 1.20E+15 2.00E+13 2.00E+14
Hanford Works，1962.4.7 8.00E+17 1.33E+14 1.00E+16
Mayak Production Association，1962.9.7 2.00E+17 2.78E+13 ―
Siberian Chemical Combine，1963.1.30 7.90E+17 2.12E+13 ―
Siberian Chemical Combine，1963.12.2 1.60E+16 （不明） ―
United Nuclear Fuels Recovery Plant，1964.7.24 1.30E+17 2.41E+13 1.10E+17
Electrostal Machine-Building Plant，1965.11.3 1.00E+16 3.33E+12 ―
Mayak Production Association，1965.12.16 5.50E+17 2.18E+13 ―
Mayak Production Association，1968.12.10 1.00E+17 （不明） 1.00E+17
Windscale Works，1970.8.24 1.00E+15 1.00E+14 ―
Idaho Chemical Processing Plant，1978.10.17 2.70E+18 5.00E+15 ―
Siberian Chemical Combine，1978.12.13 3.00E+15 （バースト期のみ） 3.00E+15
Novosibirsk Chemical Concentration Plant，1997.5.15 5.50E+15 （バースト期のみ） 4.30E+15
JCO Fuel Fabrication Plant,1999.9.30 2.50E+18 4.08E+13 8.00E+16
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5．核分裂数の設定 

（１）バースト期の核分裂数

臨界事故のバースト期の核分裂数は，過去に核燃料物質の処理施設

で発生した臨界事故におけるバースト期の核分裂が 1014～1017fissions

の幅を取ることを踏まえ，基本想定としては 1018fissions を想定する。 

なお，バースト期に続いて生じる可能性のある出力振動期における

核分裂についても，バースト期に含まれるとする。 

（２）核分裂率

臨界事故の核分裂率についても過去に発生した臨界事故等を踏まえ適

切に設定する。過去の事故においては，臨界事故における核分裂率は

おおむね 1012～1016fissions/sec の幅を取る。この過去の結果を踏まえ，

核分裂率として 1×1015fissions/sec を設定する。ただし，臨界事故の

核分裂率は一意に定まるものではないことから，上記核分裂率に幅を

持つことが想定される。したがって，重大事故の検討では，基本とな

る核分裂率を 1×1015fissions/sec とし，範囲としては 1014 ～

1016fissions/sec の幅を持つことを考慮する。 
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第２図 核分裂率の想定範囲 

（３）全核分裂数

臨界事故発生初期に生じるバースト期の核分裂数1018及び核分裂が継

続的に発生する期間における核分裂率１×1015ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓに，

臨界が発生している機器に可溶性中性子吸収材を自動供給して未臨界

に移行させる時間（10分）を考慮して計算した核分裂数の合計である

1.6×1018を全核分裂数として設定する。 

（４）臨界事故への対処を行わないとした場合の核分裂数

臨界事故の有効性評価においては拡大防止対策の効果を期待した場合

の総核分裂数である1.6×1018を全核分裂数として設定した。 

一方で，拡大防止対策が機能しないことを考えた場合には，全核分

裂数はさらに大きくなる可能性がある。 

沸騰が生じた場合，体系が減速不足となり，事象の進展に伴って，

新たな対処を講じずとも未臨界に移行する可能性も考えられるが，そ

298



補 6-5-7 

れを考慮せず，臨界事故の核分裂数を，過去に発生した臨界事故，溶

液状の核燃料物質による臨界事故を模擬した過渡臨界実験及び国内外

の核燃料施設の安全評価で想定される臨界事故規模を踏まえ1020とした

場合（プラトー期が１日以上継続した場合に相当）には，外部への放

出量の増大及び溶液の沸騰・蒸発による乾燥固化等が顕在化する可能

性がある。 

したがって，臨界事故への対処のうち拡大防止対策に用いる設備は，

臨界事故が発生した場合に確実かつ迅速に可溶性中性子吸収材を供給

できるよう設計において考慮する。 

6．参考文献 

(1) 原子力安全研究協会．核燃料の臨界安全（実務テキストシリーズ No.2）

昭和59年12月．

(2) 日本原子力研究所．臨界安全ハンドブック第２版．1999-03，JAERI

1340．

(3) Los Alamos NATIONAL LABORATORY．A Review of Criticality

Accidents 2000 Revision. LA-13638 
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1. はじめに

本資料は，臨界事故における大気中への放射性物質の放出量（セシウム－

137 換算）の算定にあたって使用する各パラメータの不確かさについて説明

するものである。 

2. 各パラメータの不確かさについて

(１) 臨界事故が発生した機器が保有する放射性物質量（ＭＡＲ）

ａ．上振れ効果 

 ＭＡＲの上振れとなる要因はない。 

ｂ．下振れ効果 

 第１表に示す再処理する使用済燃料の冷却年数を 15 年に制限した条件

を用いて放射能濃度を算出し，第２表のとおり燃料使用の変動に係る補正

係数を考慮した場合，一桁未満の下振れとなる。 

第１表 使用済燃料の条件 

燃料型式 PWR 

初期濃縮度 4.5wt% 

燃焼度 45,000MWd/t･UPr 

比出力 38MW/t･UPr 

冷却年数 15 年 
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第２表 燃料使用の変動に係る補正係数 

元素グループ 
燃料仕様の変動に係る

補正係数 

Ru/Rh 1.7 

その他ＦＰ*１ 1.1 

Ｐｕ 
α 

2.0 
β 

Ａm,Cm 2.7 

*1 その他 FP とは,核分裂生成物のうち,Kr -85,I-129 及び Ru/Rh を除いた

ものを示す。

また，再処理施設で保有する使用済燃料には，冷却期間 15 年以上とな

るものも含まれ，冷却期間 15 年以上の燃料を処理した場合，第１図に示

すとおり放射能の減衰による放射性物質量のさらなる低減効果を見込める。 

第１図 使用済燃料の冷却年数による崩壊熱及び Ru-106 の減衰 
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(２) 臨界事故の影響を受ける割合（ＤＲ）

ａ．上振れ効果 

第３表に過去に核燃料物質の処理施設で発生した臨界事故及びその核

分裂数を示す。第４表に過去の臨界事故での全核分裂数及び核分裂率の推

定値を示す。 

過去に発生した臨界事故のモードは，バースト期のみで収束している

ものと、臨界事故の有効性評価で想定したバースト期及びプラトー期を有

するものがある。 

そこで、過去の臨界事故のうち、バースト期及びプラトー期を有する

臨界事故を参照し，核分裂数の上振れを推定すると，臨界事故のバースト

期，プラトー期の核分裂率の最大値はそれぞれ 1.1×1017ｆｉｓｓｉｏｎｓ

（United Nuclear Fuels Recovery Plant 1964 年：第３表及び第４表

No.14），及び推定 4.5×1016 ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓｅｃ（Idaho Chemical 

Processing Plant 1959 年：第３表及び第４表 No.６）である。（１） 

ただし、Idaho Chemical Processing Plant 1959 年の事故においては、

形状寸法管理を行わない貯槽に多量の高濃縮ウラン溶液が流入した結果発

生したものであり、臨界事故が発生した以降も溶液の移送が継続し、結果

として 20 分間にわたって臨界状態が継続したものである。一方，臨界事

故への対処では、臨界事故の発生を検知後、直ちに再処理施設の運転を停

止することで正の反応度の添加を防止するとともに、中性子吸収材の供給

による速やかな未臨界への移行が行われるため、上記の事故とは状況が異

なる。本事故以外の臨界事故のプラトー期の核分裂率の最大値は推定１×

1016ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓｅｃ（Idaho Chemical Processing Plant 1961

年：第３表及び第４表 No.８）となる。 

上記を踏まえ，上振れを考慮する場合においては，バースト期の核分
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裂数を 1.1×1017ｆｉｓｓｉｏｎｓ，プラトー期の核分裂数を１×1016

ｆｉｓｓｉｏｎｓ／ｓｅｃとする。 

また，臨界事故の影響を受ける割合は，全核分裂数に依存するため，

未臨界確保対策が想定よりも短い時間で完了できた場合には，その割合は

小さくなる。未臨界確保対策である重大事故時可溶性中性子吸収材供給系

から，未臨界に必要な量の可溶性中性子吸収材が供給されるまでの時間に

ついては一律 10 分と設定しているが，実際の設備構成を踏まえた場合，

その時間は，５分以下と見積もられる。 

上記の全核分裂数の不確かさ及び現実的な可溶性中性子吸収材の供給

時間を総合的に考慮すると，全核分裂数は 3.1×1018ｆｉｓｓｉｏｎｓと

なることから，条件によっては１桁未満（２倍程度）の上振れを有する可

能性がある。 
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第３表 過去に核燃料物質の処理施設で発生した臨界事故の核分裂数（１） 
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第４表 過去の臨界事故での核分裂数及び核分裂率の推定値 

No. 事象名 全核分裂数 

[fissions] 

推定核分裂率※ 

[fissions/sec] 

バースト核分裂数 

[fissions] 

1 Mayak Production Association，1953.3.15 2.00E+17 3.33E+15 ― 

2 Mayak Production Association，1957.4.21 1.00E+17 1.67E+14 ― 

3 Mayak Production Association，1958.1.2 2.00E+17 （バースト期のみ） 2.00E+17 

4 Oak Ridge Y-12Plant，1958.6.16 1.30E+18 6.90E+15 6.00E+16 

5 Los Alamos Scientific Laboratory，1958.12.30 1.50E+17 （バースト期のみ） 1.50E+17 

6 Idaho Chemical Processing Plant，1959.10.16 4.00E+19 4.44E+16 1.00E+17 

7 Mayak Production Association，1960.12.5 2.50E+17 3.47E+13 ― 

8 Idaho Chemical Processing Plant，1961.1.25 6.00E+17 1.00E+16 6.00E+16 

9 Siberian Chemical Combine，1961.7.14 1.20E+15 2.00E+13 2.00E+14 

10 Hanford Works，1962.4.7 8.00E+17 1.33E+14 1.00E+16 

11 Mayak Production Association，1962.9.7 2.00E+17 2.78E+13 ― 

12 Siberian Chemical Combine，1963.1.30 7.90E+17 2.12E+13 ― 

13 Siberian Chemical Combine，1963.12.2 1.60E+16 （不明） ― 

14 United Nuclear Fuels Recovery Plant，1964.7.24 1.30E+17 2.41E+13 1.10E+17 

15 Electrostal Machine-Building Plant，1965.11.3 1.00E+16 3.33E+12 ― 

16 Mayak Production Association，1965.12.16 5.50E+17 2.18E+13 ― 

17 Mayak Production Association，1968.12.10 1.00E+17 （不明） 1.00E+17 

18 Windscale Works，1970.8.24 1.00E+15 1.00E+14 ― 

19 Idaho Chemical Processing Plant，1978.10.17 2.70E+18 5.00E+15 ― 

20 Siberian Chemical Combine，1978.12.13 3.00E+15 （バースト期のみ） 3.00E+15 

21 Novosibirsk Chemical Concentration Plant，1997.5.15 5.50E+15 （バースト期のみ） 4.30E+15 

22 JCO Fuel Fabrication Plant,1999.9.30 2.50E+18 4.08E+13 8.00E+16 

※ 推定核分裂率（出力）のない場合及び「バースト期のみ」等の記載がない場合は，全核分裂数を継続時間で除した値

を推定核分裂率とした。 
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ｂ．下振れ効果 

今回設定した全核分裂数 1.6×1018ｆｉｓｓｉｏｎｓと，第３表に示す

過去に核燃料物質の処理施設で発生した臨界事故の全核分裂数に 1017 

ｆｉｓｓｉｏｎｓ程度の場合もあることから，１桁程度下振れする可能性

がある。 

また，評価においては，より厳しい評価となるよう核分裂により発生

する熱エネルギは全て溶液の蒸発に使用される断熱条件とし，臨界事故発

生時に溶液が既に沸騰状態にあることを前提と仮定しているが，実際には

機器内の溶液量や機器への熱の伝達によっては溶液が沸騰に至らない可能

性がある。この場合，沸騰により放射性物質を含む蒸気が発生しないこと

から，１桁程度下振れする可能性がある。 

 

(３) 核分裂の熱エネルギによる沸騰等により放射性物質が機器の気相に移行

する割合（ＡＲＦ） 

不確かさの幅の設定は行わない。 

 

(４) 大気中への放出経路における低減割合 

 ａ．上振れ効果 

 (ａ) 臨界事故時に溶液が沸騰することにより発生するミストは気体に比べ

て質量が大きく，第２図に示すとおり廃ガス処理設備の配管の曲がり

部等において慣性によりその多くが配管の内壁に衝突する。Walsh, 

Schea による蒸発缶の研究によれば、1 回の直角衝突を通過した後のミ

スト濃度は 10mg/m3 以下となることが報告されている（２）。ただし，

本文献値が適用できるのはミスト濃度が 100mg/m3 以上のときであり，

事故の挙動によってはミスト濃度が 100mg/m3 未満となり，文献値を
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適用できない可能性もある。このため，ＬＰＦ（＝（１／除染係数）×

放出割合）は１桁程度上振れする可能性がある。

第２図 ミストの慣性衝突のイメージ 

(ｂ) 臨界事故への対策として実施する貯留タンクへの放射性物質の貯留に

ついては，確実性が高い対策ではあるが，万一，機器の動作不良等に

より貯留タンクへの気体の導出ができない場合には，廃ガス処理設備

を遮断して，水封部からセルに放射性物質を導出し，セルで滞留させ

る。 

 この場合，放射性物質を含む気体は，大部分がセルで滞留されるこ

とになるが，水素掃気の継続によるセルの内圧上昇又はセルの微小な

開口部の存在により，セルから建屋側に放射性物質が漏出する可能性

がある。その場合，放射性物質は建屋排気系の高性能粒子フィルタ

（１段）で除去されることとなるため、除染係数が 2 桁低下する。 

 さらに，前処理建屋のせん断処理・溶解廃ガス処理設備に接続され

ている溶解槽，エンド ピース酸洗浄槽及びハル洗浄槽（以下，「溶解

槽等」という。）における臨界事故の場合は，セルへの導出経路に配管

ミスト

液膜

309



補 6-6-9 

曲がり部を見込むことができない機器構成になっていることから，廃

ガス処理設備の配管の曲がり部による除去効率を見込めず、これによ

り除染係数がさらに 1 桁低下する。 

一方で，健全な金属容器及び水中に貯蔵している場合の除染係数と

して 100 が文献値として報告されている
（ ３ ）

ことを踏まえ，廃ガス処理設

備を経由し水封部を介してセルに放出される部分について，除染係数

10 を考慮できる。 

上記を総合的に考慮すると，溶解槽等における臨界事故では高性能

粒子フィルタの除染係数の低下，放出経路構造物への沈着による除染

係数の低下，水封部を介したセルへの放射性物質の放出，及び貯留設

備での貯留による放出低減効果の変化による３桁程度の上振れとなる。

精製建屋第５一時貯留処理槽，第７一時貯留処理槽（以下，「第５一時

貯留処理槽等」という。）における臨界事故では高性能粒子フィルタの

除染係数の低下，水封部を介したセルへの放射性物質の放出及び貯留

設備での貯留による放出低減効果の変化による２桁程度の上振れとな

る。 

ｂ．下振れ効果 

 高性能粒子フィルタの除染係数は、第５表に基づき蒸気がフィルタの除

染係数を低下させる傾向をもつことを考慮して１段当りの除染係数を100

と設定している。ただし，廃ガス処理設備中の凝縮器により蒸気は凝縮さ

れることで，蒸気による除染係数の低下が生じないことが考えられ，この

場合，大気中への放射性物質の放出量は１桁程度の下振れを見込める。さ

らに，上記廃ガス処理設備には洗浄塔等の機器が設置されているため，洗

浄塔による放射線物質の除去に期待できる可能性があり，この効果として

大気中への放射性物質の放出量は１桁程度の下振れを見込める。 
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第５表 高性能粒子フィルタの通過率の変動（４） 
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ｃ．ルテニウムについて 

沸騰に伴い気相中へ移行する放射性物質のうち，ルテニウムについて

は，気相中への移行が沸騰による飛まつ同伴であり，エアロゾルとして移

行すると考えられるものの，仮に揮発性の化学形態であった場合，放出経

路構造物及び高性能粒子フィルタによる除去が期待できない可能性がある。

その場合であっても，揮発性として移行したルテニウムは，廃ガス処理設

備に設置している洗浄塔等により一定程度除去されると推定される。 

廃ガス処理設備に設置している洗浄塔等による除去効果を安全側に見

積もって，揮発性ルテニウムの除染係数を，溶解槽等における臨界事故で

は 10 とする。なお，精製建屋塔槽類廃ガス処理設備の塔槽類廃ガス処理

系（プルトニウム系）においても，洗浄塔が存在するが，ルテニウムの吸

着がＮＯｘの存在下において行なわれるものであることを考慮し，第５一

時貯留処理槽等における臨界事故ではこの効果を見込まない。 

臨界事故により気相中へ移行したルテニウムを全て揮発性とした場合

の，大気中への機器内の溶液由来のルテニウムの放出量（セシウム－137 

換算）を第６表，臨界事故時の核分裂により生成するルテニウムの大気中

への放出量（セシウム－137 換算）を第７表に示す。また，大気中への

放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）の計算結果を表８表に示す。

大気中への放射性物質の放出量（セシウム－137 換算）は，溶解槽にお

ける臨界事故の場合で約６倍となる。 

揮発性ルテニウムの除染係数の設定根拠については 3.に示す。 
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第６表 大気中へのルテニウムの放出量（セシウム－137 換算） 

（ルテニウムを揮発性とした場合）

※ＬＰＦ＝（１／除染係数）×放出割合

溶解槽
[Bq] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

核種 MAR ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Ru-103 7.88E-26 1.00E-03 1.50E-02 1.18E-30 1.15E-02 1.36E-32
Ru-106 9.90E+11 1.00E-03 1.50E-02 1.49E+07 3.69E-02 5.49E+05

エンドピース酸洗浄槽
[Bq] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

核種 MAR ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Ru-103 5.52E-26 1.00E-03 5.00E-03 2.76E-31 1.15E-02 3.18E-33
Ru-106 6.93E+11 1.00E-03 5.00E-03 3.47E+06 3.69E-02 1.28E+05

ハル洗浄槽
[Bq] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

核種 MAR ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Ru-103 5.25E-27 1.00E-03 1.50E-02 7.88E-32 1.15E-02 9.09E-34
Ru-106 6.60E+10 1.00E-03 1.50E-02 9.90E+05 3.69E-02 3.66E+04

第５一時貯留処理槽
[Bq] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

核種 MAR ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Ru-103 4.28E-31 1.00E-03 1.00E-01 4.28E-35 1.15E-02 4.94E-37
Ru-106 5.38E+06 1.00E-03 1.00E-01 5.38E+02 3.69E-02 1.99E+01

第７一時貯留処理槽
[Bq] [-] [-] [Bq] [－] [Bq]

核種 MAR ＡＲＦ LPF 放出量 Ｃｓ換算係数 Cs137換算放出量
Ru-103 1.79E-30 1.00E-03 2.50E-01 4.49E-34 1.15E-02 5.18E-36
Ru-106 2.26E+07 1.00E-03 2.50E-01 5.64E+03 3.69E-02 2.08E+02
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第７表 臨界の核分裂により生成するルテニウムの大気中への放出量 

（Ｃｓ－137換算）（ルテニウムを揮発性とした場合） 

核種 
溶解槽 

エンドピー

ス酸洗浄槽 
ハル洗浄槽 

第５一時貯

留処理槽 

第７一時貯

留処理槽 

セシウム－137 換算放出量（TBq）※１ 

Ru-103 3.96E-09 1.32E-09 3.96E-09 2.64E-08 6.59E-08 

Ru-105 6.08E-09 2.03E-09 6.08E-09 4.05E-08 1.01E-07 

Ru-106 8.14E-10 2.71E-10 8.14E-10 5.43E-09 1.36E-08 

合計 1.08E-08 3.62E-09 1.08E-08 7.23E-08 1.81E-07 

※１ 核分裂収率はルテニウムの放出量が大きくなるなるようプルトニウム－239 による核分裂収率を使用 
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第８表 臨界事故における大気中への放射性物質の放出量 

（Ｃｓ－137換算）（ルテニウムを揮発性とした場合） 

 

臨界事故の発生

を想定する機器 
評価対象 

放出量(ＴＢｑ) 

ルテニウムをエ

アロゾルとして

合算した場合 

ルテニウムを揮

発性として合算

した場合 

溶解槽 

Ｃｓ－137換算値 

1.1×10－７ 6.7×10－７ 

エンドピース酸

洗浄槽 
3.5×10－８ 1.7×10－７ 

ハル洗浄槽 1.1×10－７ 1.5×10－７ 

精製建屋 第５

一時貯留処理槽 
3.1×10－７ 3.8×10－７ 

精製建屋 第７

一時貯留処理槽 
7.6×10－７ 9.4×10－７ 
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3. 揮発性ルテニウムの除染係数

以下，(１)及び(２)に放出経路における揮発性ルテニウムの挙動イメージ

を示す。

ただし，揮発性ルテニウムの挙動については，不確実さが大きく，いかな

る条件下においても最大値を期待できるとは限らないが，溶解槽等における

臨界事故では，放出経路全体で除染係数 10 程度は期待できると考えられる。 
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(１) 貯槽から廃ガス処理設備に設置している洗浄塔までのライン

本経路では，以下の特徴から除染係数１～1.3 程度期待できる可能性があ

る。（５）

 流速が大きく，経路温度が高い場合は，蒸気の凝縮量は小さくなる。

 気相中のＲｕＯ４は蒸気の凝縮に伴い凝縮液中へ移行する。

 ＮＯｘ由来の亜硝酸（ＨＮＯ２）とＲｕＯ４が反応し，ニトロシルルテ

ニウム化合物を形成する。

⇒ ２ＮＯ２＋Ｈ２Ｏ→ＨＮＯ３＋ＨＮＯ２

ＲｕＯ４＋４ＨＮＯ２→Ｒｕ（ＮＯ）（ＮＯ３）３＋２Ｈ２Ｏ

 残存するＲｕＯ４は硝酸蒸気雰囲気では安定化され，形態を維持した

まま，気相中を移行する。

第４図 貯槽から廃ガス処理設備に設置している洗浄塔入口までのラインに

おける揮発性Ｒｕの挙動イメージ

317



補 6-6-17 

(２)  廃ガス処理設備に設置している洗浄塔 

廃ガス処理設備に設置している洗浄塔では，以下の特徴から除染係数は～

25 程度期待できる可能性がある。 

 文献
（ ６ ）

ではＮＯｘを付加せずガスモル比が近い条件で除染係数 1.2（Ｌ

ＰＦ＝0.82） 

 また，ＮＯｘを付加した条件では除染係数 25（ＬＰＦ＝0.04） 

 気相中のＲｕＯ４は蒸気の凝縮に伴い凝縮液中へ移行する。 

 ＮＯｘ由来の亜硝酸（ＨＮＯ２）とＲｕＯ４が反応し，ニトロシルルテ

ニウム化合物を形成する。 

  ⇒ ２ＮＯ２＋Ｈ２Ｏ→ＨＮＯ３＋ＨＮＯ２ 

       ＲｕＯ４＋４ＨＮＯ２→Ｒｕ（ＮＯ）（ＮＯ３）３＋２Ｈ２Ｏ 

 蒸気の凝縮に伴い，雰囲気中の硝酸水蒸気が減少し，ＲｕＯ４の一部

が固体状ＲｕＯ２へ変化する。 

  ⇒ ＲｕＯ４(ｇ)→ＲｕＯ２(ｓ) + Ｏ２ 

 実際の高レベル濃縮廃液において，気体状のＲｕの放出に対して模擬

廃液の加熱試験と同様の比でＮＯｘが放出される場合，ＬＰＦのさら

なる低下が予想され，この場合，最大で除染係数 25 となる。 

 

 

 

 

第５図 廃ガス処理設備に設置している洗浄塔における揮発性Ｒｕの挙動イ

メージ 
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 せん断処理・溶解廃ガス処理設備に設置している洗浄搭（ＮＯｘ吸収

塔）には溶解設備で供給されたＮＯｘが付加されていることから，同

様の低下が期待できる。 
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６．臨界事故への対処 
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作業時間の想定根拠 

１．未臨界に移行し，及び未臨界を維持するための対応手順 

(１) 未臨界への移行判断

ａ．所要時間

(ａ)前処理建屋 

 

 

(ｂ)精製建屋 

 

ｂ．操作の成立性 

作業環境：建屋内照明は点灯した状態，且つ適切な防護具（酸 

素呼吸器，汚染防護衣，個人線量計等）を着 

用又は携行して作業を行う。 

移動経路：中央制御室及び建屋内の照明は点灯した状態，且つ 

線量上昇の有無等の対処の阻害要因を把握し，その 

状況に応じて，適切なアクセスルートの選定を行う 

ため，アクセスルートに支障はない。 

操作性 ：緊急停止系を用いた停止操作は緊急停止操作スイッ 

チの操作であり，容易に操作可能である。また，セル

周辺の線量当量率の計測はサーベイ メータの操作で

あり，容易に操作可能である。

連絡手段：所内携帯電話により連絡が可能である。 

作業内容
想定作業
時間※

実績等※ 備考

臨界検知用放射線検出器の警報の
発報により臨界事故の発生を判断

10分 約１分
警報の発報を認識し，臨界事故の発生を認識するまでの時間とし
て１分を想定

使用済燃料のせん断・溶解運転停
止

１分 約１分 訓練実績（中央制御室）

セル周辺の線量当量率の計測によ
る未臨界確保の判断

25分 約25分 建屋内の移動及び線量当量率の測定時間として25分を想定

※対策作業に必要となる時間であり、作業場所への移動時間及び要員の装備の着装時間を含まない。

※対策作業に必要となる時間であり、作業場所への移動時間及び要員の装備の着装時間を含まない。

作業内容
想定作業
時間※

実績等※ 備考

臨界検知用放射線検出器の警報の
発報により臨界事故の発生を判断

10分 約１分
警報の発報を認識し，臨界事故の発生を認識するまでの時間とし
て１分を想定

主要工程停止 １分 約１分 訓練実績（中央制御室）

セル周辺の線量当量率の計測によ
る未臨界確保の判断

25分 約25分 建屋内の移動及び線量当量率の測定時間として25分を想定
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(２) 自主対策設備を用いた可溶性中性子吸収材の供給

ａ．所要時間

(ａ)前処理建屋 

 

(ｂ)精製建屋 

 

ｂ．操作の成立性 

作業環境：建屋内照明は点灯した状態，且つ適切な防護具（酸 

素呼吸器，汚染防護衣，個人線量計等）を着 

用又は携行して作業を行う。 

移動経路：中央制御室及び建屋内の照明は点灯した状態，且つ 

線量上昇の有無等の対処の阻害要因を把握し，その 

状況に応じて，適切なアクセスルートの選定を行う 

ため，アクセスルートに支障はない。 

操作性 ：可溶性中性子吸収材の供給は可搬型可溶性中性子吸 

収材供給器の操作であり，容易に操作可能である。 

また，可搬型建屋内ホースの接続は，カプラ接続であ

り容易に操作可能である。 

連絡手段：所内携帯電話により連絡が可能である。 

※対策作業に必要となる時間であり、作業場所への移動時間及び要員の装備の着装時間を含まない。

作業内容
想定作業
時間※

実績等※ 備考

可搬型可溶性中性子吸収材供給器
による可溶性中性子吸収材の供給

15分 約９分 訓練実績（現場）

※対策作業に必要となる時間であり、作業場所への移動時間及び要員の装備の着装時間を含まない。

作業内容
想定作業
時間※

実績等※ 備考

可搬型可溶性中性子吸収材供給器
による可溶性中性子吸収材の供給

15分 約10分 訓練実績（現場）
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２．貯留タンクへの導出 

(１) 空気の供給

ａ．所要時間

(ａ)前処理建屋 

 

 

(ｂ)精製建屋 

 

 

 

ｂ．操作の成立性 

作業環境：建屋内照明は点灯した状態，且つ適切な防護具（酸 

素呼吸器，汚染防護衣，個人線量計等）を着 

用又は携行して作業を行う。 

移動経路：中央制御室及び建屋内の照明は点灯した状態，且つ 

線量上昇の有無等の対処の阻害要因を把握し，その 

状況に応じて，適切なアクセスルートの選定を行う 

ため，アクセスルートに支障はない。 

操作性 ：圧縮空気設備の一般圧縮空気系からの空気供給は通 

常の弁操作であり，容易に操作可能である。また， 

可搬型建屋内ホースの接続は，カプラ接続であり容 

作業内容
想定作業
時間※

実績等※ 備考

圧縮空気設備の一般圧縮空気系からの空気供
給

20分 約20分 類似の訓練実績を参考に約20分と想定

計器監視（水素掃気系統圧縮空気流量）
事象発生40分
後から継続
して実施

－

主排気筒の排気筒モニタ監視
事象発生から
継続して実施

－

貯留タンク内圧力監視及び貯留タンク入口の放
射線モニタ監視

事象発生から
継続して実施

－

※対策作業に必要となる時間であり、作業場所への移動時間及び要員の装備の着装時間を含まない。

作業内容
想定作業
時間※

実績等※ 備考

圧縮空気設備の一般圧縮空気系からの空気供
給

20分 約20分 類似の訓練実績を参考に約20分と想定

計器監視（水素掃気系統圧縮空気流量）
事象発生40分
後から継続
して実施

－

主排気筒の排気筒モニタ監視
事象発生から
継続して実施

－

貯留タンク内圧力監視及び貯留タンク入口の放
射線モニタ監視

事象発生から
継続して実施

－

※対策作業に必要となる時間であり、作業場所への移動時間及び要員の装備の着装時間を含まない。
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易に操作可能である。 

   連絡手段：所内携帯電話により連絡が可能である。 

 

３．臨界事故により発生する放射線分解水素の掃気及び貯留タンクへ

の導出完了後の廃ガス処理設備による換気再開 

(１) 空気の供給及び換気再開のための対応 

 ａ．所要時間 

  (ａ)前処理建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (ｂ)精製建屋 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ｂ．操作の成立性 

   作業環境：建屋内照明は点灯した状態，且つ適切な防護具（酸 

素呼吸器，汚染防護衣，個人線量計等）を着 

用又は携行して作業を行う。 

   移動経路：中央制御室及び建屋内の照明は点灯した状態，且つ 

作業内容
想定作業
時間※

実績等※ 備考

圧縮空気設備の一般圧縮空気系からの空気供
給

20分 約20分 類似の訓練実績を参考に約20分と想定

計器監視（水素掃気系統圧縮空気流量）
事象発生40分
後から継続
して実施

－

せん断処理・溶解廃ガス処理設備の隔離弁の
操作及び排風機の起動

３分 約１分 訓練実績（中央制御室）

貯留タンクの隔離弁の操作及び空気圧縮機の
停止

５分 約５分 類似の訓練実績を参考に約５分と想定

※対策作業に必要となる時間であり、作業場所への移動時間及び要員の装備の着装時間を含まない。

作業内容
想定作業
時間※

実績等※ 備考

圧縮空気設備の一般圧縮空気系からの空気供
給

20分 約20分 類似の訓練実績を参考に約20分と想定

計器監視（水素掃気系統圧縮空気流量）
事象発生40分
後から継続
して実施

－

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の隔離
弁の操作及び排風機の起動

３分 約１分 訓練実績（中央制御室）

貯留タンクの隔離弁の操作及び空気圧縮機の
停止

５分 約５分 類似の訓練実績を参考に約５分と想定

※対策作業に必要となる時間であり、作業場所への移動時間及び要員の装備の着装時間を含まない。

326



補 6-7-5 

線量上昇の有無等の対処の阻害要因を把握し，その 

状況に応じて，適切なアクセスルートの選定を行う 

ため，アクセスルートに支障はない。 

操作性 ：圧縮空気設備の一般圧縮空気系からの空気供給は通 

常の弁操作であり，容易に操作可能である。また， 

可搬型建屋内ホースの接続は，カプラ接続であり容 

易に操作可能である。 

連絡手段：所内携帯電話により連絡が可能である。 

(２) 自主対策設備を用いた水素掃気対策，セルへの導出及び滞留

ａ．所要時間

(ａ)前処理建屋 

 

 

 

(ｂ)精製建屋 

 

 

 

ｂ．操作の成立性 

作業環境：建屋内照明は点灯した状態，且つ適切な防護具（酸 

素呼吸器，汚染防護衣，個人線量計等）を着 

用又は携行して作業を行う。 

移動経路：中央制御室及び建屋内の照明は点灯した状態，且つ 

作業内容
想定作業
時間※

実績等※ 備考

可搬型空気圧縮機からの空気供給 20分 約20分 類似の訓練実績を参考に約20分と想定

前処理建屋換気設備の溶解槽セル排風機の停
止

５分 約１分 訓練実績（中央制御室）

前処理建屋換気設備の溶解槽セル排風機入口
ダンパの閉止

20分 約10分 訓練実績（現場）

※対策作業に必要となる時間であり、作業場所への移動時間及び要員の装備の着装時間を含まない。

作業内容
想定作業
時間※

実績等※ 備考

可搬型空気圧縮機からの空気供給 20分 約20分 類似の訓練実績を参考に約20分と想定

塔槽類廃ガス処理系（プルトニウム系）の排風
機の停止

５分 約１分 訓練実績（中央制御室）

グローブ ボックス・セル排風機の停止 ５分 約１分 訓練実績（中央制御室）

セル排気フィルタ ユニット入口ダンパの閉止 ５分 約５分 類似の訓練実績を参考に約５分と想定

※対策作業に必要となる時間であり、作業場所への移動時間及び要員の装備の着装時間を含まない。
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線量上昇の有無等の対処の阻害要因を把握し，その 

状況に応じて，適切なアクセスルートの選定を行う 

ため，アクセスルートに支障はない。 

   操作性 ：可搬型空気圧縮機からの空気供給は通常の弁操作で

あり，容易に操作可能である。また，可搬型建屋内

ホースの接続は，カプラ接続であり容易に操作可能

である。 

   連絡手段：所内携帯電話により連絡が可能である。 

 

 

 

以上 
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６．臨界事故への対処 
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臨界事故時の水素発生Ｇ値 
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核分裂により発生する水素に係るＧ値の妥当性 

1. 概要

臨界事故が発生した場合において，臨界により生じるエネルギにより

放射線分解水素が発生し，機器内の水素濃度が上昇することを想定し

ている。また，臨界事故の起因との関係において，未臨界に移行した

以降にも溶液由来の放射線分解水素が発生し，機器内の水素濃度の上

昇が継続することを想定している。 

このため，臨界事故の発生を想定する機器に対して，臨界事故発生後

速やかに一般圧縮空気供給設備を用いて空気を供給することで，水素

濃度を低減し，水素爆発未然防止濃度（８ｖｏｌ％）未満を維持する

とともに，可燃限界濃度（４ｖｏｌ％）未満とすることとしている。 

水素発生量の算出条件の一つに核分裂により発生する水素に係るＧ値

があり，水溶液に対するＧ値としてＧ＝1.8 を設定しているため，ここ

では設定したＧ値の妥当性について説明する。 

2. 核分裂により発生する水素に係るＧ値の妥当性

2.1 Ｇ＝1.8 を使用する根拠 

臨界事故による水素発生のＧ値については第１表に示す参考文献(1)

～(3)により報告されており，いずれも水溶液における臨界実験結果を

基に求められた値であると推測される。また，溶液の種別及び放射線

の種別については，重大事故における臨界事故の場合と同様である。 

Ｇ＝1.8 は，報告されているＧ値のうち，最も厳しい結果を与える参

考文献(2)の数値から設定している。 

なお，参考文献(2)よりウラン濃度とＧ値は負の相関関係があるが，
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Ｇ値の設定においてウラン濃度が低い場合を考慮している。 

なお，Ｇ値に影響を及ぼす因子であるウラン濃度及び酸濃度に着目す

ると，参考文献（1）及び（3）における条件は，前処理建屋のエンド

ピース酸洗浄槽の液性（溶解液）と近く，参考文献（1）及び（3）に

示されるＧ値を適用できると考えられるが，水素の発生量を大きめに

見積もるために，他の機器と同様にＧ値を 1.8 とした。 

第１表 水溶液における臨界実験による水素発生のＧ値 

参考文献 G値[molecules/100eV] 溶液の硝酸及びウラン濃度

(1）阿部仁ほか．溶液燃料の過渡臨界事象に伴う放
射性ヨウ素及び希ガス等の放出挙動の検討，日本
原子力研究所，1999，JAERI-Tech 99-067．

0.77以上 硝酸濃度：0.66～0.78[N]

ウラン濃度：390～406[g/ℓ]

(2）Harry MacDonald Forehand, Jr．“Effect of
Radiolytic gas on nuclear excursions in
aqueous solutions”．1981．

約0.6（ウラン濃度約
420g/ℓ）
～1.7(ウラン濃度約5g/ℓ)

硝酸濃度：記載なし

ウラン濃度：約5～約420[g/ℓ]

1.8(fission fragments) 硝酸濃度，ウラン濃度：記載な
し

(3）吉田涼一朗ほか．“硝酸ウラニル水溶液の過渡
臨界における水素ガス発生量の推定”．日本原子
力学会予稿集．福岡，2016/9/7～9/9，日本原子力
研究開発機構，日本原子力学会，2016．

1.2（1E+18fissionsあたり
4molの水素との記載より換
算）

硝酸濃度：文献１と同様と推定

ウラン濃度：文献1と同様と推定
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６．臨界事故への対処 
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JACS コードシステムの妥当性 
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1. はじめに

本資料は，臨界事故の有効性評価として実施する，拡大防止対策により可

溶性中性子吸収材を供給した場合に未臨界に移行し，及び未臨界を維持でき

ることを確認するために用いるＪＡＣＳコードシステムについてまとめたも

のである。 

2. ＪＡＣＳコードシステムの概要１）

ＪＡＣＳは臨界安全解析をするために日本原子力研究所で開発された計算

コードシステムである。JACS における計算の流れを図 2-l に沿って概説す

る。 

核データは，主として，ENDF/B-IV を用いている。核データを MGCL-ACE

を用いて処理し多群定数ライブラリ一 MGCL を作成する。MGCL は Bondarenko

タイプの自己遮蔽因子，無限希釈面積及び散乱マトリックスからなる。

系の核種組成と幾何形状を MAIL コードに入力し，多群の巨視的実効断面

積を計算する。非均質体系の場合は，さらに Sn 中性子輸送計算コード

ANISN-JR でセル計算を実施してセル平均の多群巨視的実効断面積を算出し，

REMAIL コードにより全体系各領域の実効断面積を作成する。 

これらの巨視的実効断面積を用いて Sn 中性子輸送計算コード ANISN-JR 又

はモンテカルロ・コード KENO-IV，MULTI-KENO により中性子増倍率を計算す

る。 

以上の計算コードを用いて種々の体系について計算した場合の中性子増倍

率の計算精度が多くのベンチマーク臨界計算の結果から評価されている。こ

の結果から，各燃料体の種類毎に未臨界と判定する keff が定められ，誤差

評価表としてまとめられている。したがって， JACS コードシステムにより

求められた体系の中性子増倍率 keff は，誤差評価表と比較され，系が未臨
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界かどうか判断される。 

2.l MGCL

MGCL は評価済データファイル ENDF/B-IV を MGCL-ACE で処理・作成した

Bondareko 型の多群定数である。MGCL マスターライブラリのエネルギ群数は

137 群である。このライブラリをエネルギ縮約した 26 群 MGCL もある。この

2 つの MGCL の群構造を表 2-1 に示す。MGCL は 1 次元データと 2 次元データ

に分かれる。1 次元データは主に，中性子と原子核の各種反応(弾性散乱，

非弾性散乱，(n，2n)，吸収，捕獲及び核分裂)の自己遮蔽因子(f テーブル)

及び無限希釈断面積から構成され，エネルギ群及び核種をパラメータに持つ。 

但し， f テーブルはこの他に，次に示す 12 点のパックグラウンド断面積

σ0をパラメータに持つ。 

0，0.1，1.0，10，30，100，300，103，3×103，104 ，105，108 [barn] 

なお 1 次元データの中には複数の共鳴核種の存在によって生じる共鳴断面

積への干渉効果(相互遮蔽効果)に関する情報を貯える部分が確保されている

が，現在この部分は空欄になっている。2 次元データは，弾性散乱，非弾性

散乱及び(n，2n) 反応の散乱マトリクスデータである。弾性散乱の角度依存

性は，散乱断面積を Legendre 展開した時の 1 次の項まで考慮している。 

1 次元データ及び 2 次元データのいずれもドップラー効果により中性子温

度に依存するが，MGCL には中性子温度パラメータを取入れていない。MGCL

ではこの代替として次に示す温度別のライブラリを用意している。 

300， 560， 900， 1200， 2100K 

137 群， 300Ｋの MGCL に含まれている核種及びその識別子を表 2-2 に示

す。 

337



補 6-10-3 

A.2 MAIL，REMAIL

MAIL は，MGCL を用いて実効巨視的断面積を計算するとともにこれらを

KENO または ANISN 形式のライブラリに編集するコードである。入力データ

として，体系を構成する各領域に含まれる核種の個数密度を必要とする。な

お，棒状燃料や平板燃料が均一に配列された体系の場合にはダンコフ係数計

算のための情報(棒直径，平板厚さ，配列ピッチ等)も必要になる。 

MAIL のプロセスは次の 3 つに分かれる。 

1.領域に含まれる各核種の実効微視的断面積の計算

2.領域の実効巨視的断面積の計算

3.KENO または ANISN 形式ライブラリの編集

REMAIL は， MAIL によって作成済みの複数の KENO または ANISN 形式のラ

イブラリから必要な材質のデータだけを抽出して，再び KENO または ANISN

形式のライブラリに再編集するプログラムである。 

もし作成済みのライブラリの中に参照したいデータが存在すれば， 

REMAIL を用いることにより， MAIL で新たにライブラリを作成するよりも少

ない I/O 回数で必要な材質のライブラリが作成できる。また，ライブラリの

形式変換(KENO 形式 ↔ ANISN 形式)も容易にできる。

A.3 KENO-IV， MULTI-KENO

KENO-IV はアメリカのオークリッジ国立研究所で開発された多群モンテカ

ルロ臨界計算コードである。主な出力として体系の中性子実効増倍係数

keff が得られる。また，これとは逆に，入力で指定した keff に対応する体

系の大きさを求めること(寸法サーチ計算，配列サーチ計算)もできる。この

コードは体系を 3 次元的に取扱うことが可能で，その入力形式も簡単である
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ため，核燃料取扱施設の複雑で，多種多様な体系の臨界計算及び配列体系の

臨界計算に適している。 

入力では，CYLINDER，SPHERE，CUBE，CUBOID 等の「特殊形状」と呼ばれ

る形状オプシヨンを組合わせてボックス内の各領域を「入れ子」形式で定義

する。ボックス内の領域が複雑で「特殊形状」による定義が困難な場合には

「一般形状(General Geometry)」が用いられる。これは領域の境界面を 2 次

関数で表現する方法で，入力や計算時間の点では不利になるが，交差した配

管やユニットの不規則配列体系に対して有力である。 

中性子輸送問題を解くためのモンテカルロ法とは，少数(数百，数千)の発

生すべき中性子を抽出し，これらの中性子が確率表(中性子断面積データ)に

従って衝突を繰返して体系内で吸収されて消滅するかあるいは体系外へ漏洩

するまでそのパスを追跡することである。初めに核分裂エネルギスペクトル

と中性子空間分布に従って，発生中性子のエネルギ群と空間位置を任意に決

定する。この後に各中性子パスの追跡が始まるが，KENO-IV をはじめとする

大部分のモンテカルロコードでは計算効率を上げるために中性子パスの直接

シミュレーションすなわちアナログモンテカルロ計算を避け，一般に「統計

ウェイト」の考え(非アナログモンテカルロ計算)を導入し，keff を求める。

前述のように， KENO-IV では複雑な体系に対しては「一般形状」を適用

して形状の定義を行う。 

「一般形状」を用いなければならない複雑な体系として次の三例が挙げら

れる。 

① ユニットの形状が複雑な体系

② ユニットの配列が不規則な体系

③ ユニットの一部とユニット配列外周の反射材領域が交互する体系(インタ

ーセクト体系) 
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これらのうち体系②及び③の形状の定義を容易に行うことを主たる目的と

して MULTI-KENO が開発された。MULTI-KENO では，KENO-IV の「ボックス」

より等級の一つ高い「スーパー・ボックス」という新しい概念を導入して，

不規則配列体系の容易な形状表現を可能としている。なお，MULTI-KENO に

おける keff の算法は KENO-IV と全く同一である。 

A.4 ANISN -JR

ANISN-JR コードは，米国オークリッジで開発された一次元輸送計算コー

ド ANISN を基とし，その機能を拡張するよう原研で改良したコードである。

基となった ANISN コードは，離散化表示法(Sn 法)で中性子輸送方程式を解

き，中性子束，実効増倍係数 keff 等を計算する。取扱える幾何形状は，平

板，円柱，球に限られる。離散化表示法では，中性子の運動方向を扱うのに，

角度変数を有限個の領域に分割し，離散化して直接扱うことに特徴がある。

このため，複雑な角度依存性を持った問題でも比較的精度良く計算出来る。 

ANISN-JR は，出力形式，反応率計算，縮約計算等の改良がなされ，機能

が追加されているが，基本的な計算機能は ANISN と同様で，取扱える幾何形

状も平板，円柱，球に限られる。 

JACS コードシステムでは，ANISN-JR を使用する際には，多群定数ライブ

ラリ MGCL から MAIL コードにより ANISN 用のライブラリを計算領域ごとに作

成して用いる。また，非均質体系を取扱う際に，非均質の燃料領域を均質化

して扱うことがあるが，このための均質化断面積を求めるのにも ANISN-JR

は用いられる。 
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3. 臨界事故の有効性評価への適用

拡大防止対策により可溶性中性子吸収材を供給した場合に未臨界に移行し，

及び未臨界を維持できることを確認するためには，ＪＡＣＳコードシステム

の MAIL と KENO-Ⅳを組み合わせて計算を行い，非均質体系の計算において

は ANISN-JR 及び REMAIL も用いる。 

有効性評価内容と計算に用いる計算コードを表 3-１に示す。 

341



補 6-10-7 

4.ＪＡＣＳの計算誤差評価

4.l ＪＡＣＳの計算誤差評価１），２）

ＪＡＣＳコードシステムの計算誤差は臨界実験解析（以下，「ベンチマー

ク計算」という)により評価されている。

単一ユニット(十分な水反射体付き)の臨界データを算出するには，JACS

に収納されている 137 群核定数ライブラリーMGCL とモンテカルロ法中性子

輸送計算コード KENO-IV の組合わせにより生じる計算誤差の傾向を評価して

いる。この評価の結果，MGCL と KENO-IV の組合わせにより得られた実効増

倍率がどの値になれば対象系が臨界であると判断され(推定臨界増倍率)，ま

た，どの値以下になれば未臨界と判断されるか(推定臨界下限増倍率)が分か

る。 

計算誤差の傾向は，燃料の形態及び種類に大きく依存すると考えられるこ

とから，燃料部分が，均質か非均質か，また，ウラン燃料かプルトニウム燃

料か混合燃料か，などによって体系を区分する。 

ＪＡＣＳコードシステムを用いて得られた，反射体付き単純形状体系（外

周に十分な厚さの反射体を有し，中性子吸収材を含まない単純体系）の推定

臨界下限増倍率を表 4-1 に示す。これは，ＪＡＣＳコードシステムを用いて

行われた，反射体付きの単純な形状を対象とした約 400 ケースのベンチマー

ク計算結果に基づいて作成された。どのグループの推定臨界下限増倍率も，

すべてのベンチマーク計算結果がそれを下回ることがないように適切な裕度

を見込んで設定されている。推定臨界下限値はグループごとの推定臨界下限

増倍率に対応する値として求めることができる。 

反射体付き一般形状体系（反射体付き単純形状体系を含むすべての反射体付

き体系）の推定臨界下限増倍率を表 4-2 に示す。これは，反射体付き一般形
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状体系を対象とした約 600 ケースのベンチマーク計算結果に基づいて，表

2.3 と閉じ方法で作成された。 

表 4-2 より，溶解槽，エンドピース酸洗浄槽及びハル洗浄槽の臨界計算に

用いている体系である反射体つき一般形状体系かつ非均質-Ｕ低濃縮系にお

いては，推定臨界下限増倍率は 0.978 であり，第 5 一時貯留処理槽及び第 7

一時貯留処理槽の臨界計算に用いている体系である反射体つき一般形状体系

かつ均質-Pu 系においては，推定臨界下限増倍率は 0.973 である。 

これらの結果を踏まえ，臨界事故の有効性評価においては，計算により得

られた中性子実効増倍率に対する未臨界判定値を 0.95 としており，ベンチ

マーク計算により確認された推定臨界下限増倍率よりも小さいことから，計

算誤差が考慮された評価となっている。 

5. 参考文献

１）臨界安全ハンドブック，科学技術庁原子力安全局核燃料規制課編，にっ

かん書房 (1988)

２）臨界安全ハンドブック第２版，日本原子力研究所，JAERI-1340 (1999)
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表 2-1 MGCL137 群及び MGCL26 群のエネルギー構造 
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表 2-2 MGCL に含まれている核種及びその識別子 
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表 3-1 有効性評価内容と計算に用いる計算コード 

臨界事故の発生を想定する機

器 
臨界計算体系 

核燃料物質の

種類 

計算に用いる

断面積ライブ

ラリ

計算に用いる計算コード 

溶解槽 非均質系 ウラン MGCL-137 群 

ANISN-JR（均質化定数作成） 

MAIL（巨視的断面積作成） 

KENO-Ⅳ（実効増倍率計算） 

エンドピース酸洗浄槽 非均質系 同上 同上 

ハル洗浄槽 非均質系 同上 同上

第 5 一時貯留処理槽 均質系 プルトニウム 同上
MAIL（巨視的断面積作成） 

KENO-Ⅳ（実効増倍率計算） 
第 7 一時貯留処理槽 均質系 同上 同上
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表 4-1 反射体付き単純形状体系の計算誤差評価*1（昭和 62 年度改訂版） 

表 4-2 反射体付き一般形状体系の計算誤差評価*1（昭和 62 年度改訂版） 
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図 2-1 JACS コードシステムの標準的な解析フロー
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補足説明資料 6－11（２８条） 

６．臨界事故への対処 
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アクセスルートとホース敷設ルート
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート 

（制御建屋 地下１階）（可溶性中性子吸収材の自動供給） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート 

（制御建屋 地下１階）（可溶性中性子吸収材の自動供給） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地下１階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地上１階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地上２階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給） 
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精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート 

（制御建屋 地下１階）（可溶性中性子吸収材の自動供給） 
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精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート 

（制御建屋 地上１階）（可溶性中性子吸収材の自動供給） 
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精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下３階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給）（第５一時貯留処理槽） 
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精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下２階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給）（第５一時貯留処理槽） 
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精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下１階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給）（第５一時貯留処理槽） 
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精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上１階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給）（第５一時貯留処理槽） 
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精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上２階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給）（第５一時貯留処理槽） 
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精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下３階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給）（第７一時貯留処理槽） 
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精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下２階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給）（第７一時貯留処理槽） 

364



補-6-11-15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下１階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給）（第７一時貯留処理槽） 
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精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上１階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給）（第７一時貯留処理槽） 
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精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上２階） 

（可溶性中性子吸収材の自動供給）（第７一時貯留処理槽） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地上１階） 

（放射線分解水素の掃気）（溶解槽） 

368



補-6-11-19 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地上２階） 

（放射線分解水素の掃気）（溶解槽） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地上３階） 

（放射線分解水素の掃気）（溶解槽） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地上１階） 

（貯放射線分解水素の掃気）（ハル洗浄槽） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地上２階） 

（放射線分解水素の掃気）（ハル洗浄槽） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地上３階） 

（放射線分解水素の掃気）（ハル洗浄槽） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地上１階） 

（放射線分解水素の掃気）（エンドピース酸洗浄槽） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地上２階） 

（放射線分解水素の掃気）（エンドピース酸洗浄槽） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置のアクセスルート（地上３階） 

（放射線分解水素の掃気）（エンドピース酸洗浄槽） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の敷設ルート（地上３階） 

（放射線分解水素の掃気）（溶解槽） 
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前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の敷設ルート（地上１階） 

（放射線分解水素の掃気）（ハル洗浄槽） 

378



補-6-11-29 

前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の敷設ルート（地上３階） 

（放射線分解水素の掃気）（ハル洗浄槽） 
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補-6-11-30 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前処理建屋 臨界事故の拡大防止のための措置の敷設ルート（地上３階） 

（放射線分解水素の掃気）（エンドピース酸洗浄槽） 
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補-6-11-31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地下１階） 

（放射線分解水素の掃気）（第５一時貯留処理槽） 
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補-6-11-32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上１階） 

（放射線分解水素の掃気）（第５一時貯留処理槽） 
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補-6-11-33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上２階） 

（放射線分解水素の掃気）（第５一時貯留処理槽） 
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補-6-11-34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上３階） 

（放射線分解水素の掃気）（第５一時貯留処理槽） 
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補-6-11-35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上４階） 

（放射線分解水素の掃気）（第５一時貯留処理槽） 
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補-6-11-36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上１階） 

（放射線分解水素の掃気）（第７一時貯留処理槽） 
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補-6-11-37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置のアクセスルート（地上２階） 

（放射線分解水素の掃気）（第７一時貯留処理槽） 
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補-6-11-38 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置の敷設ルート（地下１階） 

（放射線分解水素の掃気）（第５一時貯留処理槽） 
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補-6-11-39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置の敷設ルート（地上４階） 

（放射線分解水素の掃気）（第５一時貯留処理槽） 
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補-6-11-40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置の敷設ルート（地上１階） 

（放射線分解水素の掃気）（第７一時貯留処理槽） 
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補-6-11-41 

精製建屋 臨界事故の拡大の防止のための措置の敷設ルート（地上２階） 

（放射線分解水素の掃気）（第７一時貯留処理槽） 

391
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